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５－１ 区民意識調査 

（１）調査概要 

①調査の目的 

・「住宅マスタープラン」の見直しに向け、区民の意向・意見を把握すること。 

 

②調査の方法 

地域 文京区全域 

調査対象 18 歳以上の世帯主の方 

＊住まいに関する調査であることから、世帯主を対象とした 

＊住民基本台帳から無作為抽出 

配布サンプル 発送 3,000 － 不達 19 ＝ 2,981（回収率の分母） 

調査方法 アンケート調査票を郵送配布・郵送回収又はＷＥＢ回答 

調査期間 令和４（2022）年 10 月３日（月）～21 日（金） 

＊ＷＥＢ回答は 10 月 28 日（金）15 時まで受付を集計 

＊用紙回答は令和５（2023）年 1月 6 日（金）到着分までを集計 

 

③回収サンプル  

 回収数 有効回収数（率） 構成比 

合計 940 937（31.4％） 100.0％ 

ＷＥＢ回答 361 358 38.2％ 

用紙回答（郵送+持参） 579 579 61.8％ 
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（２）母集団との比較 

①地区区分 

・回答世帯（回収サンプル）は、本区の世帯数分布と概ね合致しています。 

図表 5-1-1 区全体と回収サンプルの地域別※の状況 

 
 

都心地域 春日１丁目、小石川１～２丁目、後楽１～

２丁目、本郷１～３丁目、湯島１～３丁目 

下町隣接 

地域 

湯島４丁目、本郷７丁目、弥生１～２丁

目、根津１～２丁目、千駄木１～５丁目、

向丘２丁目、本駒込３～５丁目 

山の手 

地域東部 

本郷４～６丁目、西片１～２丁目、向丘１

丁目、白山１～５丁目、本駒込１～２、６

丁目、千石１～４丁目 

山の手 

地域中央 

春日２丁目、小石川３～５丁目、小日向１

～４丁目、音羽１～２丁目、大塚１～６丁

目 

山の手 

地域西部 

水道１～２丁目、関口１～３丁目、目白台

１～３丁目 

※文京区都市マスタープランに定める３地域５区分 

 

②性別・年齢階層 

・区全体と回答者の男女比及び年齢分布を比較してみると、調査対象者を世帯主としたこと

により、回答者の方が男性の比率が高く、また、高齢者の比率が高くなっています。 

図表 5-1-2 区全体と回収サンプルの性別年齢分布の状況 

 
  

総数 都心地域
下町隣接

地域
山の手

地域東部
山の手

地域中央
山の手

地域西部
不明・
無回答

126,248 19,029 27,235 38,402 28,963 12,619 -

(100.0%) (15.1%) (21.6%) (30.4%) (22.9%) (10.0%) -

937 141 184 295 219 94 4

(100.0%) (15.0%) (19.6%) (31.5%) (23.4%) (10.0%) (0.4%)

住民基本台帳世帯数
令和４（2022）年10月

回収サンプル

総数 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上
不明・
無回答

18歳以上人口 193,484 3,259 30,668 36,469 38,575 30,418 10,649 9,784 10,909 22,753 -

(100.0%) (1.7%) (15.9%) (18.8%) (19.9%) (15.7%) (5.5%) (5.1%) (5.6%) (11.8%) -

男 90,864 1,597 15,287 17,923 18,336 14,511 5,156 4,656 4,991 8,407 -

(47.0%) (100.0%) (1.8%) (16.8%) (19.7%) (20.2%) (16.0%) (5.7%) (5.1%) (5.5%) (9.3%) -

女 102,620 1,662 15,381 18,546 20,239 15,907 5,493 5,128 5,918 14,346 -

(53.0%) (100.0%) (1.6%) (15.0%) (18.1%) (19.7%) (15.5%) (5.4%) (5.0%) (5.8%) (14.0%) -

総数（世帯主） 937 3 68 134 179 171 70 69 78 161 4

(100.0%) (0.3%) (7.3%) (14.3%) (19.1%) (18.2%) (7.5%) (7.4%) (8.3%) (17.2%) (0.4%)

男 546 2 29 93 104 88 41 45 56 87 1

(58.3%) (100.0%) (0.4%) (5.3%) (17.0%) (19.0%) (16.1%) (7.5%) (8.2%) (10.3%) (15.9%) (0.2%)

女 372 1 38 39 69 81 28 23 22 71 0

(39.7%) (100.0%) (0.3%) (10.2%) (10.5%) (18.5%) (21.8%) (7.5%) (6.2%) (5.9%) (19.1%) (0.0%)

その他・不明・無回答 19 0 1 2 6 2 1 1 0 3 3

(2.0%) (100.0%) (0.0%) (5.3%) (10.5%) (31.6%) (10.5%) (5.3%) (5.3%) (0.0%) (15.8%) (15.8%)

住民基本
台帳
令和４
（2022）年
10月

回収サン
プル
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（３）集計結果 

Ⅰ．現在の住宅について  

①住宅の所有関係・建て方の状況 

・全体として、持ち家率 59.3％、借家率 40.0％となっています。平成 30（2018）年住宅・土

地統計調査の持ち家率は 42.1％であることから、本調査は持ち家の方の回答が実際の比率

よりも約 17 ポイント高い結果となりました。 

・また、本区の特徴として、共同住宅の比率が高いことが挙げられますが回答者についても

同様の結果がみられます。 

・地域別にみると、持ち家率の高い下町隣接地域と低い山の手地域西部では 10 ポイント以上

の差があります。また、都心地域では、共同住宅の比率が他地域と比べて高い状況です。 

図表 5-1-3 地域別住宅の所有関係・建て方 

 
※以下、所有関係・建て方は、回収サンプルの多い持ち家（戸建て）、持ち家（共同住宅）、民営借家
（共同住宅）のみを分析対象としました。また、クロス集計を行った際に、サンプル数が少なく十
分な分析ができなかった集計表は割愛しています。 

 

②建築の時期の状況 

・築 22 年以内との回答が 42.7％あります。築 42 年以上との回答は全体の 17.3％ですが、持

ち家（戸建て）では 21.6％と高くなっています。 

・昭和 56（1981）年以降に建築された住宅（新耐震基準）は全体の 74.6％を占めています。 

・木造の戸建住宅については平成 12（2000）年に耐震基準が改定（新・新耐震基準）されて

おり、平成 13（2001）年以降建築の戸建て住宅は 40.3％となっています。 

図表 5-1-4 住宅の所有関係・建て方別建築の時期 

 
  

合計 持ち家
（戸建て）

持ち家
（共同住
宅）

民営借家
（戸建て）

民営借家
（共同住
宅）

公営借家
（都営、区
営）

公的借家
（区立、公
社、ＵＲな
ど）

給与住宅
（社宅な
ど）

その他（学
生寮、シェ
アハウス
など）

不明・
無回答

全体 937 223 333 12 309 11 3 31 9 6

100.0 23.8 35.5 1.3 33.0 1.2 0.3 3.3 1.0 0.6

都心地域 141 15 71 1 47 0 2 4 1 0

100.0 10.6 50.4 0.7 33.3 0.0 1.4 2.8 0.7 0.0

下町隣接地域 184 61 61 3 48 4 0 6 0 1

100.0 33.2 33.2 1.6 26.1 2.2 0.0 3.3 0.0 0.5

山の手地域東部 295 79 84 5 107 4 1 10 3 2

100.0 26.8 28.5 1.7 36.3 1.4 0.3 3.4 1.0 0.7

山の手地域中央 219 52 81 2 73 2 0 5 3 1

100.0 23.7 37.0 0.9 33.3 0.9 0.0 2.3 1.4 0.5

山の手地域西部 94 16 35 1 33 0 0 6 2 1

100.0 17.0 37.2 1.1 35.1 0.0 0.0 6.4 2.1 1.1

不明・無回答 4 0 1 0 1 1 0 0 0 1

100.0 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0

合計 昭和45
（1970）年
以前

昭和46
（1971）～
55（1980）
年

昭和56
（1981）～
平成2
（1990）年

平成3
（1991）～
12（2000）
年

平成13
（2001）～
22（2010）
年

平成23
（2011）～
30（2018）
年

平成31
（2019）年
以降

わからな
い

不明・
無回答

全体 937 54 108 133 166 191 129 80 67 9

100.0 5.8 11.5 14.2 17.7 20.4 13.8 8.5 7.2 1.0

持ち家（戸建て） 223 28 20 32 47 38 33 19 5 1

100.0 12.6 9.0 14.3 21.1 17.0 14.8 8.5 2.2 0.4

持ち家（共同住宅） 333 11 47 42 65 86 48 27 4 3

100.0 3.3 14.1 12.6 19.5 25.8 14.4 8.1 1.2 0.9

民営借家（共同住宅） 309 7 33 55 45 59 38 26 42 4

100.0 2.3 10.7 17.8 14.6 19.1 12.3 8.4 13.6 1.3

59.3％ 

40.0％ 

築 42 年以上 17.3％ 新耐震基準 74.6％ 

新・新耐震基準 40.3％ 

持ち家 

借家 

66.3％ 

54.3％ 

築 42 年以上 21.6％ 

築 22 年以内 42.7％ 
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③延ベ床面積の状況 

・全体として多様な面積帯に分布しており、25 ㎡以上 60 ㎡未満が 34.3％を占める一方、100

㎡以上との回答も 16.4％あります。 

・持ち家（戸建て）は約半数が 100 ㎡以上であるのに対し、持ち家（共同住宅）は 50 ㎡以上

80 ㎡未満が多く、民営借家（共同住宅）では 25 ㎡未満の住宅も一定数あるなど、所有関

係・建て方別に違いがみられました。 

・建築の時期別にみると、平成 12（2000）年まではボリュームゾーンがみられますが、以降

は多様な面積帯からの回答となっています。 

・平成 18（2006）年に住生活基本法が施行され、単身世帯の最低居住面積水準が 25 ㎡と規

定されましたが、若年単身の 54.7％、中年単身の 24.5％が 25 ㎡未満の住宅に住んでいま

す。 

図表 5-1-5 住宅の所有関係・建て方別延ベ床面積（居住部分の床面積の合計） 

 

図表 5-1-6 建築の時期別延ベ床面積（居住部分の床面積の合計） 

 

 

  

合計 25㎡未満 25㎡以上
40㎡未満

40㎡以上
50㎡未満

50㎡以上
60㎡未満

60㎡以上
70㎡未満

70㎡以上
80㎡未満

80㎡以上
100㎡
未満

100㎡
以上

不明・
無回答

全体 937 87 111 106 105 89 101 77 154 107

100.0 9.3 11.8 11.3 11.2 9.5 10.8 8.2 16.4 11.4

持ち家（戸建て） 223 0 4 4 5 12 16 36 109 37

100.0 0.0 1.8 1.8 2.2 5.4 7.2 16.1 48.9 16.6

持ち家（共同住宅） 333 4 23 29 65 51 67 36 36 22

100.0 1.2 6.9 8.7 19.5 15.3 20.1 10.8 10.8 6.6

民営借家（共同住宅） 309 71 75 62 30 18 12 2 5 34

100.0 23.0 24.3 20.1 9.7 5.8 3.9 0.6 1.6 11.0

合計
25㎡未満 25㎡以上

40㎡未満
40㎡以上
50㎡未満

50㎡以上
60㎡未満

60㎡以上
70㎡未満

70㎡以上
80㎡未満

80㎡以上
100㎡
未満

100㎡
以上

不明・
無回答

全体 937 87 111 106 105 89 101 77 154 107

100.0 9.3 11.8 11.3 11.2 9.5 10.8 8.2 16.4 11.4

昭和45（1970）年以前 54 3 5 4 5 4 5 4 15 9

100.0 5.6 9.3 7.4 9.3 7.4 9.3 7.4 27.8 16.7

昭和46（1971）～55（1980）年 108 8 12 16 13 5 12 8 17 17

100.0 7.4 11.1 14.8 12.0 4.6 11.1 7.4 15.7 15.7

昭和56（1981）～平成2（1990）年 133 15 14 21 15 11 7 7 30 13

100.0 11.3 10.5 15.8 11.3 8.3 5.3 5.3 22.6 9.8

平成3（1991）～12（2000）年 166 11 14 9 21 25 19 15 34 18

100.0 6.6 8.4 5.4 12.7 15.1 11.4 9.0 20.5 10.8

平成13（2001）～22（2010）年 191 25 22 16 20 21 29 19 31 8

100.0 13.1 11.5 8.4 10.5 11.0 15.2 9.9 16.2 4.2

平成23（2011）～30（2018）年 129 6 17 17 21 14 14 15 19 6

100.0 4.7 13.2 13.2 16.3 10.9 10.9 11.6 14.7 4.7

平成31（2019）年以降 80 6 14 15 5 7 10 9 7 7

100.0 7.5 17.5 18.8 6.3 8.8 12.5 11.3 8.8 8.8

わからない 67 13 12 8 5 2 3 0 1 23

100.0 19.4 17.9 11.9 7.5 3.0 4.5 0.0 1.5 34.3

不明・無回答 9 0 1 0 0 0 2 0 0 6

100.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0 66.7

 

34.3％ 
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図表 5-1-7 世帯構成別延ベ床面積 

 
 

④バリアフリーの状況 

・バリアフリーのための設備として、屋内に段差がないとの回答が 37.4％となっています。

手すり設置や道路から玄関まで車いすで通行可能な住宅という回答も約25～30％程度あり

ますが、一方で、これらの設備がないという回答も 30.3％あります。 

・所有関係・建て方別にバリアフリー設備の状況をみると、手すりの設置についての回答は

持ち家（戸建て）と持ち家（共同住宅）では大きな差がみられます。段差に関係する設備に

ついて、持ち家（共同住宅）で設置されている回答の比率が、持ち家（戸建て）及び民営借

家（共同住宅）と比較して高くなっています。民営借家（共同住宅）の半数以上がバリアフ

リー設備がないとしています。 

図表 5-1-8 住宅の所有関係・建て方別バリアフリーの状況（複数回答） 

 
  

合計
25㎡未満 25㎡以上

40㎡未満
40㎡以上
50㎡未満

50㎡以上
60㎡未満

60㎡以上
70㎡未満

70㎡以上
80㎡未満

80㎡以上
100㎡
未満

100㎡
以上

不明・
無回答

全体 937 87 111 106 105 89 101 77 154 107

100.0 9.3 11.8 11.3 11.2 9.5 10.8 8.2 16.4 11.4

若年単身 53 29 9 3 2 0 0 0 1 9

100.0 54.7 17.0 5.7 3.8 0.0 0.0 0.0 1.9 17.0

中年単身 200 49 70 30 17 7 7 3 5 12

100.0 24.5 35.0 15.0 8.5 3.5 3.5 1.5 2.5 6.0

高齢単身 100 5 11 9 17 9 9 7 8 25

100.0 5.0 11.0 9.0 17.0 9.0 9.0 7.0 8.0 25.0

若中年夫婦 112 1 10 36 14 21 10 8 9 3

100.0 0.9 8.9 32.1 12.5 18.8 8.9 7.1 8.0 2.7

高齢夫婦 107 1 1 3 9 10 12 14 44 13

100.0 0.9 0.9 2.8 8.4 9.3 11.2 13.1 41.1 12.1

親子世帯（第一子が未成年） 150 0 3 14 31 23 34 17 18 10

100.0 0.0 2.0 9.3 20.7 15.3 22.7 11.3 12.0 6.7

親子世帯（第一子が成年） 133 1 5 7 11 11 23 22 41 12

100.0 0.8 3.8 5.3 8.3 8.3 17.3 16.5 30.8 9.0

３世代・その他 70 1 2 4 4 6 6 6 25 16

100.0 1.4 2.9 5.7 5.7 8.6 8.6 8.6 35.7 22.9

不明・無回答 12 0 0 0 0 2 0 0 3 7

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 25.0 58.3

合計 手すり
（トイレ、浴
室）

手すり
（玄関、廊
下、階段）

手すり
（居室）

段差の
ない屋内

廊下など
が車いす
で通行可
能な幅

またぎや
すい高さ
の浴槽

道路から
玄関まで
車いすで
通行可能

これらの
設備はな
い

不明・
無回答

全体 937 280 240 13 350 225 222 305 284 7

100.0 29.9 25.6 1.4 37.4 24.0 23.7 32.6 30.3 0.7

持ち家（戸建て） 223 115 149 3 62 37 72 26 45 0

100.0 51.6 66.8 1.3 27.8 16.6 32.3 11.7 20.2 0.0

持ち家（共同住宅） 333 116 51 7 190 125 109 177 50 2

100.0 34.8 15.3 2.1 57.1 37.5 32.7 53.2 15.0 0.6

民営借家（共同住宅） 309 26 20 1 75 49 29 74 167 4

100.0 8.4 6.5 0.3 24.3 15.9 9.4 23.9 54.0 1.3
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⑤住宅の環境対応の状況 

・電球のＬＥＤ化が最も多く 45.5％の住宅に設置されていますが、一方で 33.8％の住宅は環

境対応設備はないと回答しています。また、窓や躯体の断熱は 30％に満たない状況です。 

・持ち家と借家の乖離が大きく、借家では 56.3％が環境対応設備はないと回答しています。 

・持ち家においては、建て方による大きな違いはありません。 

図表 5-1-9 住宅の所有関係・建て方別住宅の環境対応（複数回答） 

 

 

⑥その他の設備の状況 

・住宅に付帯する設備はテレビモニタ付きインターホンが 69.9％と設置率が高く、次いでイ

ンターネット設備が 66.6％となります。防犯カメラやオートロックなど防犯関連設備の設

置率は半数程度です。宅配ボックスも普及しています。 

・所有関係・建て方別にみると、持ち家（共同住宅）で各種設備について設置率が高く、次い

で民営借家（共同住宅）となります。 

図表 5-1-10 住宅の所有関係・建て方別その他の設備（複数回答） 

 
  

合計

窓の断熱
（複層ガラ
ス、内窓
等）

躯体の断
熱（壁、屋
根、床等）

太陽光発
電設備、
蓄電池

電球の
ＬＥＤ化

エコジョー
ズ、エコ
キュート、
エネファー
ムなど

節水型水
栓（台所、
浴室等）

壁面緑
化、屋上
緑化

雨水タンク その他の
環境対応
設備

環境対応
設備はな
い

不明・
無回答

全体 937 260 225 22 426 108 109 15 20 19 317 28

100.0 27.7 24.0 2.3 45.5 11.5 11.6 1.6 2.1 2.0 33.8 3.0

持ち家（戸建て） 223 83 85 13 133 49 34 6 2 3 48 4

100.0 37.2 38.1 5.8 59.6 22.0 15.2 2.7 0.9 1.3 21.5 1.8

持ち家（共同住宅） 333 127 94 6 185 45 54 4 12 9 66 9

100.0 38.1 28.2 1.8 55.6 13.5 16.2 1.2 3.6 2.7 19.8 2.7

民営借家（共同住宅） 309 43 33 0 86 8 18 4 4 2 174 8

100.0 13.9 10.7 0.0 27.8 2.6 5.8 1.3 1.3 0.6 56.3 2.6

合計 防犯カメラ
（建物の出
入口）

ホームセ
キュリティ
の契約

テレビモニ
タ付イン
ターホン

インター
ネット設備

宅配ボック
ス

オートロッ
ク（マン
ションの場
合）

その他の
設備

特筆すべ
き設備は
ない

不明・
無回答

全体 937 500 177 655 624 433 443 26 75 14

100.0 53.4 18.9 69.9 66.6 46.2 47.3 2.8 8.0 1.5

持ち家（戸建て） 223 25 33 144 157 19 8 6 26 3

100.0 11.2 14.8 64.6 70.4 8.5 3.6 2.7 11.7 1.3

持ち家（共同住宅） 333 266 100 272 258 225 226 15 7 4

100.0 79.9 30.0 81.7 77.5 67.6 67.9 4.5 2.1 1.2

民営借家（共同住宅） 309 179 33 203 171 162 182 4 31 5

100.0 57.9 10.7 65.7 55.3 52.4 58.9 1.3 10.0 1.6
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Ⅱ．現在の住宅・住環境の評価について  

➀住宅の満足度の状況 

・多くの項目で満足度（満足＋やや満足）は半数程度となっています。特に、「ア 住宅の広

さ、間取り」、「ウ 水回りの住宅設備」、「カ 日照・通風・採光」、「ス 防犯性」の項目で満

足度は 50％を超えています。一方、「ア 住宅の広さ、間取り」、「イ 収納の多さ、使い勝

手」、「ク 省エネ性能」、「コ 遮音性」の項目で、不満度（やや不満＋不満）がやや高い状況

です。 

・総合評価としては、満足度（満足＋やや満足）が 53.1％となっています。 

図表 5-1-11 住宅の満足度（項目ごとに１つ回答） 

   

  

23.6%

18.7%

20.2%

21.7%

18.6%

28.0%

17.1%

5.1%

7.8%

14.2%

17.0%

18.6%

19.2%

14.9%

8.4%

12.8%

28.6%

27.6%

30.8%

27.2%

31.3%

31.5%

29.9%

11.2%

16.6%

26.7%

26.9%

29.5%

32.8%

22.9%

14.1%

40.3%

14.7%

17.6%

22.3%

31.4%

35.5%

18.8%

25.1%

50.4%

48.0%

24.5%

37.8%

38.2%

31.5%

32.7%

51.7%

24.4%

24.3%

25.8%

17.8%

13.9%

9.3%

15.6%

18.9%

22.3%

18.1%

23.1%

12.2%

9.0%

11.1%

18.7%

12.0%

11.2%

7.8%

9.5%

7.6%

4.7%

3.6%

5.4%

7.6%

9.4%

7.9%

10.5%

5.0%

3.4%

3.9%

6.7%

6.7%

3.3%

1.0%

0.7%

1.3%

1.2%

1.7%

0.7%

1.5%

1.6%

1.5%

1.1%

1.2%

1.4%

1.5%

4.1%

7.2%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 住宅の広さ、間取り

イ 収納の多さ、使い勝手

ウ 水回りの住宅設備

エ 住宅の外周りの劣化状況

オ 維持管理のしやすさ

カ 日照・通風・採光

キ 断熱性や気密性

ク 省エネ性能

ケ バリアフリー性能

コ 遮音性

サ 安全性（耐震性や防火性など）

シ 安全性（風水害対策など）

ス 防犯性

セ 在宅勤務のしやすさ

ソ 子育てのしやすさ

タ 住宅の総合評価

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 不明・無回答

不
満
度
が
高
い 

 

 

 

 

 

満
足
度
が
高
い 

 
53.1％ 
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図表 5-1-12 所有関係・建て方別住宅の満足度（項目ごとに１つ回答） 

 

  

30.5%

26.4%

16.5%

26.5%

20.1%

13.9%

28.3%

24.3%

12.3%

22.9%

22.5%

19.7%

18.4%

21.9%

15.5%

29.6%

32.7%

23.3%

18.4%

24.0%

11.3%

7.6%

6.9%

2.3%

9.4%

12.0%

2.6%

15.7%

18.0%

10.4%

21.1%

19.2%

12.0%

24.2%

20.7%

12.9%

13.5%

23.4%

19.1%

17.9%

17.1%

10.0%

14.3%

9.3%

4.9%

15.7%

16.2%

8.7%

32.7%

28.2%

26.2%

27.4%

29.1%

23.9%

36.8%

35.1%

22.3%

31.8%

31.5%

22.3%

29.1%

36.6%

28.5%

33.6%

31.8%

28.5%

30.0%

33.3%

27.2%

11.7%

14.7%

6.1%

19.7%

21.3%

8.7%

26.0%

29.1%

24.9%

20.2%

32.7%

25.2%

23.8%

35.1%

27.5%

30.9%

36.3%

33.0%

26.9%

24.3%

21.4%

22.4%

16.8%

6.5%

39.0%

45.0%

35.6%

14.3%

13.8%

16.2%

21.1%

15.9%

17.5%

21.5%

21.0%

24.6%

22.4%

32.4%

35.9%

36.3%

32.1%

38.2%

15.2%

17.7%

23.0%

25.6%

22.5%

26.9%

45.3%

51.4%

52.4%

41.3%

45.9%

56.0%

30.0%

23.4%

21.7%

35.0%

33.6%

44.0%

37.2%

33.9%

44.7%

41.7%

27.0%

28.2%

28.7%

36.3%

32.4%

38.1%

55.3%

57.6%

25.6%

24.6%

24.6%

17.0%

25.5%

28.2%

17.9%

27.6%

30.4%

9.4%

15.0%

26.2%

17.0%

10.2%

15.2%

9.9%

5.7%

12.9%

15.2%

13.8%

18.1%

18.8%

12.9%

23.6%

25.6%

18.9%

24.6%

22.4%

14.7%

19.4%

22.9%

20.7%

26.9%

17.9%

7.8%

14.2%

11.2%

5.7%

10.4%

11.2%

8.1%

13.3%

17.5%

15.0%

21.4%

14.3%

6.9%

14.6%

10.8%

6.0%

15.5%

4.9%

4.2%

12.9%

6.7%

6.3%

14.2%

2.7%

3.3%
13.6%

4.9%

1.5%
6.8%

5.4%

1.8%
3.9%

5.4%

3.0%

7.1%

5.8%

4.8%

10.7%

8.1%

6.0%

13.9%

5.4%

4.5%

12.3%

4.5%

7.2%

15.9%

4.5%

4.8%

4.2%

3.1%

2.4%

3.6%

2.2%

2.4%
6.1%

3.1%

2.7%

13.3%

2.7%

2.4%
12.9%

2.2%

0.9%
6.5%

0.4%

1.8%

0.4%

0.9%

1.3%

1.2%

1.0%

0.9%

1.8%

0.9%

1.8%

1.0%

0.9%

0.9%

1.3%

2.4%

0.3%

1.8%

2.1%

0.6%

1.8%

1.5%

1.0%

0.9%

1.5%

0.3%

1.3%

1.8%

0.3%

0.4%

2.1%

1.0%

0.4%

2.7%

0.3%

5.8%

4.5%

1.6%

8.1%

9.3%

3.6%

6.7%

7.2%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 不明・無回答

ア 住宅の広さ、

間取り

イ 収納の多さ、

使い勝手

ウ 水回りの

住宅設備

エ 住宅の外周り

の劣化状況

オ 維持管理の

しやすさ

カ 日照・通風・

採光

キ 断熱性や

気密性

ク 省エネ性能

ケ バリアフリー

性能

コ 遮音性

サ 安全性

（耐震性や

防火性など）

シ 安全性

（風水害対策

など）

ス 防犯性

セ 在宅勤務の

しやすさ

ソ 子育ての

しやすさ

タ 住宅の

総合評価

上段：持ち家（戸建て） 

中段：持ち家（共同住宅） 

下段：民営借家（共同住宅） 
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②住宅の重要度の状況 

・持ち家（戸建て、共同住宅）の回答者は、第一に「サ 安全性（地震や火災等に対しての耐

震性や防火性など）」、次いで「ア 住宅の広さ、間取り」について重要と回答しています。 

・民営借家（共同住宅）では、「ア 住宅の広さ、間取り」について重要との回答が 55.3％と

なっており、次いで「カ 日照・通風・採光」が 38.5％となっています。 

・「エ 住宅の外周りの劣化状況」、「オ 維持管理のしやすさ」、「ク 省エネ性能」、「ケ バリア

フリー性能」、「サ 安全性（耐震性や防火性など）」、「シ 安全性（風水害対策など）」につい

ては、民営借家（共同住宅）に比べて持ち家の方が、重要と回答する比率が高くなってい

ます。 

・「コ 遮音性」、「ス 防犯性」については、戸建てに比べて共同住宅の方が、重要と回答する

比率が高くなっています。 

図表 5-1-13 住宅の所有関係・建て方別重要度（複数回答、最大３つまで） 

 

 

 

  

合計 ア　住宅
の広さ、間
取り

イ　収納の
多さ、使い
勝手

ウ　水回り
の住宅設
備（台所や
浴室など）

エ　住宅
の外周り
の劣化状
況（屋根や
外壁など）

オ　維持
管理のし
やすさ

カ　日照・
通風・採光

キ　断熱
性や気密
性（カビや
結露の有
無）

ク　省エネ
性能（光熱
費の節
約、ＣＯ₂削
減など）

ケ　バリア
フリー性能
（手すり設
置や段差
解消など）

コ　遮音性
（外部、隣
戸、上下
階からの
騒音に対
して）

全体 937 429 236 176 57 122 347 97 56 49 176

100.0 45.8 25.2 18.8 6.1 13.0 37.0 10.4 6.0 5.2 18.8

持ち家（戸建て） 223 86 57 33 21 38 76 26 24 21 18

100.0 38.6 25.6 14.8 9.4 17.0 34.1 11.7 10.8 9.4 8.1

持ち家（共同住宅） 333 138 73 41 20 61 121 28 23 20 55

100.0 41.4 21.9 12.3 6.0 18.3 36.3 8.4 6.9 6.0 16.5

民営借家（共同住宅） 309 171 87 87 13 19 119 32 8 8 87

100.0 55.3 28.2 28.2 4.2 6.1 38.5 10.4 2.6 2.6 28.2

合計 サ　安全
性（地震や
火災等に
対しての
耐震性や
防火性な
ど）

シ　安全
性（風水害
に対して
の飛散防
止や浸水
対策など）

ス　防犯
性

セ　在宅
勤務のし
やすさ（仕
事スペー
スの確保
など）

ソ　子育て
のしやすさ
（間取り、
設備など）

不明・
無回答

全体 937 367 95 279 39 64 56

100.0 39.2 10.1 29.8 4.2 6.8 6.0

持ち家（戸建て） 223 106 31 55 3 10 15

100.0 47.5 13.9 24.7 1.3 4.5 6.7

持ち家（共同住宅） 333 143 39 105 8 24 27

100.0 42.9 11.7 31.5 2.4 7.2 8.1

民営借家（共同住宅） 309 89 20 96 26 22 10

100.0 28.8 6.5 31.1 8.4 7.1 3.2
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③周辺の住環境の満足度の状況 

・総じて満足度（満足＋やや満足）が高い結果となっています。 

・「ア 交通利便性」、「イ 買い物利便性」、「カ 大学や教育機関の充実」や「キ 医療・福祉施

設の充実」、「サ 治安の良さ」、「ス まちや道路の清潔さ」に対する満足度は 70～90％と高

くなっています。「ウ 閑静な住宅地」、「オ 歴史・文化資源の充実」等は 60％程度、「エ 公

園、緑地、水辺などの自然環境」、「ケ 安全性（地震や火災等）」、「コ 安全性（風水害）」や

「シ 歩行時の道路の安全性」も 50％以上の満足度となっており、自然、歴史・文化資源等

の区の特徴についても一定の評価が得られています。 

・総合評価としては、満足度が 69.2％となっています。 

図表 5-1-14 住環境の満足度（項目ごとに１つ回答） 

   

  

59.2%

38.1%

34.0%

23.9%

26.3%

38.3%

33.4%

13.2%

17.4%

22.5%

40.7%

20.3%

25.7%

7.8%

5.5%

20.6%

29.0%

36.0%

32.0%

33.3%

34.9%

34.0%

40.2%

22.4%

36.0%

36.5%

42.5%

38.2%

45.1%

16.5%

10.2%

48.6%

6.8%

13.6%

20.6%

29.0%

30.5%

23.8%

20.5%

54.7%

34.6%

31.9%

14.4%

24.5%

22.2%

66.5%

60.8%

15.3%

2.9%

8.6%

8.4%

10.1%

5.8%

1.5%

3.7%

3.2%

8.8%

6.5%

1.3%

12.0%

4.6%

5.0%

13.4%

3.3%

0.5%

2.7%

3.7%

2.5%

1.2%

0.4%

0.6%

0.3%

2.0%

1.5%

0.4%

3.7%

1.3%

1.3%

4.9%

0.4%

1.5%

1.1%

1.2%

1.2%

1.4%

1.9%

1.5%

6.1%

1.3%

1.1%

0.7%

1.3%

1.1%

2.9%

5.0%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ア 交通利便性

イ 買い物利便性

ウ 閑静な住宅地

エ 公園,緑地,水辺などの自然環境

オ 歴史・文化資源の充実

カ 大学や教育機関の充実

キ 医療・福祉施設の充実

ク 子育て支援施設の充実

ケ 安全性（地震や火災等）

コ 安全性（風水害）

サ 治安の良さ

シ 歩行時の道路の安全性

ス まちや道路の清潔さ

セ コミュニティ活動の充実

ソ 自宅や職場以外で仕事のできる

環境

タ 住宅周辺の住環境の総合評価

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 不明・無回答

 

 

 

 

 

 

満
足
度
が
高
い 

 
69.2％ 
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④周辺の住環境の重要度の状況 

・「ア 交通利便性」、「イ 買い物利便性」、「サ 治安の良さ」の３項目は、回答者の 50～60％

程度が重要としています。 

・一方、「オ 歴史・文化資源の充実」、「カ 大学や教育機関の充実」、「ク 子育て支援施設の

充実」、「セ コミュニティ活動の充実」、「ソ 自宅や職場以外で仕事のできる環境」の５項

目を重要としたのは、回答者の２～３％程度と極めて少数といった状況です。 

・重要とする回答が多い３項目のうち「ア 交通利便性」に関しては都心地域と山の手地域中

央で 9.7 ポイントの差があります。「イ 買い物利便性」及び「サ 治安の良さ」について、

地域による大きな違いはみられません。 

・また、山の手地域東部及び山の手地域中央は、「ウ 閑静な住宅地」の重要度が比較的高く

なっています。 

図表 5-1-15 地域別重要度（複数回答、最大３つまで） 

 
 

 

  

合計 ア　交通
利便性

イ　買い物
利便性（身
近に利用
しやすい
店がある
など）

ウ　閑静な
住宅地

エ　公園、
緑地、水
辺などの
自然環境

オ　歴史・
文化資源
の充実（魅
力的なま
ち並み、歴
史を感じる
景観など）

カ　大学や
教育機関
の充実

キ　医療・
福祉施設
の充実

ク　子育て
支援施設
の充実（幼
稚園、保
育所、ぴよ
ぴよひろ
ば、子育
てサロンな
ど）

ケ　安全
性（地震や
火災等に
対して）

コ　安全性
（風水害に
対して）

全体 937 606 467 200 140 30 24 202 26 213 76

100.0 64.7 49.8 21.3 14.9 3.2 2.6 21.6 2.8 22.7 8.1

都心地域 141 98 79 23 13 7 2 30 3 31 16

100.0 69.5 56.0 16.3 9.2 5.0 1.4 21.3 2.1 22.0 11.3

下町隣接地域 184 115 87 32 30 8 8 49 4 42 12

100.0 62.5 47.3 17.4 16.3 4.3 4.3 26.6 2.2 22.8 6.5

山の手地域東部 295 197 146 74 39 6 8 53 8 65 24

100.0 66.8 49.5 25.1 13.2 2.0 2.7 18.0 2.7 22.0 8.1

山の手地域中央 219 131 104 55 39 5 6 43 8 52 18

100.0 59.8 47.5 25.1 17.8 2.3 2.7 19.6 3.7 23.7 8.2

山の手地域西部 94 64 49 16 19 4 0 26 3 22 6

100.0 68.1 52.1 17.0 20.2 4.3 0.0 27.7 3.2 23.4 6.4

不明・無回答 4 1 2 0 0 0 0 1 0 1 0

100.0 25.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0

合計 サ　治安
の良さ

シ　歩行
時の道路
の安全性

ス　まちや
道路の清
潔さ

セ　コミュ
ニティ活動
の充実

ソ　自宅や
職場以外
で仕事の
できる環
境（コワー
キングス
ペースな
ど）

不明・
無回答

全体 937 473 50 67 18 15 61

100.0 50.5 5.3 7.2 1.9 1.6 6.5

都心地域 141 74 9 9 3 2 7

100.0 52.5 6.4 6.4 2.1 1.4 5.0

下町隣接地域 184 85 9 14 5 5 14

100.0 46.2 4.9 7.6 2.7 2.7 7.6

山の手地域東部 295 151 19 21 7 2 20

100.0 51.2 6.4 7.1 2.4 0.7 6.8

山の手地域中央 219 115 11 15 3 5 14

100.0 52.5 5.0 6.8 1.4 2.3 6.4

山の手地域西部 94 47 2 8 0 1 4

100.0 50.0 2.1 8.5 0.0 1.1 4.3

不明・無回答 4 1 0 0 0 0 2

100.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0
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Ⅲ．今後 10 年程度の住宅について 

➀住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画の状況 

・住み替え、リフォーム、建て替えについて何らかの「意向や計画がある」は 38.8％となっ

ています。 

・民営借家（共同住宅）では 55.0％が「意向や計画がある」と回答しています。 

図表 5-1-16 住宅の所有関係・建て方別意向や計画 

 

図表 5-1-17 世帯構成別住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画 

 
 

  

合計 意向や計
画がある

意向や計
画はない

不明・
無回答

全体 937 364 493 80

100.0 38.8 52.6 8.5

持ち家（戸建て） 223 56 146 21

100.0 25.1 65.5 9.4

持ち家（共同住宅） 333 102 206 25

100.0 30.6 61.9 7.5

民営借家（共同住宅） 309 170 114 25

100.0 55.0 36.9 8.1

38.8%

58.5%

49.5%

19.0%

55.4%

23.4%

45.3%

29.3%

24.3%

52.6%

37.7%

45.0%

63.0%

40.2%

69.2%

50.0%

60.2%

60.0%

8.5%

3.8%

5.5%

18.0%

4.5%

7.5%

4.7%

10.5%

15.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=937)

若年単身(n=53)

中年単身(n=200)

高齢単身(n=100)

若中年夫婦(n=112)

高齢夫婦(n=107)

親子世帯（第一子が

未成年）(n=150)

親子世帯（第一子が

成年）(n=133)

３世代・その他(n=70)

意向や計画がある 意向や計画はない 不明・無回答

意
向
・
計
画
あ
り 
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②住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画の内容 

・意向や計画の具体的な内容は「住み替える」が 60.4％と過半です。民営借家（共同住宅）

では 79.4％が住み替え意向を示しています。 

・住み替え先は 42.7％の回答者が「文京区内」としており、次いで「文京区外（23 区内）」

が 30.5％となっています。下町隣接地域以外の地域では「区内」との回答が多いですが、

下町隣接地域では「区内」と「区外」が同率といった状況です。 

・また、住み替え先について、若年単身では「文京区外（23 区内）」の比率が高く、中年単身

や若中年夫婦、親子世帯（第一子が未成年）では文京区内と回答した比率が高い状況です。 

・若年単身、中年単身、若中年夫婦では「借家に住み替える」の比率が高く、親子世帯（第一

子が未成年）では「新築・中古にこだわらず住宅を取得する」の比率が高くなっています。 

・住み替えない場合は、「現在の家をリフォームする」が 82.4％、「現在の家を建て替える」

との回答が 12.2％ありました。 

 

図表 5-1-18 住宅の所有関係・建て方別住み替えの有無に関する意向や計画の内容 

 

図表 5-1-19 意向・計画の内容              図表 5-1-20 住み替え先の希望 

（住み替えの意向のある区民 220 名） 

 
  

合計
住み替え
る

住み替え
ない

不明・
無回答

全体 364 220 74 70

100.0 60.4 20.3 19.2

持ち家（戸建て） 56 14 25 17

100.0 25.0 44.6 30.4

持ち家（共同住宅） 102 43 45 14

100.0 42.2 44.1 13.7

民営借家（共同住宅） 170 135 2 33

100.0 79.4 1.2 19.4

住み替える

220(60.4%)
リフォーム

する

61(16.8%)

建て替える

9(2.5%)

その他・不明・

無回答

74(20.3%)

n=364

文京区内

94(42.7%)

文京区外

（23区内）

67(30.5%)

東京都の

市部

10(4.5%)

他の道府県

44(20.0%)

海外

3(1.4%)

不明・無回答

2(0.9%)

n=220
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図表 5-1-21 地域別住み替え先の希望（住み替える予定のある方） 

 

図表 5-1-22 世帯構成別住み替え先の希望（住み替える予定のある方） 

 
 

  

合計 文京区内 文京区外
（23区内）

東京都の
市部

他の道府
県

海外 不明・
無回答

全体 220 94 67 10 44 3 2

100.0 42.7 30.5 4.5 20.0 1.4 0.9

都心地域 32 15 10 1 5 0 1

100.0 46.9 31.3 3.1 15.6 0.0 3.1

下町隣接地域 44 16 16 3 8 1 0

100.0 36.4 36.4 6.8 18.2 2.3 0.0

山の手地域東部 72 31 21 4 14 1 1

100.0 43.1 29.2 5.6 19.4 1.4 1.4

山の手地域中央 47 20 14 2 10 1 0

100.0 42.6 29.8 4.3 21.3 2.1 0.0

山の手地域西部 25 12 6 0 7 0 0

100.0 48.0 24.0 0.0 28.0 0.0 0.0

不明・無回答 0 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 文京区内 文京区外
（23区内）

東京都の
市部

他の道府
県

海外 不明・
無回答

全体 220 94 67 10 44 3 2

100.0 42.7 30.5 4.5 20.0 1.4 0.9

若年単身 27 9 11 3 4 0 0

100.0 33.3 40.7 11.1 14.8 0.0 0.0

中年単身 73 33 22 3 14 1 0

100.0 45.2 30.1 4.1 19.2 1.4 0.0

高齢単身 7 4 1 0 2 0 0

100.0 57.1 14.3 0.0 28.6 0.0 0.0

若中年夫婦 44 15 11 2 14 1 1

100.0 34.1 25.0 4.5 31.8 2.3 2.3

高齢夫婦 6 1 2 0 3 0 0

100.0 16.7 33.3 0.0 50.0 0.0 0.0

親子世帯（第一子が未成年） 42 24 13 1 4 0 0

100.0 57.1 31.0 2.4 9.5 0.0 0.0

親子世帯（第一子が成年） 16 6 4 1 3 1 1

100.0 37.5 25.0 6.3 18.8 6.3 6.3

３世代・その他 4 1 3 0 0 0 0

100.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0

不明・無回答 1 1 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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図表 5-1-23 世帯構成別住み替えの意向がある場合の具体的な内容  

 

図表 5-1-24 住み替えの意向がある場合の希望する建て方 

 

図表 5-1-25 住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画がある人のうち、住み替えない場合の具体的な内容 

 
 

  

合計 借家に住
み替える

新築住宅
を取得す
る

中古住宅
を取得す
る

新築・中
古にこだ
わらず住
宅を取得
する

相続した
家に住み
替える

親・子・親
族等の家
に住み替
える

高齢者向
け住宅・施
設に住み
替える

その他 不明・
無回答

全体 220 96 24 23 39 3 9 9 9 8

100.0 43.6 10.9 10.5 17.7 1.4 4.1 4.1 4.1 3.6

若年単身 27 23 0 2 0 0 1 0 1 0

100.0 85.2 0.0 7.4 0.0 0.0 3.7 0.0 3.7 0.0

中年単身 73 42 3 6 9 1 4 2 3 3

100.0 57.5 4.1 8.2 12.3 1.4 5.5 2.7 4.1 4.1

高齢単身 7 2 1 1 0 0 0 3 0 0

100.0 28.6 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 42.9 0.0 0.0

若中年夫婦 44 15 10 4 10 1 1 0 2 1

100.0 34.1 22.7 9.1 22.7 2.3 2.3 0.0 4.5 2.3

高齢夫婦 6 0 1 2 1 0 0 2 0 0

100.0 0.0 16.7 33.3 16.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

親子世帯（第一子が未成年） 42 11 7 5 16 0 2 0 0 1

100.0 26.2 16.7 11.9 38.1 0.0 4.8 0.0 0.0 2.4

親子世帯（第一子が成年） 16 1 1 3 2 1 1 1 3 3

100.0 6.3 6.3 18.8 12.5 6.3 6.3 6.3 18.8 18.8

３世代・その他 4 2 1 0 1 0 0 0 0 0

100.0 50.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

不明・無回答 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

合計 戸建て 共同住宅
（アパー
ト、マンショ
ンなど）

戸建て、共
同住宅に
こだわらな
い

不明・
無回答

全体 182 25 102 54 1

100.0 13.7 56.0 29.7 0.5

合計 現在の家
をリフォー
ムする

現在の家
を建て替え
る

その他 不明・
無回答

全体 74 61 9 1 3

100.0 82.4 12.2 1.4 4.1
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③住み替えやリフォーム・建て替えを行う理由 

・住み替えやリフォーム・建て替えを行う理由は、全体として「ライフステージの変化」が最

も多く 56.3％、次いで「現在の住宅に不満があるため」が 31.6％となっています。 

・「ライフステージの変化」は民営借家（共同住宅）の回答者では比率が 67.6％と高くなって

います。 

・持ち家（戸建て）の回答者では「ライフステージの変化」、「高齢期に備えるため」という理

由が高くなっています。 

・「親（又は子）との近居又は同居のため」との回答は 30 件あり、理由として半数近くが「親

の介護」を挙げています。 

図表 5-1-26 住み替えやリフォーム・建て替えの理由  図表 5-1-27 所有関係別理由（理由上位４項目、複数回答） 

（複数回答 n＝364）           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

注 ：本図は不明・無回答を除いて表示        注 ：本図は所有関係別の母数に対する比率を表示 

図表 5-1-28 住宅の所有関係・建て方別住み替えやリフォーム・建て替えを行う理由（複数回答） 

 

図表 5-1-29 近居又は同居を行う場合のその目的 

 
  

合計
仕事の都
合（就職、
転職、転
勤等）のた
め

ライフス
テージの
変化（結
婚、子の
誕生や進
学、退職
など）のた
め

親（又は
子）との近
居又は同
居のため

高齢期に
備えるた
め（段差解
消、介護し
やすい間
取りに直
すなど）

ゆとりある
郊外で生
活したい
ため

現在の住
宅に不満
があるた
め

現在の住
環境に不
満がある
ため

経済的理
由のため

その他 不明・
無回答

全体 364 60 205 30 74 34 115 39 46 43 6

100.0 16.5 56.3 8.2 20.3 9.3 31.6 10.7 12.6 11.8 1.6

持ち家（戸建て） 56 1 26 6 26 2 22 7 4 5 0

100.0 1.8 46.4 10.7 46.4 3.6 39.3 12.5 7.1 8.9 0.0

持ち家（共同住宅） 102 5 46 10 27 6 29 6 2 21 3

100.0 4.9 45.1 9.8 26.5 5.9 28.4 5.9 2.0 20.6 2.9

民営借家（共同住宅） 170 43 115 11 18 22 55 24 28 12 3

100.0 25.3 67.6 6.5 10.6 12.9 32.4 14.1 16.5 7.1 1.8

合計 親の介護 子育てへ
の支援

その他 不明・
無回答

全体 30 14 4 11 1

100.0 46.7 13.3 36.7 3.3

1.8%

4.9%

25.3%

46.4%

45.1%

67.6%

46.4%

26.5%

10.6%

39.3%

28.4%

32.4%

0% 20% 40% 60% 80%

持ち家（戸建て）

持ち家（共同住宅）

民営借家（共同住宅）

持ち家（戸建て）

持ち家（共同住宅）

民営借家（共同住宅）

持ち家（戸建て）

持ち家（共同住宅）

民営借家（共同住宅）

持ち家（戸建て）

持ち家（共同住宅）

民営借家（共同住宅）

ライフ

ステージの

変化

仕事の

都合

高齢期に

備える

現在の

住宅に

不満

43(11.8%)

46(12.6%)

39(10.7%)

115(31.6%)

34(9.3%)

74(20.3%)

30(8.2%)

205(56.3%)

60(16.5%)

その他

経済的理由

現在の住環境に不満

現在の住宅に不満

ゆとりある郊外での生活

高齢期に備える

親との近居･同居

ライフステージの変化

仕事の都合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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④住み替えやリフォーム・建て替えを行うにあたり、住宅に関して重視する点 

・住み替えやリフォーム・建て替えにあたって重視する項目は、「部屋の広さや間取り」が

76.9％で最も高く、次いで「住宅の機能性」が 56.6％、「適切な住居費」が 54.1％となっ

ています。 

・重視する項目については所有関係・建て方別に特徴があり、持ち家（戸建て）の回答者は

「住宅の機能性」を、持ち家（共同住宅）の回答者は「部屋の広さや間取り」と「住宅の機

能性」を、民営借家（共同住宅）の回答者は「部屋の広さや間取り」と「適切な住居費」を

重視しています。 

・住宅の機能性を重視する回答者のうち、49.0％が防犯性能を、42.2％が防音・遮音性能を

重視しています。 

図表 5-1-30 住宅の所有関係・建て方別住宅の重視する点（複数回答、最大３つまで） 

 

図表 5-1-31 住宅の所有関係・建て方別重視する機能の内容（複数回答、最大２つまで） 

 

 

  

合計 部屋の広
さや間取り

新しさや清
潔感

住宅の機
能性

住宅のデ
ザイン性

適切な住
居費

自分の好
みに合わ
せた内装
や設備が
選択でき
る

その他(１
～６以外)

不明・
無回答

全体 364 280 111 206 17 197 71 24 8

100.0 76.9 30.5 56.6 4.7 54.1 19.5 6.6 2.2

持ち家（戸建て） 56 33 13 36 2 17 17 4 3

100.0 58.9 23.2 64.3 3.6 30.4 30.4 7.1 5.4

持ち家（共同住宅） 102 67 24 65 4 37 30 9 3

100.0 65.7 23.5 63.7 3.9 36.3 29.4 8.8 2.9

民営借家（共同住宅） 170 151 60 86 9 119 22 9 2

100.0 88.8 35.3 50.6 5.3 70.0 12.9 5.3 1.2

合計 省エネ性
能が高い

バリアフ
リー性能
が高い

防犯性能
が高い

防音・遮音
性能が高
い

インター
ネット環境
が整って
いる

テレワーク
を行えるス
ペースが
ある

その他 不明・
無回答

全体 206 56 54 101 87 64 24 5 3

100.0 27.2 26.2 49.0 42.2 31.1 11.7 2.4 1.5

持ち家（戸建て） 36 24 21 12 5 6 2 1 0

100.0 66.7 58.3 33.3 13.9 16.7 5.6 2.8 0.0

持ち家（共同住宅） 65 18 18 28 23 19 4 3 3

100.0 27.7 27.7 43.1 35.4 29.2 6.2 4.6 4.6

民営借家（共同住宅） 86 13 11 47 52 31 16 1 0

100.0 15.1 12.8 54.7 60.5 36.0 18.6 1.2 0.0
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⑤住み替えやリフォーム・建て替えを行うにあたり、住環境に関して重視する点 

・住環境に関して重視する項目は「交通や買い物の利便性」が 87.1％で最も高く、次いで「防

災・防犯の安全性」となっています。 

・都心地域では「防災・防犯の安全性」が他の地域に比べて高く、「閑静な住宅地」を重視す

る回答者の比率は他の地域よりも低くなっています。 

・山の手地域中央では「地域コミュニティ」を重視する回答が多い一方、子育て施設等との

近接性に対しては比較的少ない状況です。 

図表 5-1-32 地域別住環境の重視する点（複数回答、最大３つまで） 

 
 

⑥住み替えやリフォーム・建て替えを行う上での課題 

・住み替えやリフォーム・建て替えを行う上で、約 40～50％の回答者が資金不足や経済面で

の課題を挙げています。「相談できる専門家がいない」や「信頼できる業者がいない」につ

いても所有関係を問わず約 15～30％の回答者が課題としています。 

・持ち家居住者よりも民営借家（共同住宅）居住者の方が多くの課題項目で高い比率となっ

ています。持ち家（戸建て）居住者の 30.4％が家財処理を課題としています。 

図表 5-1-33 住宅の所有関係・建て方別住み替えやリフォーム・建て替えを行う上での課題（複数回答） 

 
  

合計 交通や買
い物の利
便性（駅や
バス停が
近い、身
近に利用
しやすい
店舗があ
るなど）

子育て施
設、教育
施設、医
療施設、
文化・娯楽
施設等と
の近接性

公園、緑
地、水辺
などの自
然環境や
まち並み、
景観など

閑静な住
宅地

防災・防犯
の安全性

地域コミュ
ニティ（知
り合いが
住んでい
る、魅力的
な地域活
動がある
など）

親・子・親
族等との
近接性

まちのブラ
ンド力や
資産性

その他(１
～８以外)

不明・
無回答

全体 364 317 138 108 87 228 23 42 42 6 5

100.0 87.1 37.9 29.7 23.9 62.6 6.3 11.5 11.5 1.6 1.4

都心地域 61 48 27 15 4 43 4 4 11 1 1

100.0 78.7 44.3 24.6 6.6 70.5 6.6 6.6 18.0 1.6 1.6

下町隣接地域 64 54 33 19 19 36 4 2 7 1 0

100.0 84.4 51.6 29.7 29.7 56.3 6.3 3.1 10.9 1.6 0.0

山の手地域東部 115 102 41 38 33 73 3 16 6 2 3

100.0 88.7 35.7 33.0 28.7 63.5 2.6 13.9 5.2 1.7 2.6

山の手地域中央 84 76 20 28 27 49 9 11 15 1 1

100.0 90.5 23.8 33.3 32.1 58.3 10.7 13.1 17.9 1.2 1.2

山の手地域西部 39 36 17 8 4 26 3 8 3 1 0

100.0 92.3 43.6 20.5 10.3 66.7 7.7 20.5 7.7 2.6 0.0

不明・無回答 1 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

合計 資金・収入
等が不足
している

現在の住
宅の売却・
賃貸が上
手くいかな
い

予算の範
囲で気に
入る物件
がない

魅力的な
物件がな
い

住宅の性
能に関す
る情報を
得にくい

周辺環境
などの情
報を得にく
い

相談でき
る専門家
がいない

信頼でき
る業者が
いない

高齢や障
害などを
理由に民
間賃貸住
宅への入
居を拒否
される

家財が多
く処理に
困っている

特に問題
はない

その他 不明・
無回答

全体 364 186 9 161 70 52 51 66 84 22 60 41 16 8

100.0 51.1 2.5 44.2 19.2 14.3 14.0 18.1 23.1 6.0 16.5 11.3 4.4 2.2

持ち家（戸建て） 56 21 2 11 6 5 3 9 12 2 17 6 3 4

100.0 37.5 3.6 19.6 10.7 8.9 5.4 16.1 21.4 3.6 30.4 10.7 5.4 7.1

持ち家（共同住宅） 102 53 4 33 17 12 8 25 29 6 17 15 5 3

100.0 52.0 3.9 32.4 16.7 11.8 7.8 24.5 28.4 5.9 16.7 14.7 4.9 2.9

民営借家（共同住宅） 170 91 3 97 41 31 36 27 34 11 21 15 6 1

100.0 53.5 1.8 57.1 24.1 18.2 21.2 15.9 20.0 6.5 12.4 8.8 3.5 0.6
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⑦住み替えやリフォーム・建て替えを行う意向や計画が無い理由 

・住み替えやリフォーム・建て替えを行う意向や計画の無い回答者は「現在の住宅に満足し

ているため」が５割程度で、所有関係・建て方別の全てにおいて最も比率が高くなってい

ます。 

・費用や家計を理由に住み替えやリフォーム等に消極的となっている回答者は、所有関係・

建て方別では民営借家（共同住宅）にやや多くみられ、また、世帯年収別では 300 万円以

上 500 万円未満に比較的多くみられます。 

図表 5-1-34 住宅の所有関係・建て方別世帯収入別住み替えやリフォーム・建て替えを行う意向・計画が無い理由

（複数回答、最大３つまで） 

 

 

 

 

  

合計 現在の住宅
に満足して
いるため

住み慣れて
いる、思い
入れがある
ため

家族や仕事
の都合で住
み替えやリ
フォームな
どが困難な
ため

費用の都合
がつかない
ため

雇用や家計
の先行きが
不安なため

住み替えや
リフォーム
が面倒なた
め

住み替えや
リフォーム
を行う理由
がないため

その他 不明・
無回答

全体 493 244 121 38 129 46 66 164 62 6

100.0 49.5 24.5 7.7 26.2 9.3 13.4 33.3 12.6 1.2

持ち家（戸建て） 146 70 38 10 36 11 18 56 21 1

100.0 47.9 26.0 6.8 24.7 7.5 12.3 38.4 14.4 0.7

持ち家（共同住宅） 206 120 58 10 53 13 28 74 18 4

100.0 58.3 28.2 4.9 25.7 6.3 13.6 35.9 8.7 1.9

民営借家（共同住宅） 114 46 20 13 34 17 20 27 17 1

100.0 40.4 17.5 11.4 29.8 14.9 17.5 23.7 14.9 0.9

300万円未満 113 47 33 5 39 13 19 38 13 0

100.0 41.6 29.2 4.4 34.5 11.5 16.8 33.6 11.5 0.0

300万円以上～500万円未満 87 37 20 10 34 14 13 21 9 4

100.0 42.5 23.0 11.5 39.1 16.1 14.9 24.1 10.3 4.6

500万円以上～700万円未満 68 31 16 8 18 7 11 16 11 1

100.0 45.6 23.5 11.8 26.5 10.3 16.2 23.5 16.2 1.5

700万円以上～1,000万円未満 75 34 14 4 12 7 9 29 11 1

100.0 45.3 18.7 5.3 16.0 9.3 12.0 38.7 14.7 1.3

1,000万円以上～2,000万円未満 90 59 18 5 15 2 9 39 10 0

100.0 65.6 20.0 5.6 16.7 2.2 10.0 43.3 11.1 0.0

2,000万円以上 32 21 7 3 6 0 1 16 3 0

100.0 65.6 21.9 9.4 18.8 0.0 3.1 50.0 9.4 0.0

不明・無回答 28 15 13 3 5 3 4 5 5 0

100.0 53.6 46.4 10.7 17.9 10.7 14.3 17.9 17.9 0.0
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Ⅳ．持ち家の維持管理や将来について  

※本項の設問は、現在の住宅が「持ち家（戸建て）」の方を対象としたものです。 

 

①持ち家の管理状況  

・現在の住宅を「点検・修繕をしている」が 44.4％でした。「不明・無回答」も同程度の比率

です。 

・建築時期別にみると、平成 13（2001）年～22（2010）年以前は古い住宅ほど点検・修繕の

実施率が低くなっています。 

・また、点検・修繕の内容は、「不具合が出た際に修繕をしている」が最も高く 67.7％となっ

ています。定期的な点検の実施率は 43.4％です。 

・建築時期別にみると、定期的な点検を行っている比率は新しい住宅ほど高い傾向にあり、

また、不具合の際の修繕は古い住宅ほど高くなっているなど、建築時期との相関がみられ

ました。 

図表 5-1-35 建築の時期別点検・修繕の有無 

 
 

  

合計 点検・修
繕をしてい
る

点検・修
繕はして
いない

不明・
無回答

全体 223 99 29 95

100.0 44.4 13.0 42.6

昭和45（1970）年以前 28 6 6 16

100.0 21.4 21.4 57.1

昭和46（1971）～55（1980）年 20 7 0 13

100.0 35.0 0.0 65.0

昭和56（1981）～平成2（1990）年 32 13 2 17

100.0 40.6 6.3 53.1

平成3（1991）～12（2000）年 47 22 8 17

100.0 46.8 17.0 36.2

平成13（2001）～22（2010）年 38 23 3 12

100.0 60.5 7.9 31.6

平成23（2011）～30（2018）年 33 18 6 9

100.0 54.5 18.2 27.3

平成31（2019）年以降 19 9 4 6

100.0 47.4 21.1 31.6

わからない 5 1 0 4

100.0 20.0 0.0 80.0

不明・無回答 1 0 0 1

100.0 0.0 0.0 100.0
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図表 5-1-36 建築の時期別点検・修繕をしている場合の点検・修繕の内容（複数回答） 

 

図表 5-1-37 点検・修繕に関する備え（複数回答） 

 
  

合計 定期的に
点検をし
ている

修繕計画
にのっとり
修繕等を
している

不具合が
出た際に
修繕をし
ている

その他 不明・
無回答

全体 99 43 11 67 1 1

100.0 43.4 11.1 67.7 1.0 1.0

昭和45（1970）年以前 6 1 0 6 0 0

100.0 16.7 0.0 100.0 0.0 0.0

昭和46（1971）～55（1980）年 7 2 2 6 1 0

100.0 28.6 28.6 85.7 14.3 0.0

昭和56（1981）～平成2（1990）年 13 3 1 11 0 1

100.0 23.1 7.7 84.6 0.0 7.7

平成3（1991）～12（2000）年 22 5 2 17 0 0

100.0 22.7 9.1 77.3 0.0 0.0

平成13（2001）～22（2010）年 23 8 2 16 0 0

100.0 34.8 8.7 69.6 0.0 0.0

平成23（2011）～30（2018）年 18 17 4 7 0 0

100.0 94.4 22.2 38.9 0.0 0.0

平成31（2019）年以降 9 7 0 3 0 0

100.0 77.8 0.0 33.3 0.0 0.0

わからない 1 0 0 1 0 0

100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

不明・無回答 0 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合計 新築時・購
入時の図
面や仕様
書などを保
管している

住宅設備
（風呂や給
排水管な
ど）や部位
（屋根や外
壁など）に
ついて、修
繕サイクル
や更新時
期を把握し
ている

点検や修
繕等の履
歴情報を
保管してい
る

修繕費を
確保してい
る

その他 点検・修繕
に対する
備えは何
もない

不明・
無回答

全体 223 159 83 82 48 4 29 11

100.0 71.3 37.2 36.8 21.5 1.8 13.0 4.9
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②持ち家の将来の活用に関する考え 

・現在の持ち家を将来「子・親族等に相続する（相続人が住むと思う）」は 57.8％と過半を占

めましたが、「未定」とする回答も 23.8％ありました。 

図表 5-1-38 建築の時期別持ち家の将来の活用に関する考え 

 
  

合計 子・親族
等に相続
する（相続
人が住む
と思う）

子・親族
等に相続
する（相続
人は住ま
ないと思
う）

相続せ
ず、自分
の代で処
分する

未定 不明・
無回答

全体 223 129 16 19 53 6

100.0 57.8 7.2 8.5 23.8 2.7

昭和45（1970）年以前 28 18 1 0 8 1

100.0 64.3 3.6 0.0 28.6 3.6

昭和46（1971）～55（1980）年 20 8 2 2 7 1

100.0 40.0 10.0 10.0 35.0 5.0

昭和56（1981）～平成2（1990）年 32 15 1 6 10 0

100.0 46.9 3.1 18.8 31.3 0.0

平成3（1991）～12（2000）年 47 29 4 4 9 1

100.0 61.7 8.5 8.5 19.1 2.1

平成13（2001）～22（2010）年 38 20 4 4 9 1

100.0 52.6 10.5 10.5 23.7 2.6

平成23（2011）～30（2018）年 33 26 3 1 3 0

100.0 78.8 9.1 3.0 9.1 0.0

平成31（2019）年以降 19 11 1 2 5 0

100.0 57.9 5.3 10.5 26.3 0.0

わからない 5 2 0 0 2 1

100.0 40.0 0.0 0.0 40.0 20.0

不明・無回答 1 0 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0



155 

Ⅴ．ご自身と親及び子との住まい方について  

➀親との住まい方の状況 

・現状は１時間以上離れた場所に住んでいる回答者が 33.7％と最も高いですが、将来はその

比率は低くなります。 

・現状で 15 分未満の場所に住んでいる回答者は 8.9％ですが、将来、隣居や 15 分未満の近

居を望む回答者は 17.2％と現状の２倍程度になっています。 

図表 5-1-39 親との住まい方の現状 

 
 

図表 5-1-40 親との住まい方の将来の希望（現状で「親はいない」を除く比率） 

 
 

②子との住まい方の状況 

・現状、子と同居している世帯は 27.2％となっています。 

・将来も同居を望む世帯は 17.8％で、15 分以上１時間未満の場所に住むことを望む回答者が

21.6％となっています。隣居や、15 分未満の近居を望む回答者は 16.1％です。 

図表 5-1-41 子との住まい方の現状 

 

図表 5-1-42 子との住まい方の将来の希望（現状で「子はいない」を除く比率） 

 
  

合計 同居（２世
帯住宅含
む）

隣居（同一
敷地内又
は隣接地。
同じマン
ション内の
別住戸な
どを含む）

徒歩５分程
度の場所
に住む

交通手段
を用いて
片道15分
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
以上１時間
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道１時間
以上の場
所に住む

親はいな
い

その他 不明・
無回答

全体 937 75 20 38 25 99 316 186 15 163

100.0 8.0 2.1 4.1 2.7 10.6 33.7 19.9 1.6 17.4

合計 同居（２世
帯住宅含
む）

隣居（同一
敷地内又
は隣接地。
同じマン
ション内の
別住戸な
どを含む）

徒歩５分程
度の場所
に住む

交通手段
を用いて
片道15分
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
以上１時間
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道１時間
以上の場
所に住む

親はいな
い

その他 不明・
無回答

全体 751 78 33 49 47 119 207 0 22 196

100.0 10.4 4.4 6.5 6.3 15.8 27.6 0.0 2.9 26.1

合計 同居（２世
帯住宅含
む）

隣居（同一
敷地内又
は隣接地。
同じマン
ション内の
別住戸な
どを含む）

徒歩５分
程度の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
以上１時
間未満の
場所に住
む

交通手段
を用いて
片道１時
間以上の
場所に住
む

子はいな
い

その他 不明・
無回答

全体 937 255 16 22 14 53 35 386 14 142

100.0 27.2 1.7 2.3 1.5 5.7 3.7 41.2 1.5 15.2

合計 同居（２世
帯住宅含
む）

隣居（同一
敷地内又
は隣接地。
同じマン
ション内の
別住戸な
どを含む）

徒歩５分
程度の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
未満の場
所に住む

交通手段
を用いて
片道15分
以上１時
間未満の
場所に住
む

交通手段
を用いて
片道１時
間以上の
場所に住
む

子はいな
い

その他 不明・
無回答

全体 551 98 27 32 30 119 40 0 43 162

100.0 17.8 4.9 5.8 5.4 21.6 7.3 0.0 7.8 29.4

8.9％ 

17.2％ 

16.1％ 
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Ⅵ．地域活動について 

➀町会・自治会への加入状況 

・「加入している」と「加入していない」が約半数ずつでした。 

・加入率の最も高い下町隣接地域（52.2％）と、最も低い山の手地域東部（41.7％）で 10.5

ポイントの差があります。 

・所有関係別に加入率をみると、持ち家（戸建て）が高く 81.6％であり、一方、民営借家（共

同住宅）では 11.3％に留まります。世帯構成別では、高齢夫婦、親子世帯（第一子が成年）、

３世代・その他の世帯で高くなっています。 

・さらに、所有関係・地域別にみると、地域別では加入率が 41.7％と低い山の手地域東部で

あっても、持ち家(戸建て)では 74.7％が、持ち家（共同住宅）でも 52.4％が加入していま

す。一方、地域別で最も加入率の高い下町隣接地域であっても、民営借家（共同住宅）でみ

ると 4.2％しか加入していません。 

・また、所有関係・世帯構成別にみると、世帯構成別では加入率が比較的低い若中年夫婦や

親子世帯（第一子が未成年）であっても、持ち家（戸建て）では 80％以上が加入していま

す。一方で、民営借家（共同住宅）の世帯構成別については、単純に世帯構成別だけでみる

のと比較して、総じて加入率が低くなっています。 

・上記より、地域別、世帯構成別の町会・自治会加入率は、どちらも所有関係の影響を受けて

いるといえます。 

図表 5-1-43 地域・所有関係・世帯構成別町会・自治会への加入状況 

 

45.9%

45.4%

52.2%

41.7%

47.9%

43.6%

81.6%

56.8%

11.3%

3.8%

21.0%

48.0%

41.1%

72.0%

48.0%

67.7%

65.7%

48.2%

47.5%

41.3%

53.6%

45.7%

52.1%

12.1%

36.9%

84.5%

96.2%

76.5%

39.0%

55.4%

19.6%

48.0%

26.3%

24.3%

5.9%

7.1%

6.5%

4.7%

6.4%

4.3%

6.3%

6.3%

4.2%

2.5%

13.0%

3.6%

8.4%

4.0%

6.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=937)

都心地域(n=141)

下町隣接地域(n=184)

山の手地域東部(n=295)

山の手地域中央(n=219)

山の手地域西部(n=94)

持ち家（戸建て）(n=223)

持ち家（共同住宅）(n=333)

民営借家（共同住宅）(n=309)

若年単身(n=53)

中年単身(n=200)

高齢単身(n=100)

若中年夫婦(n=112)

高齢夫婦(n=107)

親子世帯（第一子が未成年）(n=150)

親子世帯（第一子が成年）(n=133)

３世代・その他(n=70)

加入している 加入していない 不明・無回答

地
域
別

所
有
関
係
別

世
帯
構
成
別
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図表 5-1-44 所有関係・地域別町会・自治会への加入率 

 
注 ：本図は５地域別の母数に対する比率を表示 

 

図表 5-1-45 所有関係・世帯構成別町会・自治会への加入率 

 
注 ：本図は世帯構成別の母数に対する比率を表示 

注 ：世帯構成別のサンプルが少ない「若年単身」と「３世代・その他」は分析から除外 
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中年

単身

(n=5)

中年

単身

(n=59)

高齢

単身

(n=48)

若中年

夫婦

(n=42)

高齢

夫婦

(n=55)

親子
世帯
(第一
子が

未成年)
(n=58)

親子
世帯
(第一
子が
成年)
(n=44)

中年

単身

(n=127)

高齢

単身

(n=20)

若中年

夫婦

(n=49)

高齢

夫婦

(n=9)

親子
世帯
(第一
子が

未成年)
(n=40)

親子
世帯
(第一
子が
成年)
(n=17)
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②町会・自治会の活動への参加状況及び参加意向 

・町会・自治会に加入している世帯であっても、現在「参加している活動はない」が 31.4％

を占めています。参加している回答者の中では「教養・文化のための活動」及び「生活環境

向上のための活動」が比較的多い状況です。 

・地域別にみると下町隣接地域で「役員など町会・自治会の運営全般に係る活動」と「福祉の

ための活動」が他の地域に比べて比較的高くなっています。 

・今後の参加意向について、27.7％の回答者は「参加したい活動はない」としています。今後

の活動の種類としては、「防犯・防火・防災のための活動」、「生活環境向上のための活動」、

「教養・文化のための活動」への意向が比較的高くなっています。 

・世帯構成別にみると、中年単身、若中年夫婦、親子世帯（第一子が未成年）の世帯で、現在

参加している比率よりも今後の参加意向が高まる傾向がみられます。 

図表 5-1-46 町会・自治会の現在参加している活動・今後参加したい活動（複数回答 n＝430、最大３つまで） 

 

図表 5-1-47 地域別町会・自治会の現在参加している活動（複数回答、最大３つまで） 

 
  

35(8.1%)

70(16.3%)

75(17.4%)

74(17.2%)

45(10.5%)

4(0.9%)

119(27.7%)

55(12.8%)

83(19.3%)

47(10.9%)

78(18.1%)

66(15.3%)

6(1.4%)

135(31.4%)

0% 10% 20% 30% 40%

役員など町会・自治会の

運営全般に係る活動

教養・文化の

ための活動

防犯・防火・防災の

ための活動

生活環境向上の

ための活動

福祉の

ための活動

その他

参加している活動・

今後参加したい活動はない

今後参加したい

現在参加している

合計 役員など
町会・自治
会の運営
全般に係
る活動

教養・文化
のための
活動

防犯・防
火・防災の
ための活
動

生活環境
向上のた
めの活動

福祉のた
めの活動

その他 参加して
いる活動
はない

不明・
無回答

全体 430 55 83 47 78 66 6 135 114

100.0 12.8 19.3 10.9 18.1 15.3 1.4 31.4 26.5

都心地域 64 5 10 9 13 8 0 19 20

100.0 7.8 15.6 14.1 20.3 12.5 0.0 29.7 31.3

下町隣接地域 96 19 21 12 22 22 4 23 22

100.0 19.8 21.9 12.5 22.9 22.9 4.2 24.0 22.9

山の手地域東部 123 15 21 13 18 13 1 45 30

100.0 12.2 17.1 10.6 14.6 10.6 0.8 36.6 24.4

山の手地域中央 105 13 23 10 19 19 0 35 29

100.0 12.4 21.9 9.5 18.1 18.1 0.0 33.3 27.6

山の手地域西部 41 3 8 3 6 4 1 13 12

100.0 7.3 19.5 7.3 14.6 9.8 2.4 31.7 29.3

不明・無回答 1 0 0 0 0 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0



159 

図表 5-1-48 世帯構成別町会・自治会の現在参加している活動（複数回答、最大３つまで） 

 

図表 5-1-49 世帯構成別町会・自治会の今後参加したい活動（複数回答、最大３つまで） 

 
  

合計 役員など
町会・自
治会の運
営全般に
係る活動

教養・文
化のため
の活動

防犯・防
火・防災
のための
活動

生活環境
向上のた
めの活動

福祉のた
めの活動

その他 参加して
いる活動
はない

不明・
無回答

全体 430 55 83 47 78 66 6 135 114

100.0 12.8 19.3 10.9 18.1 15.3 1.4 31.4 26.5

若年単身 2 0 0 0 0 0 0 1 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

中年単身 42 3 2 2 6 3 0 21 11

100.0 7.1 4.8 4.8 14.3 7.1 0.0 50.0 26.2

高齢単身 48 4 3 4 4 6 0 21 15

100.0 8.3 6.3 8.3 8.3 12.5 0.0 43.8 31.3

若中年夫婦 46 6 7 4 3 5 0 18 14

100.0 13.0 15.2 8.7 6.5 10.9 0.0 39.1 30.4

高齢夫婦 77 13 16 8 18 14 0 22 19

100.0 16.9 20.8 10.4 23.4 18.2 0.0 28.6 24.7

親子世帯（第一子が未成年） 72 10 26 9 11 7 2 13 22

100.0 13.9 36.1 12.5 15.3 9.7 2.8 18.1 30.6

親子世帯（第一子が成年） 90 13 16 15 23 25 3 21 23

100.0 14.4 17.8 16.7 25.6 27.8 3.3 23.3 25.6

３世代・その他 46 5 10 4 12 3 1 16 8

100.0 10.9 21.7 8.7 26.1 6.5 2.2 34.8 17.4

不明・無回答 7 1 3 1 1 3 0 2 1

100.0 14.3 42.9 14.3 14.3 42.9 0.0 28.6 14.3

合計 役員など
町会・自
治会の運
営全般に
係る活動

教養・文
化のため
の活動

防犯・防
火・防災
のための
活動

生活環境
向上のた
めの活動

福祉のた
めの活動

その他 今後参加
したい活
動はない

不明・
無回答

全体 430 35 70 75 74 45 4 119 155

100.0 8.1 16.3 17.4 17.2 10.5 0.9 27.7 36.0

若年単身 2 0 0 0 0 0 0 1 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

中年単身 42 1 13 7 11 3 1 15 6

100.0 2.4 31.0 16.7 26.2 7.1 2.4 35.7 14.3

高齢単身 48 1 2 4 7 5 0 19 17

100.0 2.1 4.2 8.3 14.6 10.4 0.0 39.6 35.4

若中年夫婦 46 6 8 11 8 3 1 15 11

100.0 13.0 17.4 23.9 17.4 6.5 2.2 32.6 23.9

高齢夫婦 77 4 7 11 9 7 0 23 36

100.0 5.2 9.1 14.3 11.7 9.1 0.0 29.9 46.8

親子世帯（第一子が未成年） 72 14 23 24 17 12 2 10 22

100.0 19.4 31.9 33.3 23.6 16.7 2.8 13.9 30.6

親子世帯（第一子が成年） 90 8 12 11 14 12 0 20 37

100.0 8.9 13.3 12.2 15.6 13.3 0.0 22.2 41.1

３世代・その他 46 1 5 7 8 3 0 13 21

100.0 2.2 10.9 15.2 17.4 6.5 0.0 28.3 45.7

不明・無回答 7 0 0 0 0 0 0 3 4

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9 57.1
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③町会・自治会以外の地域活動への参加状況及び参加意向 

・現在の地域活動についての設問には、無回答が約半数ありました。「参加している活動はな

い」が 35.2％で、参加している方の活動内容は「芸術・文化・スポーツなどの趣味にかか

わる活動」が最も高くなっています。 

・今後について、どの活動でも現在の参加率より参加意向が高まる傾向がみられます。 

図表 5-1-50 町会・自治会以外の現在参加している活動・今後参加したい活動（複数回答 n＝937、最大３つまで） 

 
注 ：「不明・無回答」は上グラフに非表示 

図表 5-1-51 世帯構成別今後参加したい活動（複数回答、最大３つまで） 

 
 

注 ：本図は世帯構成別の母数に対する比率を表示 

注 ：「その他」、「今後参加したい活動はない」、「不明・無回答」は上グラフに非表示 

  

109(11.6%)

146(15.6%)

265(28.3%)

101(10.8%)

131(14.0%)

102(10.9%)

88(9.4%)

11(1.2%)

259(27.6%)

22(2.3%)

34(3.6%)

87(9.3%)

31(3.3%)

43(4.6%)

26(2.8%)

29(3.1%)

10(1.1%)

330(35.2%)

0% 10% 20% 30% 40%

学習の支援・指導などの活動

地域活性化の活動

芸術・文化・スポーツなどの活動

環境美化、環境保全などの活動

地域安全の活動

子育て支援や青少年育成の活動

高齢者や障害者の支援などの活動

その他

参加している活動・

今後参加したい活動はない

今後参加したい

現在参加している

24.5%

9.5%

4.0%

10.7%

6.5%

22.7%

11.3%

5.7%

15.1%

22.0%

6.0%

17.0%

5.6%

25.3%

14.3%

8.6%

35.8%
38.0%

16.0%

31.3%

18.7%

36.7%

22.6%

18.6%

3.8%

13.0%

9.0%
10.7%

9.3%

12.0%

8.3%

18.6%17.0%

14.0%

8.0%

11.6% 12.1%

20.7%

10.5%

20.0%

13.2%

7.0%

4.0%

12.5%

4.7%

28.7%

8.3% 5.7%

1.9%

13.5%

9.0%
8.0%

8.4%
6.7%

9.0%

15.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

若年単身

(n=53)

中年単身

(n=200)

高齢単身

(n=100)

若中年夫婦

(n=112)

高齢夫婦

(n=107)

親子世帯

（第一子が

未成年）

(n=150)

親子世帯

（第一子が

成年）

(n=133)

３世代・その他

(n=70)

学習活動等 まちづくり等 芸術・文化・スポーツ等 環境美化、環境保全等

地域の安全活動 子育て支援や青少年育成等 福祉活動
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Ⅶ．必要な施策について  

➀地域に住み続けるために必要と考える施策 

・地域に住み続けるために必要な施策として、30.5％が住宅の維持管理に対する支援を、

30.3％が防犯対策に対する支援を挙げています。 

・親子世帯（第一子が未成年）で「ファミリー世帯の定住に資する優良な持ち家の供給の促

進」へのニーズが 30.0％あります。また、若年世帯やファミリー世帯を対象とした施策に

対しては若年層のニーズが高齢層より高くなる傾向が、高齢者等に対する居住支援施策は

高齢層のニーズが若年層より高くなる傾向がみられます。 

図表 5-1-52 地域に住み続けるために必要な施策（複数回答 n＝937、最大２つまで） 

 

図表 5-1-53 世帯構成別住み続けるために必要な施策（複数回答、最大２つまで） 

 

286(30.5%)

172(18.4%)

81(8.6%)

107(11.4%)
101(10.8%)

134(14.3%)

201(21.5%)

170(18.1%)

284(30.3%)

120(12.8%)

42(4.5%)

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

住宅の

維持管理

に対する

支援

リフォーム

に対する

支援

省エネ性

能改善に

対する

支援

若年世帯

に魅力的

な民間賃

貸住宅の

供給の促進

ファミリー

世帯の定

住に資す

る優良な

持ち家の

供給の促進

高齢者・

障害者等

の民間賃

貸住宅へ

の円滑な

入居支援

高齢者・

障害者等

に対する

見守りや

相談等の

居住支援

まちや住

宅の防災

対策に対

する支援

まちや住

宅の防犯

対策に対

する

支援

地域活性

化に対す

る支援

その他

合計 住宅を長く
使い続け
るための
維持管理
に対する
支援

より快適
な住宅に
するため
のリフォー
ムに対す
る支援

断熱改修
や太陽光
パネル設
置など住
宅の省エ
ネ性能改
善に対す
る支援

若年世帯
に魅力的
な民間賃
貸住宅の
供給の促
進

ファミリー
世帯の定
住に資す
る優良な
持ち家の
供給の促
進

高齢者・
障害者等
の民間賃
貸住宅へ
の円滑な
入居支援

高齢者・
障害者等
に対する
見守りや
相談等の
居住支援

耐震改修
や不燃化
促進など
まちや住
宅の防災
対策に対
する支援

街灯や防
犯カメラな
どのまち
や住宅の
防犯対策
に対する
支援

まちづくり
などの地
域活性化
に対する
支援

その他 不明・
無回答

全体 937 286 172 81 107 101 134 201 170 284 120 42 41

100.0 30.5 18.4 8.6 11.4 10.8 14.3 21.5 18.1 30.3 12.8 4.5 4.4

若年単身 53 17 10 5 23 6 0 1 9 24 3 1 0

100.0 32.1 18.9 9.4 43.4 11.3 0.0 1.9 17.0 45.3 5.7 1.9 0.0

中年単身 200 52 21 17 29 14 49 53 43 62 23 14 2

100.0 26.0 10.5 8.5 14.5 7.0 24.5 26.5 21.5 31.0 11.5 7.0 1.0

高齢単身 100 24 12 4 3 2 19 44 17 25 12 3 12

100.0 24.0 12.0 4.0 3.0 2.0 19.0 44.0 17.0 25.0 12.0 3.0 12.0

若中年夫婦 112 43 18 10 16 23 16 18 16 31 14 5 2

100.0 38.4 16.1 8.9 14.3 20.5 14.3 16.1 14.3 27.7 12.5 4.5 1.8

高齢夫婦 107 31 25 13 4 2 15 29 20 34 11 3 8

100.0 29.0 23.4 12.1 3.7 1.9 14.0 27.1 18.7 31.8 10.3 2.8 7.5

親子世帯（第一子が未成年） 150 44 29 10 16 45 8 16 26 47 32 7 1

100.0 29.3 19.3 6.7 10.7 30.0 5.3 10.7 17.3 31.3 21.3 4.7 0.7

親子世帯（第一子が成年） 133 51 27 15 11 7 23 25 26 35 19 4 5

100.0 38.3 20.3 11.3 8.3 5.3 17.3 18.8 19.5 26.3 14.3 3.0 3.8

３世代・その他 70 22 27 4 5 2 3 14 12 21 5 4 8

100.0 31.4 38.6 5.7 7.1 2.9 4.3 20.0 17.1 30.0 7.1 5.7 11.4

不明・無回答 12 2 3 3 0 0 1 1 1 5 1 1 3

100.0 16.7 25.0 25.0 0.0 0.0 8.3 8.3 8.3 41.7 8.3 8.3 25.0
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Ⅷ．回答者属性について  

➀年齢、性別等 

・本アンケートの回答者は、40 歳代、50 歳代、75 歳以上がそれぞれ 20％弱となっています。 

・都心地域で 30 歳代が、下町隣接地域で 75 歳以上が、他の地域よりやや高い状況です。 

図表 5-1-54 地域別回答者年齢 

 

図表 5-1-55 性別 

 

図表 5-1-56 職業 

 
 

②居住年数 

・居住年数は「30 年以上」が 30.2％となっており、特に下町隣接地域では 38.6％を占めてい

ます。 

図表 5-1-57 地域別文京区での居住年数 

 

合計 18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上 不明・
無回答

全体 937 3 68 134 179 171 70 69 78 161 4

100.0 0.3 7.3 14.3 19.1 18.2 7.5 7.4 8.3 17.2 0.4

都心地域 141 0 7 27 26 28 13 6 14 20 0

100.0 0.0 5.0 19.1 18.4 19.9 9.2 4.3 9.9 14.2 0.0

下町隣接地域 184 0 10 29 36 26 13 15 16 38 1

100.0 0.0 5.4 15.8 19.6 14.1 7.1 8.2 8.7 20.7 0.5

山の手地域東部 295 2 23 37 61 58 20 21 23 49 1

100.0 0.7 7.8 12.5 20.7 19.7 6.8 7.1 7.8 16.6 0.3

山の手地域中央 219 1 18 27 38 43 15 22 17 38 0

100.0 0.5 8.2 12.3 17.4 19.6 6.8 10.0 7.8 17.4 0.0

山の手地域西部 94 0 9 14 18 16 8 5 8 15 1

100.0 0.0 9.6 14.9 19.1 17.0 8.5 5.3 8.5 16.0 1.1

不明・無回答 4 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1

100.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 25.0

合計 男性 女性 その他 無回答 不明・
無回答

全体 937 546 372 2 11 6

100.0 58.3 39.7 0.2 1.2 0.6

合計 自営業・事
業主

自由業 会社員・公
務員

パート・
アルバイト

家事
（専業）

学生 無職 その他 不明・
無回答

全体 937 129 20 488 43 33 18 182 18 6

100.0 13.8 2.1 52.1 4.6 3.5 1.9 19.4 1.9 0.6

合計
２年未満 ２～５年

未満
５～10年
未満

10～20年
未満

20～30年
未満

30年以上 不明・
無回答

全体 937 98 109 144 177 122 283 4

100.0 10.5 11.6 15.4 18.9 13.0 30.2 0.4

都心地域 141 17 16 24 34 21 29 0

100.0 12.1 11.3 17.0 24.1 14.9 20.6 0.0

下町隣接地域 184 20 20 22 28 22 71 1

100.0 10.9 10.9 12.0 15.2 12.0 38.6 0.5

山の手地域東部 295 30 30 47 63 36 87 2

100.0 10.2 10.2 15.9 21.4 12.2 29.5 0.7

山の手地域中央 219 18 28 31 41 30 71 0

100.0 8.2 12.8 14.2 18.7 13.7 32.4 0.0

山の手地域西部 94 12 15 20 10 13 24 0

100.0 12.8 16.0 21.3 10.6 13.8 25.5 0.0

不明・無回答 4 1 0 0 1 0 1 1

100.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0

65 歳以上 32.9％ 
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③世帯人数、世帯構成 

・本アンケートの回答者のうち 38.0％は単身世帯で、３人以上の世帯は 31.4％です。 

図表 5-1-58 世帯人数 

 

図表 5-1-59 世帯構成×改世帯構成

 

  

合計 1人 2人 3人 4人 5人以上 不明・
無回答

全体 937 356 266 144 111 39 21

100.0 38.0 28.4 15.4 11.8 4.2 2.2

合計 単身 夫婦 夫婦と子
（第一子
が乳幼
児）

夫婦と子
（第一子
が小中高
校生）

夫婦と子
（第一子
が大学
生、社会
人等）

ひとり親と
子（第一
子が乳幼
児）

ひとり親と
子（第一
子が小中
高校生）

ひとり親と
子（第一
子が大学
生、社会
人等）

親・子・孫
の三世代

その他 不明・
無回答

全体 937 354 219 51 93 97 1 5 36 39 31 11

100.0 37.8 23.4 5.4 9.9 10.4 0.1 0.5 3.8 4.2 3.3 1.2

若年単身 53 53 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中年単身 200 200 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

高齢単身 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

若中年夫婦 112 0 112 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

高齢夫婦 107 0 107 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

親子世帯（第一子が未成年） 150 0 0 51 93 0 1 5 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 34.0 62.0 0.0 0.7 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0

親子世帯（第一子が成年） 133 0 0 0 0 97 0 0 36 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 72.9 0.0 0.0 27.1 0.0 0.0 0.0

３世代・その他 70 0 0 0 0 0 0 0 0 39 31 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 55.7 44.3 0.0

不明・無回答 12 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

100.0 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 91.7

31.4％ 
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④世帯年収 

・回答者の世帯年収は 300 万円未満 19.4％、300～500 万円未満 17.0％、500～700 万円未満

14.7％、700～1,000 万円未満 16.1％、1,000 万円以上 27.5％といった状況です。 

 

図表 5-1-60 世帯年収 

    

 

図表 5-1-61 世帯構成別世帯年収 

 
  

300万円未満

182(19.4%)

300～

500万円未満

159(17.0%)

500～

700万円未満

138(14.7%)

700～

1,000万円未満

151(16.1%)

1,000～

1,500万円未満

140(14.9%)

1,500万円

以上

118(12.6%)

不明・無回答

49(5.2%)

n=937

39.6%

16.0%

69.0%

21.5%

2.0%

12.8%

18.6%

30.2%

26.0%

14.0%

14.3%

28.0%

2.7%

15.0%

10.0%

20.8%

29.5%

5.0%

8.0%

14.0%

8.7%

14.3%

10.0%

1.9%

14.5%

2.0%

25.0%

15.0%

18.7%

23.3%

22.9%

3.8%

10.5%

4.0%

50.9%

16.8%

66.7%

27.1%

25.7%

3.8%

3.5%

6.0%

1.8%

4.7%

1.3%

7.5%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

若年単身 (n=53)

中年単身 (n=200)

高齢単身 (n=100)

若中年夫婦 (n=112)

高齢夫婦 (n=107)

親子世帯

（第一子が未成年） (n=150)

親子世帯

（第一子が成年） (n=133)

３世代・その他 (n=70)

300万円未満 300～500万円未満 500～700万円未満 700～1,000万円未満 1,000万円以上 不明・無回答
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⑤毎月の住居費 

・持ち家の場合、ローン返済などのない住居費「０円」の世帯が 40％弱あります。一方で「20

万円以上」としている世帯も 10％以上あります。 

・民営借家（共同住宅）では、毎月の家賃が「10 万円以上 15 万円未満」である世帯が 28.8％

となっています。 

・世帯構成別にみると、高齢夫婦では 54.2％が「０円」であるのに比べ、高齢単身の場合は

34.0％となっています。親子世帯（第一子が未成年）では 33.3％が「20 万円以上」の住居

費となっています。 

図表 5-1-62 住宅の所有関係・建て方別毎月の住居費  

 

図表 5-1-63 世帯構成別毎月の住居費 

 
 

合計 0円 6万円
未満

6万円以上
8万円未満

8万円以上
10万円未
満

10万円以
上15万円
未満

15万円以
上20万円
未満

20万円
以上

不明 無回答

全体 937 222 69 76 87 163 82 107 6 125

100.0 23.7 7.4 8.1 9.3 17.4 8.8 11.4 0.6 13.3

持ち家（戸建て） 223 86 8 9 5 22 4 24 1 64

100.0 38.6 3.6 4.0 2.2 9.9 1.8 10.8 0.4 28.7

持ち家（共同住宅） 333 127 29 10 13 43 23 42 3 43

100.0 38.1 8.7 3.0 3.9 12.9 6.9 12.6 0.9 12.9

民営借家（戸建て） 12 0 0 1 2 4 2 2 0 1

100.0 0.0 0.0 8.3 16.7 33.3 16.7 16.7 0.0 8.3

民営借家（共同住宅） 309 3 11 50 58 89 52 35 1 10

100.0 1.0 3.6 16.2 18.8 28.8 16.8 11.3 0.3 3.2

公営借家（都営、区営） 11 0 3 0 2 0 0 1 1 4

100.0 0.0 27.3 0.0 18.2 0.0 0.0 9.1 9.1 36.4

公的借家（区立、公社、ＵＲなど） 3 0 0 0 1 0 0 2 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0

給与住宅（社宅など） 31 3 14 4 4 3 1 1 0 1

100.0 9.7 45.2 12.9 12.9 9.7 3.2 3.2 0.0 3.2

その他（学生寮、シェアハウスなど） 9 1 3 2 1 1 0 0 0 1

100.0 11.1 33.3 22.2 11.1 11.1 0.0 0.0 0.0 11.1

不明・無回答 6 2 1 0 1 1 0 0 0 1

100.0 33.3 16.7 0.0 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7

合計 0円 6万円
未満

6万円以
上8万円
未満

8万円以
上10万円
未満

10万円以
上15万円
未満

15万円以
上20万円
未満

20万円
以上

不明 無回答

全体 937 222 69 76 87 163 82 107 6 125

100.0 23.7 7.4 8.1 9.3 17.4 8.8 11.4 0.6 13.3

若年単身 53 0 6 19 17 6 3 0 0 2

100.0 0.0 11.3 35.8 32.1 11.3 5.7 0.0 0.0 3.8

中年単身 200 27 17 37 43 59 8 2 0 7

100.0 13.5 8.5 18.5 21.5 29.5 4.0 1.0 0.0 3.5

高齢単身 100 34 10 7 4 7 1 3 1 33

100.0 34.0 10.0 7.0 4.0 7.0 1.0 3.0 1.0 33.0

若中年夫婦 112 19 4 0 9 26 26 21 1 6

100.0 17.0 3.6 0.0 8.0 23.2 23.2 18.8 0.9 5.4

高齢夫婦 107 58 7 0 1 5 2 10 0 24

100.0 54.2 6.5 0.0 0.9 4.7 1.9 9.3 0.0 22.4

親子世帯（第一子が未成年） 150 11 10 7 4 36 27 50 0 5

100.0 7.3 6.7 4.7 2.7 24.0 18.0 33.3 0.0 3.3

親子世帯（第一子が成年） 133 47 10 5 5 16 14 12 1 23

100.0 35.3 7.5 3.8 3.8 12.0 10.5 9.0 0.8 17.3

３世代・その他 70 22 4 1 4 8 1 9 3 18

100.0 31.4 5.7 1.4 5.7 11.4 1.4 12.9 4.3 25.7

不明・無回答 12 4 1 0 0 0 0 0 0 7

100.0 33.3 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 58.3
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Ⅸ．自由意見 

（１）コロナ禍による住まいや住環境に関する変化等 

①意見の概要 

・回収 937 票のうち 186 票（19.9％）に記入がありました。（「特になし」の記入は対象外） 

・186 票の意見の趣旨を分類すると、①在宅勤務に関すること、②生活の変化、③住宅に関す

る評価、④住環境に関すること、⑤住宅の変化、⑥人との関係に関することの６項目に大

別されます。 

 

②意見の分類  

①在宅勤務に関すること（在宅時間の増加、テレワークによる住宅優先の意識

変化 など） 
99 件 

②生活の変化（光熱費の増加、外出の減少 など） 59 件 

③住宅に関する評価（リモート環境の不備 など） 51 件 

④住環境に関すること（騒音について、飲食店・外食に関すること など） 37 件 

⑤住宅の変化（新たなワークスペースを作った、住み替えた など） 29 件 

⑥人との関係に関すること（地域イベントやコミュニティの縮小 など） 9 件 

 

③意見の分析 

・コロナ禍で在宅勤務（リモートワーク）が増え、住宅の中にワークスペースを確保するこ

とが難しいといった内容が多くありました。 

・働き方や生活や住まいに変化があったことの客観的事実が記載された意見が多く、それら

に対する良い評価あるいは不便・不満等の記載は少数でした。 

・リモートワークに対応すべく、住宅内にワークスペースを設けたり新たな設備を導入する

など、住まいの改善に取り組んだ様子が分かる意見もありました。 

・少数ですが、地域において新たなコミュニティが出来たといった積極的な意見があった半

面、地域活動等の減少を肯定的に捉える意見もありました。 
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（２）文京区に居住している感想や、その他の意見 

①意見の概要 

・回収 937 票のうち 455 票（48.6％）に記入がありました。（「特になし」の記入は対象外） 

・455 票の意見の趣旨を分類すると、①文京区在住のメリット、②近隣住民・区民について、

③住宅について、④住環境について（交通、お店・病院、防災・防犯、歩道・道路・自転

車）、⑤歴史・文化について、⑥教育環境について、⑦行政サービス・施策について、⑧物

価・税金についての８項目に大別されます。 

 

②意見の分類  

①文京区在住のメリット（治安が良い、住みやすい、今後も住み続けたい など） 280 件 

②近隣住民・区民について（若年世帯や子育て世帯が増えている、交流の活発

化を期待 など） 
280 件 

③住宅について（家賃や地価が高い、転居を検討中 など） 56 件 

④
住
環
境
に
つ
い
て 

住環境全般（公園や緑が多い、マンションが増加した など） 152 件 

交通について（交通の利便性が良い、コミュニティバスのルート増加希

望 など） 
102 件 

お店・病院について（スーパーマーケットや日用品店が少ない、医療機

関が充実している など） 
74 件 

防災・防犯について（防災対策の推進を希望、治安が悪化した など） 25 件 

歩道・道路・自転車について（歩道の整備要望、自転車のマナーの悪さ

など） 
61 件 

⑤歴史・文化について（歴史的資源が豊富である など） 33 件 

⑥教育環境について（教育環境が充実している など） 32 件 

⑦行政サービス・施策について（サービスの充実を期待、サービスが不十分 など） 105 件 

⑧物価・税金について（物価・税金が高い など） 19 件 

 

③意見の分析 

・全体として、住みやすい、立地利便性が良い、治安が良い、公共公益的施設が多い、教育環

境が充実しているなどの積極的な評価が多くありました。 

・住宅に関して、地価・家賃が高い、狭いといった意見が一部にあります。 

・住環境に関して、スーパーや飲食店等の不足、マンション増加による環境悪化、歩道が狭

いなどの不満や改善を求める意見が一定数みられます。 

・行政サービス全般について、概ね積極的に評価されていますが、交通施策や子育て支援策

などについて一部不満があります。 
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５－２ マンション実態調査 

（１）区内マンションの把握 

・①ゼンリン社のデータ（建物ポイントデータ 2021、住宅ポイントデータ 2021）をベースと

し、②「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」（平成 31 年東京都条

例第 30 号）に基づく管理状況届出、③マンションデータサービス（令和４（2022）年３月

時点の区内全件）、④登記簿情報、⑤文京区分譲マンション等実態調査（平成 13（2001）年

度実施）を活用し、区内のマンションを把握しました。 

・その結果、本区内のマンションは 1,398 件となっています。 

・マンションの分布状況は次図のとおりです。 

 

 

 

【参考】文京区「マンション実態調査」（令和４（2022）年度）におけるマンションの定義 

３階建て以上の共同住宅で２以上の者が区分所有している建物をいう。
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図表 5-2-1 マンション分布図 (図表 2-43 再掲) 



170 

（２）マンションの特性分析 

①立地 

・マンション 1,398 件は、山の手地域東部、山の手地域中央に多く立地しています。一方、

山の手地域西部は 9.9％となっています。 

・単位面積当たりの件数は地域別の傾向がみられ、都心地域は 3.06 件/ha、山の手地域東部

は 1.90 件/ha と、約 1.6 倍の開きがあります。 

図表 5-2-2 マンションの５地域別比率         図表 5-2-3 ５地域別１ha 当たりマンション件数 

       

注：公共公益施設・道路・公園等を除いた土地面積に対する件数 

②建築の時期 

・平成 13（2001）～22（2010）年が 27.1％と最も多く、平成 23（2011）年以降もあわせると、

全体の 42.3％を占め、比較的新しいマンションが多いです。地域別にみると、下町隣接地

域は昭和 56（1981）～平成 12（2000）年が 48.3％と他の地域に比べて高くなっています。 

・昭和 45（1970）年以前（築 52 年以上）が 2.9％、昭和 46（1971）～55（1980）年（築 42

～51 年）が 15.2％であり、築 42 年以上の高経年マンションは全体の 18.1％あります。 

図表 5-2-4 建築時期   

    

図表 5-2-5 地域別建築時期 

 

都心地域

260(18.6%)

下町隣接地域

275(19.7%)

山の手地域東部

383(27.4%)

山の手地域中央

342(24.5%)

山の手地域西部

138(9.9%)

n=1,398

3.06

2.31

1.90

2.55

2.20

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

都心

地域

下町

隣接

地域

山の手

地域

東部

山の手

地域

中央

山の手

地域

西部

（件/ha）

昭和45年

(1970)以前

41(2.9%)

昭和46～55年

(1971～1980)

212(15.2%)

昭和56～平成2年

(1981～1990)

276(19.7%)

平成3～12年

(1991～2000)

274(19.6%)

平成13～22年

(2001～2010)

379(27.1%)

平成23年

(2011)以降

213(15.2%)

不明

3(0.2%)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

昭和45(1970)年以前 41 2.9% 5 1.9% 9 3.3% 8 2.1% 14 4.1% 5 3.6%

昭和46(1971)～55(1980)年 212 15.2% 43 16.5% 35 12.7% 64 16.7% 50 14.6% 20 14.5%

昭和56(1981)～平成2(1990)年 276 19.7% 46 17.7% 62 22.5% 73 19.1% 67 19.6% 28 20.3%

平成3(1991)～12(2000)年 274 19.6% 44 16.9% 71 25.8% 67 17.5% 65 19.0% 27 19.6%

平成13(2001)～22(2010)年 379 27.1% 82 31.5% 62 22.5% 106 27.7% 91 26.6% 38 27.5%

平成23(2011)年以降 213 15.2% 40 15.4% 36 13.1% 63 16.4% 55 16.1% 19 13.8%

不明 3 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.5% 0 0.0% 1 0.7%

計 1,398 100.0% 260 100.0% 275 100.0% 383 100.0% 342 100.0% 138 100.0%

下町隣接地域
山の手地域

東部
山の手地域

中央
山の手地域

西部
全体 都心地域

42.3％ 

築 22 年以内 
42.3％ 

18.1％ 48.3％ 

築 42 年以上 
（旧耐震） 
18.1％ 

n=1,398 
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③建築面積 

・建築面積が 300 ㎡未満の小規模マンションが 52.7％を占めています。地域別に大きな差は

ありませんが、山の手地域中央、山の手地域西部で、500 ㎡以上のマンションの比率が他に

比べやや高い状況です。 

図表 5-2-6 建築面積 

 

図表 5-2-7 地域別建築面積 

 

図表 5-2-8 建築時期別建築面積 

 

 

  

100㎡未満

96(6.9%)

100～200㎡未満

330(23.6%)

200～300㎡未満

311(22.2%)300～400㎡未満

188(13.4%)

400～500㎡未満

133(9.5%)

500～1,000㎡未満

249(17.8%)

1,000㎡以上

79(5.7%)

不明

12(0.9%)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

100㎡未満 96 6.9% 20 7.7% 27 9.8% 24 6.3% 20 5.8% 5 3.6%

100～200㎡未満 330 23.6% 57 21.9% 74 26.9% 89 23.2% 82 24.0% 28 20.3%

200～300㎡未満 311 22.2% 68 26.2% 68 24.7% 91 23.8% 59 17.3% 25 18.1%

300～400㎡未満 188 13.4% 38 14.6% 38 13.8% 42 11.0% 50 14.6% 20 14.5%

400～500㎡未満 133 9.5% 26 10.0% 21 7.6% 46 12.0% 27 7.9% 13 9.4%

500～1,000㎡未満 249 17.8% 36 13.8% 37 13.5% 70 18.3% 73 21.3% 33 23.9%

1,000㎡以上 79 5.7% 14 5.4% 8 2.9% 16 4.2% 28 8.2% 13 9.4%

不明 12 0.9% 1 0.4% 2 0.7% 5 1.3% 3 0.9% 1 0.7%

計 1,398 100.0% 260 100.0% 275 100.0% 383 100.0% 342 100.0% 138 100.0%

全体 都心地域 下町隣接地域
山の手地域

東部
山の手地域

中央
山の手地域

西部

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

100㎡未満 96 6.9% 2 4.9% 16 7.5% 25 9.1% 12 4.4% 31 8.2% 9 4.2% 1 33.3%

100～200㎡未満 330 23.6% 4 9.8% 69 32.5% 68 24.6% 56 20.4% 92 24.3% 41 19.2% 0 0.0%

200～300㎡未満 311 22.2% 6 14.6% 38 17.9% 66 23.9% 71 25.9% 77 20.3% 52 24.4% 1 33.3%

300～400㎡未満 188 13.4% 8 19.5% 28 13.2% 31 11.2% 39 14.2% 50 13.2% 32 15.0% 0 0.0%

400～500㎡未満 133 9.5% 5 12.2% 13 6.1% 31 11.2% 27 9.9% 35 9.2% 21 9.9% 1 33.3%

500～1,000㎡未満 249 17.8% 10 24.4% 35 16.5% 45 16.3% 55 20.1% 71 18.7% 33 15.5% 0 0.0%

1,000㎡以上 79 5.7% 6 14.6% 13 6.1% 10 3.6% 14 5.1% 23 6.1% 13 6.1% 0 0.0%

不明 12 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 5.6% 0 0.0%

計 1,398 100.0% 41 100.0% 212 100.0% 276 100.0% 274 100.0% 379 100.0% 213 100.0% 3 100.0%

昭和46(1971)～
55(1980)年

昭和56(1981)～
平成2(1990)年

平成3(1991)～
12(2000)年

平成13(2001)～
22(2010)年

平成23(2011)年
以降

不明全体
昭和45(1970)年

以前

300 ㎡未満 52.7％ 

300 ㎡未満 
52.7％ 

n=1,398 
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④延床面積 

・延床面積は、2,000 ㎡以上が 57.8％となっています。 

図表 5-2-9 延床面積 

 

図表 5-2-10 地域別延床面積 

 
 

図表 5-2-11 建築時期別延床面積 

 
  

250㎡未満

6(0.4%)
250～500㎡未満

41(2.9%)

500～

1,000㎡未満

176(12.6%)

1,000～

2,000㎡未満

354(25.3%)
2,000～

5,000㎡未満

526(37.6%)

5,000㎡以上

283(20.2%)

不明

12(0.9%)

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

250㎡未満 6 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.5% 3 0.9% 1 0.7%

250～500㎡未満 41 2.9% 1 0.4% 13 4.7% 16 4.2% 9 2.6% 2 1.4%

500～1,000㎡未満 176 12.6% 29 11.2% 40 14.5% 47 12.3% 41 12.0% 19 13.8%

1,000～2,000㎡未満 354 25.3% 69 26.5% 62 22.5% 108 28.2% 82 24.0% 33 23.9%

2,000～5,000㎡未満 526 37.6% 101 38.8% 116 42.2% 132 34.5% 131 38.3% 46 33.3%

5,000㎡以上 283 20.2% 59 22.7% 42 15.3% 73 19.1% 73 21.3% 36 26.1%

不明 12 0.9% 1 0.4% 2 0.7% 5 1.3% 3 0.9% 1 0.7%

計 1,398 100.0% 260 100.0% 275 100.0% 383 100.0% 342 100.0% 138 100.0%

山の手地域
西部

全体 都心地域 下町隣接地域
山の手地域

東部
山の手地域

中央

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

250㎡未満 6 0.4% 1 2.4% 2 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.5% 0 0.0% 1 33.3%

250～500㎡未満 41 2.9% 2 4.9% 11 5.2% 19 6.9% 3 1.1% 2 0.5% 4 1.9% 0 0.0%

500～1000㎡未満 176 12.6% 5 12.2% 41 19.3% 46 16.7% 30 10.9% 42 11.1% 12 5.6% 0 0.0%

1,000～2,000㎡未満 354 25.3% 3 7.3% 63 29.7% 77 27.9% 64 23.4% 102 26.9% 44 20.7% 1 33.3%

2,000～5,000㎡未満 526 37.6% 16 39.0% 55 25.9% 96 34.8% 116 42.3% 141 37.2% 101 47.4% 1 33.3%

5,000㎡以上 283 20.2% 14 34.1% 40 18.9% 38 13.8% 61 22.3% 90 23.7% 40 18.8% 0 0.0%

不明 12 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 5.6% 0 0.0%

計 1,398 100.0% 41 100.0% 212 100.0% 276 100.0% 274 100.0% 379 100.0% 213 100.0% 3 100.0%

全体
昭和45(1970)年

以前
不明

昭和46(1971)～
55(1980)年

昭和56(1981)～
平成2(1990)年

平成23(2011)年
以降

平成3(1991)～
12(2000)年

平成13(2001)～
22(2010)年

2,000 ㎡以上 
57.8％ 

57.8％ 

n=1,398 
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⑤階数 

・６～10 階が 43.0％と最も高く、次いで 11 階以上が 36.2％あります。 

・地域別にみると、都心地域、下町隣接地域では 11階以上の比率が他に比べて高い状況です。 

・建築時期が新しくなるにつれて、11 階以上の比率が上昇しますが、昭和 55（1980）年以前

のマンションでも、11 階以上の物件が 40 件程度あります。 

図表 5-2-12 階数 

  

図表 5-2-13 地域別階数 

 

図表 5-2-14 建築時期別階数 

 
 

  

３～５階

279(20.0%)

６～10階

601(43.0%)

11階以上

506(36.2%)

不明

12(0.9%) 6.2%

17.8%

27.4%

24.3%

18.8%

48.8%

37.8%

40.2%

38.9%

60.1%

45.0%

43.3%

31.3%

36.0%

19.6%

1.1%

1.0%

0.9%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都心地域

(n=260)

下町隣接地域

(n=275)

山の手地域

東部

(n=383)

山の手地域

中央

(n=342)

山の手地域

西部

(n=138)

３～５階 ６～10階 11階以上 不明

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

３～５階 279 20.0% 16 6.2% 49 17.8% 105 27.4% 83 24.3% 26 18.8%

６～10階 601 43.0% 127 48.8% 104 37.8% 154 40.2% 133 38.9% 83 60.1%

11階以上 506 36.2% 117 45.0% 119 43.3% 120 31.3% 123 36.0% 27 19.6%

不明 12 0.9% 0 0.0% 3 1.1% 4 1.0% 3 0.9% 2 1.4%

計 1,398 100.0% 260 100.0% 275 100.0% 383 100.0% 342 100.0% 138 100.0%

全体 都心地域 下町隣接地域
山の手地域

東部
山の手地域

中央
山の手地域

西部

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

３～５階 279 20.0% 9 22.0% 51 24.1% 82 29.7% 55 20.1% 49 12.9% 33 15.5% 0 0.0%

６～10階 601 43.0% 19 46.3% 125 59.0% 120 43.5% 103 37.6% 155 40.9% 79 37.1% 0 0.0%

11階以上 506 36.2% 10 24.4% 31 14.6% 73 26.4% 116 42.3% 175 46.2% 101 47.4% 0 0.0%

不明 12 0.9% 3 7.3% 5 2.4% 1 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0%

計 1,398 100.0% 41 100.0% 212 100.0% 276 100.0% 274 100.0% 379 100.0% 213 100.0% 3 100.0%

平成23(2011)年
以降

不明
昭和45(1970)年

以前
昭和46(1971)～

55(1980)年
昭和56(1981)～
平成2(1990)年

平成3(1991)～
12(2000)年

平成13(2001)～
22(2010)年

全体

n=1,398 



174 

⑥戸数規模 

・30 戸以下の小規模マンションが 44.7％と過半を占める一方、101 戸以上の大規模マンショ

ンは 4.1％となっています。 

・地域別にみると、都心地域で 30 戸以下のマンションの比率が 38.1％と他に比べて低い状

況です。 

・階数別にみると、21～30 戸で６～10 階建てのマンションと 31～50 戸で 11 階建て以上のマ

ンションがそれぞれ 200 件程度あり、１フロア当たりの戸数が比較的少ない高層マンショ

ンが多くなっています。 

図表 5-2-15 戸数規模 

     

図表 5-2-16 地域別戸数規模 

 

図表 5-2-17 階数別戸数規模 

 

  

～10戸

108(7.7%)

11～20戸

193(13.8%)

21～30戸

325(23.2%)
31～50戸

416(29.8%)

51～100戸

262(18.7%)

101戸以上

57(4.1%)

不明

37(2.6%)
3.1%

9.1%

9.4%

8.8%

6.5%

10.4%

13.5%

16.4%

13.2%

15.2%

24.6%

25.5%

23.8%

20.5%

21.7%

34.2%

27.6%

28.2%

31.3%

26.1%

19.6%

18.2%

15.7%

20.8%

21.7%

6.2%

2.9%

2.9%

3.8%

6.5%

1.9%

3.3%

3.7%

1.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都心地域

(n=260)

下町隣接地域

(n=275)

山の手地域

東部

(n=383)

山の手地域

中央

(n=342)

山の手地域

西部

(n=138)

～10戸 11～20戸 21～30戸 31～50戸 51～100戸 101戸以上 不明

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

～10戸 108 7.7% 8 3.1% 25 9.1% 36 9.4% 30 8.8% 9 6.5%

11～20戸 193 13.8% 27 10.4% 37 13.5% 63 16.4% 45 13.2% 21 15.2%

21～30戸 325 23.2% 64 24.6% 70 25.5% 91 23.8% 70 20.5% 30 21.7%

31～50戸 416 29.8% 89 34.2% 76 27.6% 108 28.2% 107 31.3% 36 26.1%

51～100戸 262 18.7% 51 19.6% 50 18.2% 60 15.7% 71 20.8% 30 21.7%

101戸以上 57 4.1% 16 6.2% 8 2.9% 11 2.9% 13 3.8% 9 6.5%

不明 37 2.6% 5 1.9% 9 3.3% 14 3.7% 6 1.8% 3 2.2%

計 1,398 100.0% 260 100.0% 275 100.0% 383 100.0% 342 100.0% 138 100.0%

全体 都心地域 下町隣接地域
山の手地域
東部

山の手地域
中央

山の手地域
西部

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

３～５階 279 20.0% 76 70.4% 73 37.8% 61 18.8% 37 8.9% 17 6.5% 1 1.8% 14 37.8%

６～10階 601 43.0% 28 25.9% 104 53.9% 191 58.8% 178 42.8% 76 29.0% 18 31.6% 6 16.2%

11階以上 506 36.2% 4 3.7% 16 8.3% 73 22.5% 201 48.3% 169 64.5% 38 66.7% 5 13.5%

不明 12 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 32.4%

計 1,398 100.0% 108 100.0% 193 100.0% 325 100.0% 416 100.0% 262 100.0% 57 100.0% 37 100.0%

51～100戸 101戸以上 不明全体 ～10戸 11～20戸 21～30戸 31～50戸

30 戸以下 44.7％ 

小規模 
マンション 
44.7％ 

30 戸以下 38.1％ 

38.1％ 

n=1,398 
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⑦建築時期別戸数規模 

・建築時期が昭和 45（1970）年以前、昭和 46（1971）～平成２（1990）年、平成３（1991）

年以降のマンションで異なる傾向がみられます。 

・築 52 年以上となる昭和 45（1970）年以前のマンションは、件数自体が少ないものの、戸数

規模は多様です。築年数 32～51 年の昭和 46（1971）～平成２（1990）年のマンションは 30

戸以下が 60％弱を占め、小規模マンションが目立ちます。平成３（1991）年以降のマンシ

ョンは 30 戸以下が 30～40％程度となっています。 

・高度経済成長期後半からバブル期にかけて、小規模マンションが比較的多く供給されたこ

とが分かります。 

図表 5-2-18 建築時期別戸数規模   

 

 

 

7.3%

13.7%

14.9%

6.6%

2.6%

3.3%

7.3%

25.5%

21.0%

11.7%

7.9%

7.5%

14.6%

18.4%

23.2%

24.5%

22.2%

30.5%

24.4%

16.0%

21.0%

35.4%

36.7%

36.6%

24.4%

17.9%

13.4%

17.9%

24.8%

16.0%

12.2%

5.7%

3.6%

2.6%

4.2%

3.3%

9.8%

2.8%

2.9%

1.5%

1.6%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和45年

(1970)以前

(n=41)

昭和46～55年

(1971～1980)

(n=212)

昭和56～平成2年

(1981～1990)

(n=276)

平成3～12年

(1991～2000)

(n=274)

平成13～22年

(2001～2010)

(n=379)

平成23年

(2011)以降

(n=213)

～10戸 11～20戸 21～30戸 31～50戸 51～100戸 101戸以上 不明
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都心地域の鉄道駅周辺は 
建築時期が比較的新しく 

51 戸以上のマンションが集積 

音羽通り沿いには 
建築年が昭和 56～平成 12 年で 
51 戸以上のマンションが集積 

下町隣接地域の不忍通りには 
建築年が昭和 56～平成 12 年で 
51 戸以上のマンションが集積 
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図表 5-2-20 階数・戸数規模別の立地図 (図表 2-55 再掲)  
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５－３ 分譲マンション管理組合調査 

（１）調査概要 

①調査の目的 

・「住宅マスタープラン」の見直し、「マンション管理適正化推進計画」の策定に向け、分譲マ

ンションの現状や所有者の意向・意見を把握すること。 

 

②調査の方法 

地域 文京区全域 

調査対象 分譲マンションの管理組合（理事等）又は代表する方 1,352 名 

配布サンプル 発送 1,352 － 不達 111 ＝ 1,241（回収率の分母） 

調査方法 アンケート調査票を郵送配布・郵送回収又はメール（エクセル）回答 

調査期間 令和４（2022）年 10 月 15 日（土） 

～令和５（2023）年１月 13 日（金） 

＊令和５（2023）年３月 31 日（金）到着分までを集計 

 

③回収サンプル    

 回収数 有効回収数（率） 構成比 

合計 262 257（20.7%） 100.0％ 

メール（エクセル）回答 91 91 35.4％ 

用紙回答（郵送） 171 166 64.6％ 

※調査対象マンションと回答マンション（回収サンプル）を比較すると、昭和55（1980）年

以前築の古いマンションの割合が18.1％と29.0％で、回収サンプルの方が10.9ポイント高

くなっています。また、平成13（2001）年以降築の新しいマンションが42.3％と26.5％

で、回収サンプルの方が15.8ポイント低くなっています。 

 

 

【参考】「分譲マンション管理組合調査」における、マンションの定義 

３階建て以上の共同住宅で２以上の者が区分所有している建物をいう。 
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（２）集計結果 

 

Ⅰ．マンションの概要について 

①所在地 

・「山の手地域西部」を除く４地域に所在するマンションの回答が、20～25％ずつあり、「５

－２．マンション実態調査」におけるマンションの立地と大きな差はありません。 

図表 5-3-1 所在地  

 

 

②マンションの概要 

・旧耐震基準により建築されたマンションの回答が約１／４を占めます。地域別にみると、

山の手地域西部では 40.0％と他の地域に比べ高くなっています。 

・住戸数は 30 戸以下の小規模マンションが 39.7％となっていますが、建築時期別にみると

30 戸以下の小規模マンションの比率は低下傾向です。 

・回答マンションの全住戸のうち、40 ㎡未満の住戸が 28.5％と、最も高くなっています。 

・６階以上のマンションが 80.9％を占め、このうち 11～20 階のマンションが最も多い状況

です。 

・400 ㎡未満の小規模敷地のマンションが 31.1％、500～1,000 ㎡未満のマンションが 33.1％

となっています。 

図表 5-3-2 地域別建築時期 

 

図表 5-3-3 棟数 

 

図表 5-3-4 全住戸数 

 
  

合計 都心地域 下町隣接
地域

山の手
地域東部

山の手
地域中央

山の手
地域西部

全体 257 57 54 65 61 20

100.0 22.2 21.0 25.3 23.7 7.8

27.2%

28.1%

20.4%

26.2%

29.5%

40.0%

44.7%

35.1%

59.3%

49.2%

42.6%

25.0%

26.5%

36.8%

18.5%

21.5%

26.2%

35.0%

1.6%

1.9%

3.1%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=257)

都心地域

(n=57)

下町隣接地域

(n=54)

山の手地域東部

(n=65)

山の手地域中央

(n=61)

山の手地域西部

(n=20)

昭和55(1980)年以前 昭和56(1981)年～

平成12(2000)年

平成13(2001)年以降 不明・無回答

合計 1棟 複数棟 不明・
無回答

全体 257 249 5 3

100.0 96.9 1.9 1.2

合計 10戸以下 11～20戸
以下

21～30戸
以下

31～50戸
以下

51～100戸
以下

101戸以上 不明・
無回答

全体 257 18 39 45 87 58 9 1

100.0 7.0 15.2 17.5 33.9 22.6 3.5 0.4

 

 

39.7％ 
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図表 5-3-5 建築時期別全住戸数 

 
 

図表 5-3-6 タイプ別住戸数 

 

図表 5-3-7 階数（地上） 

 

図表 5-3-8 構造 

 

図表 5-3-9 敷地面積 

 

図表 5-3-10 土地の権利 

 

③住宅以外の併設用途  

・店舗、事務所等の住宅以外の併設用途があるマンションは 49.8％あります。 

図表 5-3-11 住宅以外の併設用途（複数回答） 

 
  

39.7%

45.7%

39.1%

33.8%

50.0%

33.9%

25.7%

34.8%

39.7%

50.0%

26.1%

28.6%

25.2%

26.5%

0.4%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=257)

昭和55(1980)年以前

(n=70)

昭和56(1981)年～

平成12(2000)年

(n=115)

平成13(2001)年以降

(n=68)

不明・無回答

(n=4)

30戸以下 31～50戸以下 51戸以上 不明・無回答

合計 40㎡未満 40～50㎡
未満

50～60㎡
未満

60～70㎡
未満

70～80㎡
未満

80㎡以上

全体 9,156 2,605 1,543 1,417 1,320 1,219 1,052

100.0 28.5 16.9 15.5 14.4 13.3 11.5

合計 1～5階 6～7階 8～10階 11～20階 21階以上 不明・
無回答

全体 257 49 43 60 105 0 0

100.0 19.1 16.7 23.3 40.9 0.0 0.0

合計 鉄筋コンク
リート造
（ＲＣ造）

鉄骨造
（Ｓ造）

鉄骨鉄筋
コンクリー
ト造
（ＳＲＣ造）

その他 不明・
無回答

全体 257 138 2 109 2 6

100.0 53.7 0.8 42.4 0.8 2.3

合計 300㎡未満 300～
400㎡未満

400～
500㎡未満

500～
1,000㎡
未満

1,000～
2,000㎡
未満

2,000㎡
以上

不明・
無回答

全体 257 54 26 34 85 32 15 11

100.0 21.0 10.1 13.2 33.1 12.5 5.8 4.3

合計 所有権 借地権 定期借地
権

その他
不明・
無回答

全体 257 237 8 4 2 6

100.0 92.2 3.1 1.6 0.8 2.3

店舗 事務所 その他

全体 257 128 98 60 19 117 12

100.0 49.8 38.1 23.3 7.4 45.5 4.7

住宅以外
の用途は
なし

不明・
無回答

住宅以外
の併設用
途あり

合計

 

 

 

  

31.1％ 

 

80.9％ 
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④マンションが不動産投資信託物件か否か 

・全体が不動産投資信託物件であるマンションは 8.2％（21 件）あります。 

図表 5-3-12 マンションが不動産投資信託物件か否か 

 
 

⑤付属施設・設備等の状況 

ⅰ）平面駐車場 

・平面駐車場の区画数は３区画以下が 73.9％となっています。 

・また、平面駐車場のあるマンションのうち、空き区画がないマンションは 65.9％となって

います。 

図表 5-3-13 平面駐車場の区画数 

 

図表 5-3-14 平面駐車場の空き区画数 

 
 

ⅱ）機械式駐車場 

・機械式駐車場のないマンションは 72.0％となっています。 

・空き区画のあるマンションが 53.8％となっています。 

図表 5-3-15 機械式駐車場の区画数 

 

図表 5-3-16 機械式駐車場の空き区画数 

 
  

合計 マンション
全体が不
動産投資
信託物件
である

マンション
全体が不
動産投資
信託物件
ではない

不明・
無回答

全体 257 21 231 5

100.0 8.2 89.9 1.9

合計 0区画 1～3区画 4～9区画 10～29
区画

30区画
以上

不明・
無回答

全体 257 102 88 34 7 3 23

100.0 39.7 34.2 13.2 2.7 1.2 8.9

合計 0区画 1～3区画 4～9区画 10区画
以上

不明・
無回答

全体 132 87 27 3 1 14

100.0 65.9 20.5 2.3 0.8 10.6

合計 0区画 1～3区画 4～9区画 10～29
区画

30区画
以上

不明・
無回答

全体 257 185 7 19 20 8 18

100.0 72.0 2.7 7.4 7.8 3.1 7.0

合計 0区画 1～3区画 4～9区画 10区画
以上

不明・
無回答

全体 54 20 15 11 3 5

100.0 37.0 27.8 20.4 5.6 9.3

 

73.9％ 

 

 

 

53.8％ 
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ⅲ）平面駐車場と機械式駐車場の合計 

・平面駐車場又は機械式駐車場がないマンションの比率が 37.4％と最も高く、次いで全住戸

数の 10％未満が、全体の 20.6％となっています。 

・駐車場合計台数が全住戸数の 50％未満（０を含む）であるマンションは、全体の 88.0％と

高い状況です。 

・全住戸数に対する駐車場（平面＋機械式）区画数の状況をみると、50 戸以下のマンション

の 40％程度は駐車区画がないと回答しています。マンション戸数規模が 51～100 戸のマン

ションでは、32.8％が駐車区画なしといった状況です。 

図表 5-3-17 全住戸数に対する駐車場（平面＋機械式）の区画数の割合 

 

図表 5-3-18 全住戸数に対する駐車場（平面＋機械式）の区画数 

 
  

合計 なし 10％未満 10～25％
未満

25～50％
未満

50～100％
未満

100％以上 不明・
無回答

全体 257 96 53 50 27 12 7 12

100.0 37.4 20.6 19.5 10.5 4.7 2.7 4.7

合計 10戸以下 11～20戸
以下

21～30戸
以下

31～50戸
以下

51～100戸
以下

101戸以上 不明・
無回答

257 18 39 45 87 58 9 1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

96 7 17 17 33 19 2 1

37.4 38.9 43.6 37.8 37.9 32.8 22.2 100.0

60 3 13 15 21 8 0 0

23.3 16.7 33.3 33.3 24.1 13.8 0.0 0.0

46 6 4 10 20 5 1 0

17.9 33.3 10.3 22.2 23.0 8.6 11.1 0.0

31 1 1 2 7 18 2 0

12.1 5.6 2.6 4.4 8.0 31.0 22.2 0.0

12 0 0 1 2 6 3 0

4.7 0.0 0.0 2.2 2.3 10.3 33.3 0.0

12 1 4 0 4 2 1 0

4.7 5.6 10.3 0.0 4.6 3.4 11.1 0.0

0区画

1～3区画

4～9区画

10～29
区画

30区画
以上

不明・
無回答

全体

 

88.0％ 
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ⅳ）駐輪場 

・自転車駐輪場は 86.4％のマンションで設置されています。一方バイク駐輪場は、半数以上

のマンションで設置されていません。 

・全住戸数に対する駐輪場（自転車＋バイク）の設置台数の状況をみると、10 戸以下のマン

ションの 38.9％には駐輪場がありませんが、11 戸以上のマンションではマンション規模に

応じて駐輪場の台数が整備されています。 

図表 5-3-19 自転車駐輪場 図表 5-3-20 バイク駐輪場 

  

図表 5-3-21  全住戸数に対する駐輪場（自転車＋バイク）の設置台数 

 
 

ⅴ）その他附属施設・設備 

・電気室は「１階」と「地下」で 89.1％となっています。 

・その他の附属施設・設備として、49.4％のマンションに宅配ボックス、61.9％のマンショ

ンにインターネット設備が設置されています。 

図表 5-3-22 エレベーター 

 

図表 5-3-23 電気室の位置 

 

図表 5-3-24 その他附属施設・設備（複数回答） 

 
  

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 257 222 31 4

100.0 86.4 12.1 1.6

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 257 114 136 7

100.0 44.4 52.9 2.7

合計 10戸以下 11～20戸
以下

21～30戸
以下

31～50戸
以下

51～100戸
以下

101戸以上 不明・
無回答

257 18 39 45 87 58 9 1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

31 7 10 4 6 3 0 1

12.1 38.9 25.6 8.9 6.9 5.2 0.0 100.0

1 0 1 0 0 0 0 0

0.4 0.0 2.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9 5 1 2 1 0 0 0

3.5 27.8 2.6 4.4 1.1 0.0 0.0 0.0

85 4 22 20 28 11 0 0

33.1 22.2 56.4 44.4 32.2 19.0 0.0 0.0

107 0 1 14 45 39 8 0

41.6 0.0 2.6 31.1 51.7 67.2 88.9 0.0

24 2 4 5 7 5 1 0

9.3 11.1 10.3 11.1 8.0 8.6 11.1 0.0

全体

0台

1～3台

4～9台

10～29台

30台以上

不明・
無回答

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 257 241 16 0

100.0 93.8 6.2 0.0

合計 地下 １階 ２階以上 不明・
無回答

全体 257 73 156 5 23

100.0 28.4 60.7 1.9 8.9

合計 管理事務
室

集会室 管理組合
用郵便受
け

ゴミ置き場 宅配ボック
ス

来訪者用
宿泊施設

共用広場 インター
ネット設備

テレワーク
スペース
やライブラ
リー等

電気自動
車用充電
設備

カーシェア
リング用駐
車場

その他 不明・
無回答

全体 257 210 23 200 212 127 0 10 159 0 0 2 7 13

100.0 81.7 8.9 77.8 82.5 49.4 0.0 3.9 61.9 0.0 0.0 0.8 2.7 5.1

 

 

89.1％ 
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Ⅱ．管理状況について 

①管理組合の状況 

・80.2％のマンションで管理組合が組織されています。管理組合のないマンションは全体の

5.4％であり、全て平成 12（2000）年以前に建築されたマンションとなっています。 

・管理組合が法人化されているマンションは、管理組合のあるマンションの 9.2％であり、平

成 12（2000）年以前のマンションが比較的高い状況です。 

図表 5-3-25 管理組合の有無           図表 5-3-26 管理組合の法人化の有無 

  

図表 5-3-27 建築時期別管理組合の有無 

 

図表 5-3-28 建築時期別管理組合の法人化の有無 

 

図表 5-3-29 管理組合がないマンションの管理や修繕の意思決定 

  

ある

206(80.2%)

ない

14(5.4%)

不明・

無回答

37(14.4%)

n=257

法人化している

19(9.2%)

法人化して

いない

185(89.8%)

不明・無回答

2(1.0%)

n=206

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 257 206 14 37

100.0 80.2 5.4 14.4

昭和55(1980)年以前 70 52 7 11

100.0 74.3 10.0 15.7

115 88 6 21

100.0 76.5 5.2 18.3

平成13(2001)年以降 68 63 0 5

100.0 92.6 0.0 7.4

不明・無回答 4 3 1 0

100.0 75.0 25.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 法人化して
いる

法人化して
いない

不明・
無回答

全体 206 19 185 1

100.0 9.2 89.8 0.5

昭和55(1980)年以前 52 8 43 1

100.0 15.4 82.7 1.9

88 7 80 0

100.0 8.0 90.9 0.0

平成13(2001)年以降 63 3 60 0

100.0 4.8 95.2 0.0

不明・無回答 3 1 2 0

100.0 33.3 66.7 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 区分所有
者による集
会等を開催
し意思決定
する

特定の区
分所有者
が代表とな
り意志決
定する

管理会社
に全て一
任している

特に何もし
ていない

不明・
無回答

全体 14 3 6 1 2 2

100.0 21.4 42.9 7.1 14.3 14.3
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②管理に関する活動の状況 

ⅰ）管理者の属性 

図表 5-3-30 管理者の属性 

 
 

ⅱ）管理規約の状況 

・94.9％のマンションで管理規約が定められています。また、そのうちの 63.1％が平成 30

（2018）年以降に規約の改正を行っています。 

図表 5-3-31 管理規約の有無         図表 5-3-32 管理規約の最終改正年 

 

ⅲ）役員について 

・役員の選任方法は 49.4％が輪番制であり、現理事長が 10 年以上継続しているマンション

が 15.2％あります。 

図表 5-3-33 役員数 

 

図表 5-3-34 役員の範囲 

 

図表 5-3-35 役員の選任方法 

 

図表 5-3-36 現理事長の継続年数 

 

合計 理事長等
の役員

役員以外
の区分所
有者

管理会社
の職員

外部の専
門家

選任してい
ない

不明・
無回答

全体 257 227 3 16 0 7 4

100.0 88.3 1.2 6.2 0.0 2.7 1.6

ある

244(94.9%)

ない

9(3.5%)

不明・無回答

4(1.6%)

n=257

平成14年以前

18(7.4%)
平成15～24年

9(3.7%)

平成25～29年

22(9.0%)

平成30年以降

154(63.1%)

不明・

無回答

41(16.8%)

n=244

合計 0名 1～2名 3～5名 6～10名 11名以上 不明・
無回答

全体 257 12 21 149 62 6 7

100.0 4.7 8.2 58.0 24.1 2.3 2.7

合計 区分所有
者のみで
構成

区分所有
者以外（外
部の専門
家等）も含
めている

区分所有
者以外の
みで構成

不明・
無回答

全体 257 238 3 4 12

100.0 92.6 1.2 1.6 4.7

合計 輪番制 立候補制 推薦制 抽選 特に定め
がない

その他 不明・
無回答

全体 257 127 32 15 3 44 25 11

100.0 49.4 12.5 5.8 1.2 17.1 9.7 4.3

合計 ２年未満 ２年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上 不明・
無回答

全体 257 129 54 20 39 15

100.0 50.2 21.0 7.8 15.2 5.8 
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ⅳ）理事会について 

・62.6％のマンションで、年４回以上理事会を開催しています。また、理事会の開催につい

て、コロナの影響を受けているマンションが 48.2％あります。 

・理事会の議事録は、54.5％のマンションで各戸配布されています。31.1％のマンションで

周知が行われていません。 

図表 5-3-37 理事会開催頻度       図表 5-3-38 コロナ禍による開催への影響 

（昨年度実績） 

   

図表 5-3-39 議事録の周知状況（複数回答） 

 
 

ⅴ）総会について 

・93.4％のマンションで、年１回以上総会を開催しています。 

・実出席率が３割未満のマンションが 50.6％である一方、委任状を含む出席率が６割以上の

割合が 82.8％となっています。 

・76.3％のマンションでは、総会開催へのコロナの影響はないと回答しています。 

・総会の議事録は 86.8％のマンションで各戸配布されています。4.6％のマンションで、周知

が行われていません。 

図表 5-3-40 年 1 回以上の総会開催（昨年度実績）  図表 5-3-41 直近の総会の実出席率 

    

図表 5-3-42 直近の委任状等を含む出席率 

  

毎月開催

33(12.8%)

２か月に

１回程度

（年６回）

62(24.1%)
３か月に

１回程度

（年４回）

66(25.7%)

年に

１～２回程度

67(26.1%)

開催していない

24(9.3%)

不明・無回答

5(1.9%)

n=257

合計 各戸配布 掲示 回覧 インター
ネットや
SNSで配
信

作成しても
周知は特
に行わな
い

議事録を
作成してい
ない

不明・
無回答

全体 257 140 27 11 11 63 17 14

100.0 54.5 10.5 4.3 4.3 24.5 6.6 5.4

ある

240(93.4%)

ない

15(5.8%)

不明・無回答

2(0.8%)

n=257

3割未満

130(50.6%)3割以上

6割未満

71(27.6%)

6割以上

8割未満

19(7.4%)

8割以上

10(3.9%)

不明・無回答

27(10.5%)

n=257

合計 3割未満 3割以上
6割未満

6割以上
8割未満

8割以上 不明・
無回答

全体 257 2 11 134 79 31

100.0 0.8 4.3 52.1 30.7 12.1

合計 影響はな
く、対面に
より、例年
どおりの頻
度で開催し
ている

web会議や
書面開催
等により、
例年どおり
の頻度で
開催してい
る

感染拡大
状況等に
より、開催
頻度を減ら
している

開催できて
いない

不明・
無回答

全体 257 119 38 72 14 14

100.0 46.3 14.8 28.0 5.4 5.4

 

31.1％ 

 

82.8％ 

 

コロナ禍の影響あり

48.2％ 

 

年４回以上
開催 

62.6％ 
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図表 5-3-43 コロナ禍による開催への影響  

 

図表 5-3-44 議事録の周知状況（複数回答） 

 
 

ⅵ）特定のテーマに取り組む専門委員会の設置状況 

・設置したことがないマンションが 56.8％です。 

・設置したことがある専門委員会のうち、大規模修繕委員会が最も多くなっています。 

図表5-3-45専門委員会の設置の有無           図表 5-3-46 専門委員会のテーマ（複数回答n＝257） 

       
 

ⅶ）管理会社への管理業務の委託状況 

・管理業務を管理会社に全部委託しているマンションは 75.5％となっています。 

・管理組合有のマンションの 80.1％は管理業務の全部を管理会社に委託しています。 

・管理組合無のマンションの半数は自主管理となっています。 

・なお、管理組合の有無に関する設問に「不明・無回答」であったマンションの大半は、管理

業務の全部を管理会社に委託しています。 

図表 5-3-47 管理会社への管理業務の委託    図表 5-3-48 管理組合の有無別委託状況 

 
  

合計 影響はな
く、対面に
より、例年
どおりの頻
度で開催し
ている

web会議や
書面開催
等により、
例年どおり
の頻度で
開催してい
る

感染拡大
状況等に
より、開催
頻度を減ら
している

開催できて
いない

不明・
無回答

全体 257 196 22 18 6 15

100.0 76.3 8.6 7.0 2.3 5.8

合計 各戸配布 掲示 回覧 インター
ネットや
SNSで配
信

作成しても
周知は特
に行わな
い

議事録を
作成してい
ない

不明・
無回答

全体 257 223 15 8 14 6 6 10

100.0 86.8 5.8 3.1 5.4 2.3 2.3 3.9

設置している/

したことがある

103(40.1%)
設置した

ことがない

146(56.8%)

不明・無回答

8(3.1%)

n=257

全部を

管理会社に

委託

194(75.5%)

一部を

管理会社に

委託

31(12.1%)

自主管理

25(9.7%)

その他

1(0.4%)

不明・無回答

6(2.3%)

n=257

165(80.1%)

2(14.3%)

27(73.0%)

25(12.1%)

1(7.1%)

5(13.5%)

13(6.3%)

7(50.0%)

5(13.5%)

2(1.0%)

4(28.6%)

1(0.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理組合有

(n=206)

管理組合無

(n=14)

不明・無回

答(n=37)

全部を

管理会社

に委託

一部を

管理会社

に委託

自主管理 その他 不明・

無回答

 

 

4.6％ 

 

87(33.9%)

10(3.9%)
17(6.6%)

7(2.7%)

16(6.2%)

0

20

40

60

80

100

大規模修繕 建替え・

改修

管理規約

の改正

防災や

コミュニティ

形成

その他

（件）
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③管理費・修繕積立金の状況 

ⅰ）現在の管理費 

・97.3％のマンションで管理費を徴収しています。 

・１戸当たりの平均管理費は、戸当たりで徴収している場合１～２万円未満が 48.6％、㎡当

たりで徴収している場合 250～300 円未満が 30.1％となっています。 

図表 5-3-49 管理費の有無 

 

図表 5-3-50 1 戸当たりの平均管理費（円/月） 図表 5-3-51 1 ㎡当たりの平均管理費（円/月） 

  
 

ⅱ）現在の修繕積立金 

・93.8％のマンションで修繕積立金を徴収しています。 

・長期修繕計画に基づいて修繕積立金を設定しているマンションは 57.7％です。 

・建築時期別に平均修繕積立金をみると、平成 13（2001）年以降のマンションでは戸当たり

１万円未満の割合が 48.5％、㎡当たり 250 円未満の割合が 72.9％と、平成 12（2000）年以

前のマンションより低価格である比率が高くなっています。 

図表 5-3-52 修繕積立金の有無        図表 5-3-53 設定の根拠 

 
 

 

 

  

ある

250(97.3%)

ない

4(1.6%)

不明・無回答

3(1.2%)

n=257

合計 1万円未満 1～2万円
未満

2～3万円
未満

3万円以上

146 39 71 24 12

100.0 26.7 48.6 16.4 8.2

全体

合計 250円未満 250～300
円未満

300～350
円未満

350円以上

全体 113 30 34 23 26

100.0 26.5 30.1 20.4 23.0

ある

241(93.8%)

ない

10(3.9%)

不明・無回答

6(2.3%)

n=257

合計 長期修繕
計画に基
づいている

分譲時の
設定金額
のままであ
る

管理費の
一定割合
としている

特に根拠
はない

不明・
無回答

全体 241 139 20 18 30 34

100.0 57.7 8.3 7.5 12.4 14.1
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図表 5-3-54 建築時期別 1戸当たりの平均修繕積立金 

 

図表 5-3-55 建築時期別 1㎡当たりの平均修繕積立金 

 
 

ⅲ）現在の管理費と修繕積立金の滞納や経理 

・管理費又は修繕積立金を３か月以上滞納している住戸があるマンションは 18.7％あります。

昭和 55（1980）年以前のマンションでは 27.1％となっています。 

・管理費又は修繕積立金の滞納対応に関するルールがない 57 件のマンションのうち、10 件

で滞納が発生しています。 

・管理費と修繕積立金の区分会計は、87.9％のマンションで行われています。 

図表 5-3-56 滞納住戸の有無          図表 5-3-57 建築時期別滞納住戸の有無 

  

図表 5-3-58 滞納住戸の戸数 

 

  

合計 5千円未満 5千円～1
万円未満

1～1万5千
円未満

1万5千円
以上

平均

全体 129 15 41 35 38 12,494円

100.0 11.6 31.8 27.1 29.5

昭和55(1980)年以前 36 4 10 12 10 12,316円

100.0 11.1 27.8 33.3 27.8

60 6 20 16 18 12,768円

100.0 10.0 33.3 26.7 30.0

平成13(2001)年以降 33 5 11 7 10 12,185円

100.0 15.2 33.3 21.2 30.3

不明・無回答 0 0 0 0 0 -

- - - - -

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 150円未満 150～250
円未満

250～350
円未満

350円
以上

平均

全体 119 26 51 31 11 222円

100.0 21.8 42.9 26.1 9.2

昭和55(1980)年以前 22 3 9 7 3 239円

100.0 13.6 40.9 31.8 13.6

58 13 23 16 6 227円

100.0 22.4 39.7 27.6 10.3

平成13(2001)年以降 37 9 18 8 2 205円

100.0 24.3 48.6 21.6 5.4

不明・無回答 2 1 1 0 0 178円

100.0 50.0 50.0 0.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

ある

48(18.7%)

ない

200(77.8%)

不明・無回答

9(3.5%)

n=257

合計 2％未満 2～5％
未満

5％以上 不明・
無回答

全体 48 14 19 13 2

100.0 29.2 39.6 27.1 4.2

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 257 48 200 9

100.0 18.7 77.8 3.5

昭和55(1980)年以前 70 19 49 2

100.0 27.1 70.0 2.9

115 22 88 5

100.0 19.1 76.5 4.3

平成13(2001)年以降 68 7 60 1

100.0 10.3 88.2 1.5

不明・無回答 4 0 3 1

100.0 0.0 75.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

 

 

 

48.5％ 

72.9％ 
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図表 5-3-59 滞納対応ルールの有無    図表 5-3-60 滞納対応に関するルール別滞納住戸の有無 

  
 

 

図表 5-3-61 管理費と修繕積立金の区分会計 

 
 

➃設計図書などの保管状況 

・設計図書の保管が「ある」マンションが 89.5％、「ない」又は「わからない」マンションが

9.3％です。 

・修繕履歴の保管が「ある」マンションが 85.2％、「ない」又は「わからない」マンションが

12.1％です。 

図表 5-3-62 設計図書の保管 

 

図表 5-3-63 修繕履歴の保管 

 
  

ある

189(73.5%)

ない

57(22.2%)

不明・無回答

11(4.3%)

n=257

合計 区分して
会計管理

同一に
会計管理

不明・
無回答

全体 257 226 20 11

100.0 87.9 7.8 4.3

合計 ある ない わからない 不明・
無回答

全体 257 230 15 9 3

100.0 89.5 5.8 3.5 1.2

合計 ある ない わからない 不明・
無回答

全体 257 219 11 20 7

100.0 85.2 4.3 7.8 2.7

合計 滞納住戸
ある

滞納住戸
ない

不明・
無回答

全体 257 48 200 9

100.0 18.7 77.8 3.5

ルールがある 189 38 149 2

100.0 20.1 78.8 1.1

ルールがない 57 10 47 0

100.0 17.5 82.5 0.0

不明・無回答 11 0 4 7

100.0 0.0 36.4 63.6

9.3％ 

 

 

 

 

 

 

12.1％ 
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➄管理上の問題点 

・管理運営上の問題点として「管理組合の役員等のなり手不足」や、「管理組合活動等に無関

心な区分所有者の増加」等が挙げられています。特に平成 12（2000）年以前に建築された

マンションにおいて、役員等のなり手不足が問題となっています。 

・施設管理に関しては、駐車場、駐輪場の不足が 22.2％と比較的高い状況です。特に平成 13

（2001）年以降に建築されたマンションにおいては、駐車場、自転車やバイク駐輪場の不

足のみではなく、余剰や設備維持の負担も問題となっています。ただし、「問題はない」と

いう回答も約 40％を占めています。 

図表 5-3-64 管理上のソフト・ハードの問題点（複数回答 n＝257） 

 

図表 5-3-65 建築時期別管理運営上の問題点（複数回答） 

 

図表 5-3-66 建築時期別施設管理上の問題点（複数回答） 

 
  

57

(22.2%)

121

(47.1%)
92

(35.8%)
62

(24.1%)
39

(15.2%)

48

(18.7%)

14

(5.4%)
11

(4.3%)

25

(9.7%) 13

(5.1%)
7

(2.7%)

27

(10.5%)

29

(11.3%)

57

(22.2%)
32

(12.5%)
27

(10.5%)

0

20

40

60

80

100

120

140

管理規約

の見直し

の難しさ

や手間

管理組合

の役員等

のなり手

不足

管理組合

活動等に

無関心な

区分所有

者の増加

居住ルー

ルを守ら

ない居住

者の増加

管理会社

との契約

継続、適

正な業務

内容の判

断の難し

さ等

役員の知

識や経験

不足

管理費・

修繕積立

金の未納

所在不明

な区分所

有者の

存在

その他 清掃・設

備点検等

の日常点

検の不備

防火・避

難設備の

検査等の

不備

防犯・防

災に対応

した設備

の不足

駐車場、

自転車や

バイク駐

輪場の余

剰・設備

維持の

負担

駐車場、

自転車や

バイク駐

輪場の

不足

建物・設

備の修繕

等ができ

ていない

その他

管理運営上の問題点（何らかの問題あり182件） 施設管理上の問題点（何らかの問題あり126件）

（件）

合計 管理規約
の見直しの
難しさや手
間

管理組合
の役員等
のなり手不
足

管理組合
活動等に
無関心な
区分所有
者の増加

居住ルー
ルを守らな
い居住者
の増加

管理会社
との契約
継続、適正
な業務内
容の判断
の難しさ等

役員の知
識や経験
不足

管理費・修
繕積立金
の未納

所在不明
な区分所
有者の存
在

その他 問題は
ない

不明・
無回答

全体 257 57 121 92 62 39 48 14 11 25 54 10

100.0 22.2 47.1 35.8 24.1 15.2 18.7 5.4 4.3 9.7 21.0 3.9

昭和55(1980)年以前 70 18 41 27 16 10 16 4 0 6 12 3

100.0 25.7 58.6 38.6 22.9 14.3 22.9 5.7 0.0 8.6 17.1 4.3

115 22 61 39 25 16 14 7 4 12 25 5

100.0 19.1 53.0 33.9 21.7 13.9 12.2 6.1 3.5 10.4 21.7 4.3

平成13(2001)年以降 68 16 19 26 20 13 18 3 7 7 16 1

100.0 23.5 27.9 38.2 29.4 19.1 26.5 4.4 10.3 10.3 23.5 1.5

不明・無回答 4 1 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1

100.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 清掃・設備
点検等の
日常点検
の不備

防火・避難
設備の検
査等の不
備

防犯・防災
に対応した
設備の不
足

駐車場、自
転車やバ
イク駐輪場
の余剰・設
備維持の
負担

駐車場、自
転車やバ
イク駐輪場
の不足

建物・設備
の修繕等
ができてい
ない

その他 問題は
ない

不明・
無回答

全体 257 13 7 27 29 57 32 27 103 22

100.0 5.1 2.7 10.5 11.3 22.2 12.5 10.5 40.1 8.6

昭和55(1980)年以前 70 3 4 15 2 17 7 7 26 4

100.0 4.3 5.7 21.4 2.9 24.3 10.0 10.0 37.1 5.7

115 4 1 7 12 22 18 15 48 13

100.0 3.5 0.9 6.1 10.4 19.1 15.7 13.0 41.7 11.3

平成13(2001)年以降 68 6 2 5 15 18 7 5 26 4

100.0 8.8 2.9 7.4 22.1 26.5 10.3 7.4 38.2 5.9

不明・無回答 4 0 0 0 0 0 0 0 3 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年
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Ⅲ．居住状況について 

①区分所有者と居住者（賃貸で居住する者を含む）の名簿 

・区分所有者名簿について、81.7％のマンションでは概ね最新に更新されています。昭和 55

（1980）年以前に建設されたマンションでは、14.3％が名簿がないと回答しています。 

図表 5-3-67 建築時期別区分所有者名簿の管理  

 

図表 5-3-68 居住者名簿の管理 

 
 

②区分所有者や居住者の状況 

・区分所有者のうち、高齢者の割合が半数以上を占めるマンションは、20.6％となっていま

す。特に昭和 55（1980）年以前に建築されたマンションでは、高齢者が５割以上を占める

マンションは、38.6％となっています。 

・居住者の主な世帯は、「中年夫婦世帯」が 31.9％、「高齢夫婦世帯」が 29.6％と高くなって

います。 

・高齢者のみ世帯が占める割合が２割未満のマンションが 42.8％となっています。 

図表 5-3-69 区分所有者の高齢者割合    図表 5-3-70 建築時期別区分所有者の高齢者割合 

 

 

  

合計 名簿があ
り、概ね最
新に更新さ
れている

名簿はあ
るが、更新
が滞ってい
る

名簿は
ない

不明・
無回答

全体 257 210 17 25 5

100.0 81.7 6.6 9.7 1.9

昭和55(1980)年以前 70 51 5 10 4

100.0 72.9 7.1 14.3 5.7

115 94 10 10 1

100.0 81.7 8.7 8.7 0.9

平成13(2001)年以降 68 63 1 4 0

100.0 92.6 1.5 5.9 0.0

不明・無回答 4 2 1 1 0

100.0 50.0 25.0 25.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 名簿があ
り、概ね最
新に更新さ
れている

名簿はあ
るが、更新
が滞ってい
る

名簿はな
い

不明・
無回答

全体 257 161 39 53 4

100.0 62.6 15.2 20.6 1.6

2割未満

44(17.1%)

2～4割

88(34.2%)
5割以上

53(20.6%)

不明・無回答

72(28.0%)

n=257

合計 2割未満 2～4割 5割以上 不明・
無回答

全体 257 44 88 53 72

100.0 17.1 34.2 20.6 28.0

昭和55(1980)年以前 70 6 22 27 15

100.0 8.6 31.4 38.6 21.4

115 10 42 23 40

100.0 8.7 36.5 20.0 34.8

平成13(2001)年以降 68 27 22 3 16

100.0 39.7 32.4 4.4 23.5

不明・無回答 4 1 2 0 1

100.0 25.0 50.0 0.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年
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図表 5-3-71 居住者の主な世帯（複数回答 n＝257、最大２つまで） 

 

図表 5-3-72 高齢者のみの世帯が占める割合 

 

➂空き住戸や賃貸化住戸、事務所等で利用する住戸の状況 

・１年以上居住者がいない空き住戸のないマンションが 64.6％です。空き住戸割合の平均を

建築時期別にみると、昭和 55（1980）年以前のマンションでは空き住戸が 2.7％あります。 

・賃貸化されている住戸のないマンションは 8.9％です。一方、賃貸化されている住戸が 50％

以上のマンションが 17.9％あります。 

・事務所や店舗等の用途で利用されている住戸がないマンションが 61.5％です。 

図表 5-3-73 １年以上の空き住戸の割合         図表 5-3-74 賃貸化住戸の割合      

        
 

  

40(15.6%)

25(9.7%)

41(16.0%)

82(31.9%)

43(16.7%)

76(29.6%)

63(24.5%)

19(7.4%)

53(20.6%)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

若年単身

世帯

(20～30

歳代)

若年夫婦

世帯

(20～30

歳代)

中年単身

世帯

(40～50

歳代)

中年夫婦

世帯

(40～50

歳代)

高齢単身

世帯

(60歳代

以上)

高齢夫婦

世帯

(60歳代

以上)

ファミリー

世帯

(末子が

未成年)

ファミリー

世帯

(末子が

成人)

不明・

無回答

（件）

１割未満

62(24.1%)

１～２割未満

48(18.7%)

２～３割

未満

34(13.2%)
３～４割未満

13(5.1%)

４割以上

26(10.1%)

わからない

34(13.2%)

不明・

無回答

40(15.6%)

n=257

0%

166(64.6%)

5％未満

34(13.2%)

5～10％未満

14(5.4%)

10％以上

8(3.1%) 不明・

無回答

35(13.6%)

n=257

0%

23(8.9%)

20％未満

68(26.5%)

20～40％未満

70(27.2%)

40～50％

未満

25(9.7%)

50％以上

46(17.9%)

不明・無回答

25(9.7%)

n=257

 

２割未満 

42.8％ 

１年以上の 

空き住戸のない 

マンション 

64.6％ 

賃貸化住戸のない 

マンション 

8.9％ 
賃貸化住戸が 

50％以上の 

マンション 

17.9％ 
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図表 5-3-75 建築時期別 1年以上居住者がいない空き住戸の割合 

 
 

図表 5-3-76 建築時期別区分所有者が住まず賃貸化されている住戸の割合 

 
 

図表 5-3-77 事務所や店舗等の用途で利用する住戸 

  
➃民泊への対応・現状 

・80.5％のマンションで、管理規約において民泊を禁止しています。 

・現在、民泊で使用されている住戸数については、不明・無回答を除くすべてが「０戸」との

回答でした。 

図表 5-3-78 民泊に関するルール 図表 5-3-79 現在民泊で使用されている住戸数 

  

合計 0% 5％未満 5～10％
未満

10％以上 不明・
無回答

全住戸数
に対する
空き住戸
の割合

全体 257 166 34 14 8 35 1.2%

100.0 64.6 13.2 5.4 3.1 13.6

昭和55(1980)年以前 70 38 13 6 5 8 2.7%

100.0 54.3 18.6 8.6 7.1 11.4

115 75 15 6 2 17 0.8%

100.0 65.2 13.0 5.2 1.7 14.8

平成13(2001)年以降 68 51 6 2 0 9 0.5%

100.0 75.0 8.8 2.9 0.0 13.2

不明・無回答 4 2 0 0 1 1 0.0%

100.0 50.0 0.0 0.0 25.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

合計 0% 20％未満 20～40％
未満

40～50％
未満

50％以上 不明・
無回答

全住戸数
に対する
賃貸化住
戸の割合

全体 257 23 68 70 25 46 25 34.7%

100.0 8.9 26.5 27.2 9.7 17.9 9.7

昭和55(1980)年以前 70 5 14 32 7 7 5 26.8%

100.0 7.1 20.0 45.7 10.0 10.0 7.1

115 13 25 26 14 23 14 38.3%

100.0 11.3 21.7 22.6 12.2 20.0 12.2

平成13(2001)年以降 68 5 29 11 2 16 5 37.0%

100.0 7.4 42.6 16.2 2.9 23.5 7.4

不明・無回答 4 0 0 1 2 0 1 43.6%

100.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

0%

158(61.5%)
5％未満

19(7.4%)

5～10％未満

24(9.3%)

10％以上

25(9.7%)

不明・

無回答

31(12.1%)

n=257

合計 管理規約
において
民泊を
容認

管理規約
において
民泊を
禁止

管理規約
での位置
付けはな
い

検討中・
検討予定

不明・
無回答

全体 257 3 207 33 8 6

100.0 1.2 80.5 12.8 3.1 2.3

合計 0戸 不明・
無回答

全体 257 233 24

100.0 90.7 9.3

 

 

 

事務所や店舗等の

用途で利用されて

いる住戸がない 

61.5％ 
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Ⅳ．修繕の計画について 

➀長期修繕計画の策定状況 

・長期修繕計画を策定しているマンションは、79.0％となっています。 

・65.0％のマンションで直近５年以内に長期修繕計画が作成（改訂）されています。 

・長期修繕計画を策定しているマンションのうち、計画期間 30 年以上が半数を占めており、

30 年未満は 24.1％となっています。 

・計画を作成していない理由として、「竣工当初から作成していなかった」が 50.0％、「作成

が必要という意見が少ない」が 38.2％となっています。 

図表 5-3-80 長期修繕計画の有無    図表 5-3-81 建築時期別長期修繕計画の有無 

 

図表 5-3-82 直近の作成（改訂）時期       図表 5-3-83 計画期間 

   

図表 5-3-84 計画を作成していない理由（複数回答 n＝34） 

 

  

ある

203(79.0%)

ない

34(13.2%)

作成中

12(4.7%)

不明・無回答

8(3.1%)

n=257

平成14(2002)年以前

3(1.5%)
平成15～24

(2003～2012)年

15(7.4%)

平成25～29

(2013～2017)年

33(16.3%)

平成30(2018)年以降

132(65.0%)

不明・無回答

20(9.9%)

n=203

15年未満

10(4.9%)

15～30年未満

39(19.2%)

30年以上

100(49.3%)

不明・無回答

54(26.6%)

n=203

17(50.0%)

13(38.2%)

4(11.8%) 4(11.8%)
6(17.6%)

7(20.6%)

20(58.8%)

0

5

10

15

20

25

竣工当初

から作成

されていな

かった

作成が

必要という

意見が

少ない

作成の

方法や相談

相手が

わからない

作成する

費用を

捻出

できない

区分所有者

の合意形成

を図れない

その他 不明・

無回答

（件）

合計 ある ない 作成中 不明・
無回答

全体 257 203 34 12 8

100.0 79.0 13.2 4.7 3.1

昭和55(1980)年以前 70 45 15 6 4

100.0 64.3 21.4 8.6 5.7

115 89 16 6 4

100.0 77.4 13.9 5.2 3.5

平成13(2001)年以降 68 66 2 0 0

100.0 97.1 2.9 0.0 0.0

不明・無回答 4 3 1 0 0

100.0 75.0 25.0 0.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

長期修繕計画を 

策定している 

79.0％  

 

直近５年以内に 

長期修繕計画が 

作成(改訂) 

されている 

65.0％ 

 

30 年未満 
24.1％ 
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➁大規模修繕工事の実施状況 

・88.3％のマンションで、大規模修繕工事が実施済み又は実施予定となっています。 

・昭和 55（1980）年以前のマンションでは 69.5％のマンションが大規模修繕工事を２回以上

実施しています。 

・外壁修繕工事、屋上防水工事、鉄部塗り替え工事は、70～80％のマンションで実施されて

います。 

図表 5-3-85 大規模修繕工事実施の有無    図表 5-3-86 建築時期別大規模修繕工事実施の有無 

 

図表 5-3-87 建築時期別大規模修繕工事実施回数 

 

図表 5-3-88 大規模修繕工事の直近の実施年 

 

図表 5-3-89 大規模修繕工事の直近の実施内容（複数回答） 

 

図表 5-3-90 大規模修繕工事の実施時期の適切性 

 
  

実施したことが

ある

198(77.0%)

実施したことが

ないが、

予定している

29(11.3%)

実施予定が

ない

10(3.9%)

不明・無回答

20(7.8%)

n=257

1.0%

1.7%

3.0%

40.9%

11.9%

43.1%

87.9%

47.0%

69.5%

48.0%

3.0%

11.1%

16.9%

8.8%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=198)

昭和55(1980)年以前

(n=59)

昭和56(1981)年～

平成12(2000)年

(n=102)

平成13(2001)年以降

(n=33)

０回 1回 2回以上 不明・無回答

合計
平成14
(2002)年
以前

平成15～
24(2003～
2012)年

平成25～
29(2013～
2017)年

平成30
(2018)年
以降

不明・
無回答

全体 198 5 56 50 63 24

100.0 2.5 28.3 25.3 31.8 12.1

合計 外壁修繕
工事

屋上防水
工事

鉄部塗り
替え工事

給水管・
排水管
工事

エレベー
ターの
更新工事

その他 不明・
無回答

全体 198 173 165 156 22 44 14 11

100.0 87.4 83.3 78.8 11.1 22.2 7.1 5.6

合計 概ね計画
周期どおり
実施

計画周期
より遅れて
実施

急な必要
性が生じ、
計画と関
係なく実施

わからない 不明・
無回答

全体 198 122 47 7 8 14

100.0 61.6 23.7 3.5 4.0 7.1

合計 実施した
ことがある

実施した
ことがない
が、予定し
ている

実施予定
がない

不明・
無回答

全体 257 198 29 10 20

100.0 77.0 11.3 3.9 7.8

昭和55(1980)年以前 70 59 1 1 9

100.0 84.3 1.4 1.4 12.9

115 102 4 0 9

100.0 88.7 3.5 0.0 7.8

平成13(2001)年以降 68 33 24 9 2

100.0 48.5 35.3 13.2 2.9

不明・無回答 4 4 0 0 0

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年

 

 

88.3％ 

大規模修繕 

工事が実施済み 

又は実施予定 

88.3％ 
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➂次回の大規模修繕工事について 

・次回の大規模修繕工事について、「修繕積立金で負担する」との回答が 75.5％あり、建築時

期別にみると、平成 13（2001）年以降のマンションでは 88.2％、昭和 55（1980）年以前の

マンションでは 61.4％と、高経年マンションほどその比率は低くなっています。 

・また、「修繕積立金の金額を見直す」としているマンションは 24.9％あります。 

・大規模修繕工事を実施するにあたっては、「適切な修繕工事業者の選定が難しい」、「知識や

経験が少なく、技術的な判断ができない」等が課題として挙がっています。特に建築時期

が新しいほど、上記２つを課題としている比率が高くなっています。 

・次回大規模修繕工事の実施にあたり、「特に課題はない」と回答したマンションは 37.4％で

す。 

図表 5-3-91 次回大規模修繕工事の資金的見込み    図表 5-3-92 次回大規模修繕工事の課題 

 （複数回答 n＝257） （複数回答 n＝257） 

       
 

図表 5-3-93 建築時期別次回大規模修繕工事の資金的見込み（複数回答） 

 
 

  

194(75.5%)

64(24.9%)

11(4.3%)

31(12.1%)

29(11.3%)

15(5.8%)

30(11.7%)

10(3.9%)

5(1.9%)

0 100 200 300

修繕積立金で負担する

修繕積立金の金額を見直す

一時徴収金を集める

金融機関から借り入れる

工事時期をずらし、

対応する

明らかに不足するが、

補填方法は決まっていない

次の大規模修繕工事が

決まっていないため、

わからない

その他

不明・無回答

54(21.0%)

71(27.6%)

30(11.7%)

23(8.9%)

37(14.4%)

33(12.8%)

25(9.7%)

96(37.4%)

20(7.8%)

0 50 100 150

知識や経験が少なく、

技術的な判断ができない

適切な修繕工事業者の

選定が難しい

とりまとめを行う役員等が

いない

相談できる専門家等がいない

修繕工事の必要性を

区分所有者が十分認識して

いない

区分所有者間での合意形成が

難しい

その他

特に課題はない

不明・無回答

合計 修繕積立
金で負担す
る

修繕積立
金の金額
を見直す

一時徴収
金を集め
る

金融機関
から借り入
れる

工事時期
をずらし、
対応する

明らかに
不足する
が、補填方
法は決
まっていな
い

次の大規
模修繕工
事が決
まっていな
いため、わ
からない

その他 不明・
無回答

全体 257 194 64 11 31 29 15 30 10 5

100.0 75.5 24.9 4.3 12.1 11.3 5.8 11.7 3.9 1.9

昭和55(1980)年以前 70 43 13 5 13 8 4 13 4 2

100.0 61.4 18.6 7.1 18.6 11.4 5.7 18.6 5.7 2.9

115 88 29 4 12 12 9 9 5 3

100.0 76.5 25.2 3.5 10.4 10.4 7.8 7.8 4.3 2.6

平成13(2001)年以降 68 60 22 1 6 9 2 7 1 0

100.0 88.2 32.4 1.5 8.8 13.2 2.9 10.3 1.5 0.0

不明・無回答 4 3 0 1 0 0 0 1 0 0

100.0 75.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年
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図表 5-3-94 建築時期別次回大規模修繕工事の課題（複数回答） 

 
  

合計 知識や経
験が少な
く、技術的
な判断がで
きない

適切な修
繕工事業
者の選定
が難しい

とりまとめ
を行う役員
等がいな
い

相談できる
専門家等
がいない

修繕工事
の必要性
を区分所
有者が十
分認識して
いない

区分所有
者間での
合意形成
が難しい

その他 特に課題
はない

不明・
無回答

全体 257 54 71 30 23 37 33 25 96 20

100.0 21.0 27.6 11.7 8.9 14.4 12.8 9.7 37.4 7.8

昭和55(1980)年以前 70 12 13 5 4 10 11 11 26 6

100.0 17.1 18.6 7.1 5.7 14.3 15.7 15.7 37.1 8.6

115 25 31 14 12 13 14 10 46 11

100.0 21.7 27.0 12.2 10.4 11.3 12.2 8.7 40.0 9.6

平成13(2001)年以降 68 17 26 10 7 13 8 3 23 2

100.0 25.0 38.2 14.7 10.3 19.1 11.8 4.4 33.8 2.9

不明・無回答 4 0 1 1 0 1 0 1 1 1

100.0 0.0 25.0 25.0 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0

昭和56(1981)年～
平成12(2000)年
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Ⅴ．マンション再生について（昭和 56（1981）年以前に建築されたマンションについて） 

➀耐震診断や耐震性の状況 

・昭和 56（1981）年以前に建築されたマンションのうち、耐震診断実施済みのマンションが

39.5％、未実施のマンションが 48.7％ありました。 

・耐震診断実施済みのマンションのうち、「耐震性あり」と「耐震性なしのため耐震補強工事

を実施」が 60.0％を占めます。 

・耐震補強工事未実施の理由として、「工事費用が不足している」との回答が最も多くなって

います。 

図表 5-3-95 耐震診断実施の有無 

  

図表 5-3-96 診断結果と耐震補強工事 

 

図表 5-3-97 耐震補強工事未実施の理由（複数回答） 

 

図表 5-3-98 耐震診断未実施の理由（複数回答） 

 
 

 

  

合計 実施済み 未実施 不明・
無回答

全体 76 30 37 9

100.0 39.5 48.7 11.8

合計 耐震性あり 耐震性なし
のため、耐
震補強工
事を実施

耐震性なし
だが、耐震
補強工事
を未実施

不明・
無回答

全体 30 9 9 11 1

100.0 30.0 30.0 36.7 3.3

合計 建替えを
予定して
いる

工事費用
が不足して
いる

適切な工
事業者の
選定が難
しい

とりまとめ
を行う役員
等がいな
い

相談できる
専門家等
がいない

区分所有
者間での
合意形成
が難しい

補強工事
の実施が
法的・技術
的に難しい

その他 不明・
無回答

全体 11 2 7 2 0 1 3 4 1 7

100.0 18.2 63.6 18.2 0.0 9.1 27.3 36.4 9.1 63.6

合計 建物が新
耐震基準
に適合して
いる

建替えを
予定してい
る

診断費用
が不足して
いる

適切な調
査業者の
選定が難
しい

とりまとめ
を行う役員
等がいな
い

相談できる
専門家等
がいない

区分所有
者間での
合意形成
が難しい

耐震性が
なくても、
補強工事
の実施が
費用的に
難しい

耐震性が
なくても、
補強工事
の実施が
法的・技術
的に難しい

耐震性が
ない場合、
資産価値
低下が心
配

その他 不明・
無回答

全体 37 1 1 16 7 3 5 5 14 1 9 6 17

100.0 2.7 2.7 43.2 18.9 8.1 13.5 13.5 37.8 2.7 24.3 16.2 45.9

 

 

 

 

60.0％ 
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②マンションの建替えや改修、敷地売却の検討状況 

・マンションの建替えや改修、敷地売却について、「特に検討していない」が半数以上となっ

ています。 

・検討しているマンションの検討内容は、「建替え」が 66.7％と最も高く、次いで「改修」が

55.6％ですが、敷地売却を検討しているマンションもあります。 

・検討する上での課題をみると、「区分所有者間での合意形成が難しい」、「調査や計画作成の

進め方がわからない」という回答が多くなっています。 

図表 5-3-99 検討状況   

 
決議が成立しているマンションの事業開始予定年は 

令和元年である。 

図表 5-3-100 検討しているマンションの検討内容（複数回答） 

 

図表 5-3-101 検討内容別検討する上での課題（複数回答） 

 
   

合計 決議が
成立してい
る

現在検討
中である

今後検討
する予定
である

検討の必
要はある
が、当面予
定はない

かつて検
討したが
問題が多く
進んでい
ない

特に検討
していない

不明・
無回答

全体 76 1 9 2 7 8 42 7

100.0 1.3 11.8 2.6 9.2 10.5 55.3 9.2

合計 建替え 改修 敷地売却 不明・
無回答

全体 27 18 15 3 15

100.0 66.7 55.6 11.1 55.6

合計 検討する専
門委員会
等の設置
が難しい

建替えや
改修、敷地
売却のど
の手法が
よいのか
技術的な
判断がで
きない

区分所有
者間での
合意形成
が難しい

事務所・店
舗等の住
宅以外の
所有者と
の合意形
成が難し
い

相談ので
きる専門
家等がい
ない

調査や計
画作成の
進め方が
わからない

調査や計
画作成の
ための費
用を準備
できない

建替えや
改修、敷地
売却事業
の費用を
準備できな
い

検討した
が、採算が
合わず、事
業の実施
が難しい

法的な制
限のため、
望んでいる
ような再生
ができない

その他 特に課題
はない

不明・
無回答

全体 27 6 7 11 1 7 10 6 7 4 7 1 3 3

100.0 22.2 25.9 40.7 3.7 25.9 37.0 22.2 25.9 14.8 25.9 3.7 11.1 11.1

建替え 18 5 6 9 1 5 8 4 5 4 6 1 1 0

100.0 27.8 33.3 50.0 5.6 27.8 44.4 22.2 27.8 22.2 33.3 5.6 5.6 0.0

改修 15 4 5 5 1 6 6 4 6 2 4 1 2 2

100.0 26.7 33.3 33.3 6.7 40.0 40.0 26.7 40.0 13.3 26.7 6.7 13.3 13.3

敷地売却 3 0 1 2 0 1 1 0 0 0 0 1 0 0

100.0 0.0 33.3 66.7 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

不明・無回答 2 0 0 1 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1

100.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0
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Ⅵ．社会的機能の向上に資する取組 

➀マンション内の自治組織の有無、町会・自治会への加入 

・マンション内に自治組織がある割合は 5.4％となっています。 

・マンション居住者と近隣住民との交流については、55.6％のマンションで、何らかの交流

があることが分かります。 

・５地域別にみると、下町隣接地域及び山の手地域西部が 65％程度と高くなっています。 

図表 5-3-102 自治組織の有無 

 

図表 5-3-103 ５地域別マンション居住者と近隣住民との交流（複数回答）  

 
 

  

マンション内に

自治組織がある

14(5.4%)

マンション内に

自治組織は

ない

232(90.3%)

不明・無回答

11(4.3%)

n=257

町会・自治
会活動や、
まつり・地
域イベント
で交流して
いる

環境美化・
リサイクル
活動で交
流している

住民個々
の交流が
見受けら
れる

その他

全体 257 143 88 19 78 6 98 16

100.0 55.6 34.2 7.4 30.4 2.3 38.1 6.2

都心地域 57 29 17 4 16 3 28 0

100.0 50.9 29.8 7.0 28.1 5.3 49.1 0.0

下町隣接地域 54 35 20 4 19 2 14 5

100.0 64.8 37.0 7.4 35.2 3.7 25.9 9.3

山の手地域東部 65 31 22 5 16 1 29 5

100.0 47.7 33.8 7.7 24.6 1.5 44.6 7.7

山の手地域中央 61 35 22 3 20 0 21 5

100.0 57.4 36.1 4.9 32.8 0.0 34.4 8.2

山の手地域西部 20 13 7 3 7 0 6 1

100.0 65.0 35.0 15.0 35.0 0.0 30.0 5.0

交流はほ
とんど見受
けられない

不明・
無回答

何らかの交
流あり

合計
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②地域の町会・自治会への加入状況 

・地域の町会・自治会への加入状況については、何らかの形で加入しているマンションが

88.0％となっており、戸数規模の大きなマンションほど、管理組合として加入している比

率が高くなっています。 

・５地域別にみると、「マンションの管理組合として加入」している比率が、都心地域では

52.6％、山の手地域中央では 68.9％と、地域により偏りがあります。 

図表 5-3-104 町会・自治会への加入状況 

 

図表 5-3-105 全住戸数別加入の有無 

 

図表 5-3-106 ５地域別加入の有無 

 

 

マンションの

管理組合として

加入

160(62.3%)

マンション内の

自治組織として

加入

2(0.8%)

居住者が

個別に加入

64(24.9%)

誰も加入して

いない

19(7.4%)

不明・無回答

12(4.7%)

n=257

合計 マンション
の管理組
合として加
入

マンション
内の自治
組織として
加入

居住者が
個別に加
入

誰も加入し
ていない

不明・
無回答

全体 257 160 2 64 19 12

100.0 62.3 0.8 24.9 7.4 4.7

30戸以下 102 51 1 33 11 6

100.0 50.0 1.0 32.4 10.8 5.9

31～50戸以下 87 58 1 19 5 4

100.0 66.7 1.1 21.8 5.7 4.6

51戸以上 67 51 0 11 3 2

100.0 76.1 0.0 16.4 4.5 3.0

不明・無回答 1 0 0 1 0 0

100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

合計 マンション
の管理組
合として加
入

マンション
内の自治
組織として
加入

居住者が
個別に加
入

誰も加入し
ていない

不明・
無回答

全体 257 160 2 64 19 12

100.0 62.3 0.8 24.9 7.4 4.7

都心地域 57 30 0 22 5 0

100.0 52.6 0.0 38.6 8.8 0.0

下町隣接地域 54 33 2 10 5 4

100.0 61.1 3.7 18.5 9.3 7.4

山の手地域東部 65 43 0 15 3 4

100.0 66.2 0.0 23.1 4.6 6.2

山の手地域中央 61 42 0 13 3 3

100.0 68.9 0.0 21.3 4.9 4.9

山の手地域西部 20 12 0 4 3 1

100.0 60.0 0.0 20.0 15.0 5.0

 

88.0％ 

 

 

町会・自治会に 

加入している 

88.0％ 
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図表 5-3-107 マンションとしての今後の加入に対する考え（誰も加入していないマンションのみ） 

 

図表 5-3-108 加入したくない理由（複数回答） 

 
 

➂防犯対策について 

・防犯設備の設置状況については、防犯カメラが 81.3％、オートロックが 63.8％、モニタ付

きインターホンが 50.2％といった状況です。 

・地域の防犯パトロールについては、「自治組織や管理組合等として関与していない」が過半

を占めるものの、「役員等の代表者が参加している」マンションが 7.8％あります。 

図表 5-3-109 防犯設備の設置状況（複数回答 n＝257） 

 

図表 5-3-110 地域の防犯パトロール 

 
  

合計 加入したく
ない

加入したい わからない 不明・
無回答

全体 19 5 0 10 4

100.0 26.3 0.0 52.6 21.1

合計 活動内容を
よく知らな
い

活動への
参加を負
担に感じる

加入メリッ
トを感じら
れない

会費が高
い

地域に縛
られたくな
い

加入する
方法がわ
からない

その他 不明・
無回答

全体 5 0 2 5 2 1 0 0 2

100.0 0.0 40.0 100.0 40.0 20.0 0.0 0.0 40.0

209(81.3%)

129(50.2%)

164(63.8%)

8(3.1%)
24(9.3%)

4(1.6%)

0

50

100

150

200

250

防犯カメラ

(建物の

出入口)

住戸玄関

モニタ付き

インターホン

エントランス

のオート

ロック

システム

その他 何も設置

していない

不明・

無回答

（件）

合計 役員等の
代表者が
参加してい
る

居住者に
個別参加
を呼び掛
けている

自治組織
や管理組
合等として
関与してい
ない

わからない 不明・
無回答

全体 257 20 7 134 88 8

100.0 7.8 2.7 52.1 34.2 3.1  
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➃防災対策について 

・防災設備の設置状況については、「各居室の住宅用火災警報器」や「防火水槽や消火栓」は

半数以上のマンションで設置されています。防災用倉庫も 18.3％のマンションで設置され

ています。 

・自主防災組織を自ら結成している、又は地域の組織に参加しているマンションは22.5％です。 

・49.1％のマンションが、何らかの形で防災訓練を実施又は参加しています。 

・その他の防災対策として、ハザードマップや行動マニュアルの利用及び防災設備の定期的

な確認等を行っているマンションが、比較的多くなっています。 

図表 5-3-111 防災設備の設置状況（複数回答 n＝257） 

 

図表 5-3-112 災害時のための備蓄や設備の設置状況（複数回答） 

 

図表 5-3-113 自主防災組織の結成・参加状況 

 

図表 5-3-114 防災訓練の実施 

 

図表 5-3-115 その他の防災対策（複数回答） 

 

47(18.3%)

177(68.9%)

132(51.4%)

17(6.6%) 19(7.4%)
29(11.3%)

10(3.9%)

38(14.8%)

10(3.9%)

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

防災用

倉庫

各居室の

住宅用

火災警報器

防火水槽や

消火栓

雨水貯留

施設(地下

貯留槽、

雨水利用

施設等)

浸水対策

として

止水板や

土のう

エレベーター

内の備蓄

ボックス

その他 何も

設置して

いない

不明・

無回答

（件）

合計 食料・
飲料水

簡易トイ
レ・携帯ト
イレ

救出・救急
用具

自家発電
設備

通信機器
（無線機
等）

その他 何も設置し
ていない

不明・
無回答

全体 257 43 57 49 23 9 14 147 14

100.0 16.7 22.2 19.1 8.9 3.5 5.4 57.2 5.4

合計 マンション
で結成して
いる

マンション
で結成して
いないが、
地域の組
織に参加
している

マンション
で結成して
おらず、地
域の組織
にも参加し
ていない

わからない 不明・
無回答

全体 257 23 35 134 53 12

100.0 8.9 13.6 52.1 20.6 4.7

合計 定期的に
防災訓練を
実施してい
る

不定期で
はあるが
防災訓練
を実施して
いる

マンション
としての防
災訓練は
ないが、地
域の防災
活動に参
加している

マンション
としての防
災訓練は
なく、地域
の防災活
動にも参
加していな
い

わからない 不明・
無回答

全体 257 47 47 32 85 36 10

100.0 18.3 18.3 12.5 33.1 14.0 3.9

合計 居住者向
けの災害
時の行動
マニュアル
を作成・配
布している

安否確認
や施設設
備点検な
どの管理
組合等向
けのマニュ
アルを作
成している

避難行動
要支援者
（高齢者
等）名簿を
作成し、支
援体制を
整えている

居住者に
避難場所
やハザード
マップ等を
周知してい
る

防災設備
の定期的
な確認や、
備蓄の入
替えや補
充をしてい
る

その他 特にない 不明・
無回答

全体 257 37 18 10 77 64 5 116 13

100.0 14.4 7.0 3.9 30.0 24.9 1.9 45.1 5.1

 

 

  

22.5％ 

 

 
 

49.1％ 
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➄バリアフリー化、省エネや環境配慮に関する取組の実施状況 

・バリアフリー化については、「エレベーターが設置されている」マンションが 81.3％、次い

で「共用廊下等は、車いすが通れる幅が確保されている」マンションが 51.4％となってい

ます。 

・省エネや環境配慮の状況については、「共用廊下等の照明をＬＥＤ化している」マンション

が 73.2％ありますが、他の取組の実施率は低い状況です。 

図表 5-3-116 共用部分のバリアフリー化の状況   図表 5-3-117 省エネや環境配慮の状況（複数回答 n＝257） 

（複数回答 n＝257） 

 
 

➅マンションの維持管理や修繕等を円滑に行うために、行政に求める支援 

・大規模修繕工事や耐震に関する支援を求めるマンションの割合が高くなっています。 

・相談体制や情報提供などへのニーズも 10～20％程度あります。 

図表 5-3-118 維持管理や修繕等を円滑に行うために、行政に求める支援（複数回答 n＝257） 

 

 

  

105

(40.9%)
95

(37.0%)

132

(51.4%)
124

(48.2%)

209

(81.3%)

2

(0.8%)

19

(7.4%)

188

(73.2%)

19

(7.4%)
0

(0.0%)

1

(0.4%)

3

(1.2%)

3

(1.2%)

6

(2.3%)

63

(24.5%)

0

50

100

150

200

250

エントラ

ンスや共

用廊下に

は段差が

ない（あ

る場合は

スロープ

を設置）

共用廊下

や階段に

は、手す

りが設置

されて

いる

共用廊下

等は、車

いすが通

れる幅が

確保され

ている

エントラ

ンスには、

自動ドア

が設置さ

れている

エレベー

ターが設

置されて

いる

その他 不明・

無回答

共用廊下

等の照明

をLED化

している

開口部の

遮熱性能

の向上

（二重窓

・外断熱

等）に取

り組んで

いる

電気自動

車用充電

設備を設

置して

いる

省エネ設備

（蓄電池、

太陽光パネ

ル等）を

設置

している

断熱性の

向上を図

るため、

外断熱改

修工事を

実施して

いる

屋上緑化

や壁面緑

化など、

建物を活

用したグ

リーンイ

ンフラを

整備して

いる

その他 不明・

無回答

バリアフリー化の状況 省エネや環境配慮の状況

（件）

63

(24.5%)

128

(49.8%)

93

(36.2%)
67

(26.1%) 50

(19.5%)

62

(24.1%) 44

(17.1%)
41

(16.0%)

41

(16.0%) 20

(7.8%)

27

(10.5%)

37

(14.4%)
28

(10.9%) 16

(6.2%)

51

(19.8%)
23

(8.9%)

0

20

40

60

80

100

120

140

長期修繕

計画の作

成への

支援

大規模修

繕工事へ

の支援

劣化診断

への支援

耐震診断

・改修へ

の支援

バリアフ

リー改修

への支援

省エネ

改修へ

の支援

建替え等

への支援

専門家等

のアドバ

イザーの

派遣

相談体制

の強化

講演会・

セミナー

などの

開催

管理組合

間のネッ

トワーク

づくり

管理マニ

ュアルや

ガイドブ

ックなど

の情報提

供の充実

適切な維

持管理を

実施する

マンショ

ンの認定

その他 特にない 不明・

無回答

（件）
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Ⅶ．マンション施策について 

➀文京区や東京都、国が実施する施策の利用意向 

・「利用したい」の比率は「マンション劣化診断調査費助成」が 52.9％で最も高く、次いで「マ

ンション改良工事助成」が 44.0％、「マンション共用部分改修費助成」が 39.7％となって

おり、修繕や改修にかかる助成支援への関心が高くなっています。 

・また、「中高層マンション防災対策パンフレット」、「エレベーターの閉じ込め防止対策に関

する支援」、「防災備蓄品に関する支援」がそれぞれ 40％弱程度となっており、防災に関す

る支援への関心も高くなっています。 

 

図表 5-3-119 施策の利用意向（項目ごとに１つ回答） 

 
  

0.4%

2.7%

2.7%

3.1%

2.3%

3.9%

3.1%

1.6%

1.2%

2.3%

3.1%

1.9%

1.6%

0.8%

0.8%

2.7%

3.1%

5.1%

4.3%

36.2%

44.0%

23.0%

39.7%

52.9%

35.8%

23.7%

24.1%

14.4%

19.5%

29.2%

26.1%

27.2%

21.8%

16.7%

36.6%

23.7%

35.0%

36.6%

8.9%

7.4%

17.1%

11.3%

6.6%

13.6%

19.5%

20.6%

33.5%

22.2%

14.0%

13.6%

14.0%

17.5%

21.0%

14.8%

19.1%

11.3%

12.1%

35.0%

27.2%

37.7%

27.6%

19.5%

27.6%

32.7%

31.9%

28.8%

34.2%

32.7%

36.6%

36.2%

37.4%

37.7%

23.0%

30.4%

27.6%

25.3%

19.5%

18.7%

19.5%

18.3%

18.7%

19.1%

21.0%

21.8%

22.2%

21.8%

21.0%

21.8%

21.0%

22.6%

23.7%

23.0%

23.7%

21.0%

21.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期優良住宅化リフォーム推進事業

マンション改良工事助成

マンションアドバイザー制度

マンション共用部分改修費助成

マンション劣化診断調査費助成

マンション長期修繕計画作成費助成

マンション管理士派遣

分譲マンション管理個別相談

分譲マンション管理組合設立支援

マンション管理セミナー

耐震診断費用の助成

補強設計の費用助成

耐震改修工事助成

耐震化アドバイザー派遣

耐震セミナー及び個別相談会

中高層マンション防災対策パンフレット

防災訓練の実施に関する支援

防災備蓄品に関する支援

エレベーターの閉じ込め防止対策に関する支援

国
東

京
都

文
京

区

既に利用 利用したい 利用したいと思わない どちらともいえない 不明・無回答

 

 

 

 

 

 

国 

東
京
都 
文
京
区 
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Ⅷ．その他 自由意見 

➀コロナ禍における、マンション管理等の変化 

・総会・理事会の開催を、書面化・オンライン化や開催場所の変更により、工夫して開催して

いるという意見がみられます。一方で、開催頻度が減少していたり、開催できていなかっ

たという意見、出席者が減ったという意見等もありました。 

・その他の影響として、消毒液の設置や検温器の設置等の感染対策の実施や、防災意識が向

上したという意見、在宅ワークによるゴミの量の増加、居住者コミュニティの減少等の意

見が挙げられています。 

 

➁その他の意見 

・分譲マンションに関する施策について、制度を知らない、要件が合致しないため利用でき

ない、改修やバリアフリーへの補助が欲しい等の意見が複数寄せられています。 

・また、管理会社の適切な運営を求める意見があります。 

・その他、役員のなり手不足、賃貸化、機械式駐車場の維持管理費の負担が大きいこと等が

挙げられています。 

 

Ⅸ．回答者属性 

・本アンケート調査は、「マンション管理業者」の代筆が半数以上でした。 

図表 5-3-120 回答者属性 

 
 

 

 

合計 管理組合
理事長

管理組合
役員等

マンション
管理業者

その他 不明・
無回答

全体 257 76 8 134 15 24

100.0 29.6 3.1 52.1 5.8 9.3
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５－４ 賃貸マンション所有者調査 

（１）調査概要 

①調査の目的 

・「住宅マスタープラン」の見直しに向け、賃貸マンションの現状や所有者の意向・意見を把

握すること。 

 

②調査の方法 

調査対象 区内賃貸マンションの所有者（家主）500 名 

＊区内賃貸マンションから無作為抽出 

＊１棟全体を単独の所有者が所有している賃貸マンション（３階建て以上）が対象 

配布サンプル 発送 500 － 不達 74 ＝ 426（回収率の分母） 

調査方法 アンケート調査票を郵送配布・郵送回収又はメール（エクセル）回答 

調査期間 令和４（2022）年 11 月４日（金）～25 日（金） 

＊令和５（2023）年３月 31 日（金）到着分までを集計 

 

③回収サンプル                 ＊住戸数３戸以上の回答を有効回答として扱う 

 回収数 有効回収数（率） 構成比 

合計 99 94（22.1％） 100.0％ 

メール（エクセル）回答 3 3 3.2％ 

用紙回答（郵送） 96 91 96.8％ 
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（２）集計結果 

 

Ⅰ．所有する賃貸マンションの概要について 

①回答者の立場 

・「所有者」本人の回答が 83.0％と多数であり、「所有者のご家族等」の回答が 11.7％ありま

す。 

図表 5-4-1 回答者の立場 

 
 

②所有者属性 

・経営主体は「個人（単独）」が 60.6％と半数以上でしたが、複数での経営や法人化している

ケースもありました。 

・賃貸経営は専業が 39.4％ですが、「兼業（賃貸経営が主な収入源）」が 30.9％、「兼業（賃

貸経営は副業）」が 28.7％あり、業態は分散しています。 

・所有者の年齢は 65 歳以上が 68.1％と大半でした。 

図表 5-4-2 経営主体 

 

図表 5-4-3 専業・兼業の状況 

 

図表 5-4-4 所有者の年齢 

 
 

  

合計 所有者 所有者の
ご家族等

所有者から
依頼を受け
た管理者
等

不明・
無回答

全体 94 78 11 1 4

100.0 83.0 11.7 1.1 4.3

合計 個人
（単独）

個人
（複数）

不動産
所有・
管理会社

不動産
投資法人

不明・
無回答

全体 94 57 16 19 2 0

100.0 60.6 17.0 20.2 2.1 0.0

合計 専業 兼業（賃貸
経営が主
な収入源）

兼業（賃貸
経営は副
業）

不明・
無回答

全体 94 37 29 27 1

100.0 39.4 30.9 28.7 1.1

合計 39歳以下 40～49歳 50～64歳 65～74歳 75歳以上 不明・
無回答

全体 94 0 4 23 31 33 3

100.0 0.0 4.3 24.5 33.0 35.1 3.2

68.1％ 
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③賃貸経営（事業）を始めた経緯 

・相続理由が 39.4％と最も高く、次いで「投資目的、副収入獲得のため」、「賃貸住宅事業を

本業とするため」がそれぞれ 22.3％となっています。 

図表 5-4-5 賃貸経営（事業）を始めた経緯 

 

④所有する賃貸マンションの棟数・戸数（区外も含め、所有する賃貸マンション全ての棟数、戸数

について回答） 

・所有する賃貸マンションの規模としては、総棟数は「１棟」が 64.9％、総戸数は 30 戸以下

が 76.6％、10 戸以下が 48.9％と、経営規模の小さな所有者が大半です。 

・文京区内の所有棟数は「１棟」が 79.8％、戸数は 30 戸以下が 89.3％、10 戸以下が 55.3％

となっています。 

図表 5-4-6 所有マンションの総棟数  

 

図表 5-4-7 所有マンションの総戸数 

 

⑤所有する賃貸マンションの空室状況（区外も含め、所有する賃貸マンション全ての空室につい

て回答） 

・空室は所有物件全体としても文京区内の物件としても「０％」の回答が約 40％あります。

20％以上の空室を抱えている所有者は約 10％です。 

図表 5-4-8 所有マンションの空室率 

 
  

合計 相続で賃
貸住宅を
所有した
ため

節税対策
のため

投資目的、
副収入獲
得のため

賃貸住宅
事業を本業
とするため

その他 不明・
無回答

全体 94 37 4 21 21 9 2

100.0 39.4 4.3 22.3 22.3 9.6 2.1

合計 1棟 2棟 3～5棟 6～10棟 11棟以上 不明・
無回答

所有する総棟数 94 61 17 10 0 3 3

100.0 64.9 18.1 10.6 0.0 3.2 3.2

区内で所有する棟数 94 75 13 6 0 0 0

100.0 79.8 13.8 6.4 0.0 0.0 0.0

合計 5戸以下 6～10戸 11～20戸 21～30戸 31～100戸 101戸以上 不明・
無回答

所有する総戸数 94 22 24 23 3 13 4 5

100.0 23.4 25.5 24.5 3.2 13.8 4.3 5.3

区内で所有する戸数 94 25 27 25 7 9 1 0

100.0 26.6 28.7 26.6 7.4 9.6 1.1 0.0

合計 0% 5％未満 5～10％
未満

10～20％
未満

20～30％
未満

30％以上 不明・
無回答

所有する総空室数 94 36 9 11 13 4 6 15

100.0 38.3 9.6 11.7 13.8 4.3 6.4 16.0

区内で所有する空室数 94 39 4 10 17 3 8 13

100.0 41.5 4.3 10.6 18.1 3.2 8.5 13.8

76.6％ 48.9％ 

89.3％ 

10.7％ 

11.7％ 

55.3％ 
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Ⅱ．１棟当たりの住戸数が最も多い物件の状況について 

・本項は、文京区内に所有する賃貸マンションのうち「１棟当たりの住戸数が最も多い物件」

の状況についての回答結果となります。 

➀物件の概要について 

ⅰ）物件の概要 

・物件の所在地は「山の手地域東部」が 39.4％と高く、次いで「下町隣接地域」でした。 

・住戸数は 10 戸以下で 58.5％、30 戸以下とすると 92.6％となっています。また、５階建て

までの物件が 76.6％と大半で、21 階以上の物件はありませんでした。 

・建築時期は平成 13（2001）年以降が 46.8％と比較的高く、旧耐震基準の昭和 55（1980）年

以前は 20.3％でした。 

・電気室は「１階」が 67.0％と最も高いものの、「地下」、「２階以上」とするマンションもそ

れぞれ 7.4％ずつありました。 

・構造は、「鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）」が 50.0％と最も高く、次いで「鉄骨造（Ｓ造）」

が 28.7％となっています。 

・土地の権利は 94.7％とほとんどが「所有権」です。 

・賃借人との賃貸借契約は「普通借家契約」が 85.1％で、「定期借家契約」にしているマンシ

ョンは 7.4％と少数です。 

・住戸面積は「30 ㎡未満」が 54.2％となっています。住生活基本計画（全国計画）では、単

身世帯の最低居住面積水準を 25 ㎡、世帯員２名の最低居住面積水準を 30 ㎡としており、

回答のあった物件は１～２人の小世帯向けの物件が半数であることが分かります。 

・回答のあった物件には民泊用住戸はありませんでした。 

・住宅以外の併設用途がないマンションが 55.3％で過半を占めますが、店舗併設が 12.8％、

事務所併設が 22.3％あります。 

・過半数の所有者は物件と同一のマンション内に住んでいます。 

図表 5-4-9 所在地 

 
  

合計 都心地域 下町隣接
地域

山の手
地域東部

山の手
地域中央

山の手
地域西部

不明・
無回答

全体 94 5 21 37 16 0 15

100.0 5.3 22.3 39.4 17.0 0.0 16.0
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図表 5-4-10 住戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-4-11 階数（地上） 

 

図表 5-4-12 建築時期              図表 5-4-13 電気室の位置 

  

図表 5-4-14 構造 

 

図表 5-4-15 土地の権利 

 
図表 5-4-16 賃借人との賃貸借契約の形式 

 
  

合計 3階 4～5階 6～10階 11～20階 21階以上 不明・
無回答

全体 94 38 34 14 4 0 4

100.0 40.4 36.2 14.9 4.3 0.0 4.3

昭和45年

(1970)以前

4(4.3%)

昭和46～55年

(1971～1980)

15(16.0%)

昭和56～平成2

年(1981～1990)

17(18.1%)

平成3～12年

(1991～2000)

13(13.8%)

平成13～22年

(2001～2010)

21(22.3%)

平成23年

(2011)以降

23(24.5%)

不明・無回答

1(1.1%)

n=94

合計 鉄筋
コンクリート
造
（ＲＣ造）

鉄骨造
（Ｓ造）

鉄骨鉄筋
コンクリート
造
（ＳＲＣ造）

その他 不明・
無回答

全体 94 47 27 15 3 2

100.0 50.0 28.7 16.0 3.2 2.1

合計 所有権 借地権 定期借地
権

不明・
無回答

全体 94 89 3 1 1

100.0 94.7 3.2 1.1 1.1

合計
普通借家
契約

定期借家
契約

その他
不明・
無回答

全体 94 80 7 2 5

100.0 85.1 7.4 2.1 5.3

5戸以下

24(25.5%)

6～10戸

31(33.0%)

11～20戸

26(27.7%)

21～30戸

6(6.4%)

31～100戸

6(6.4%)

101戸以上

1(1.1%)

76.6％ 

30 戸以下

92.6％ 

20.3％ 

46.8％ 

10 戸以下 

58.5％ 

合計 地下 1階 2階以上 不明・
無回答

全体 94 7 63 7 17

100.0 7.4 67.0 7.4 18.1

n=94 

n=94 



 

213 

図表 5-4-17 最も多い住戸タイプ（面積）         図表 5-4-18 民泊用住戸の有無 

 

図表 5-4-19 住宅以外の併設用途（複数回答） 

 

図表 5-4-20 所有者の住まい 

 
 

ⅱ）管理形態 

・「直接管理（自ら実施）」が最も多く 35.1％、次いで「全部委託」が 27.7％となっています。 

図表 5-4-21 現在の管理形態 

  

25㎡未満

27(28.7%)

25㎡以上

30㎡未満

24(25.5%)

30㎡以上

40㎡未満

14(14.9%)

40㎡以上

50㎡未満

14(14.9%)

50㎡以上

60㎡未満

6(6.4%)

60㎡以上

70㎡未満

2(2.1%)

不明・無回答

7(7.4%)

合計 店舗 事務所 その他 住宅以外
の用途は
なし

不明・
無回答

全体 94 12 21 14 52 2

100.0 12.8 22.3 14.9 55.3 2.1

物件と同一の

マンション内

48(51.1%)

物件と

同じ町内

10(10.6%)

文京区内

6(6.4%)

文京区外

（23区内）

11(11.7%)

東京都の

市部

5(5.3%)

他の道府県

12(12.8%)

不明・無回答

2(2.1%)

直接管理

（自ら実施）

33(35.1%)

部分委託

(一部を管理会社

等に委託)

16(17.0%)

全部委託

26(27.7%)

サブリース

（物件を事業者

等に貸し、

その者が転貸）

18(19.1%)

不明・無回答

1(1.1%)

30 ㎡未満 

54.2％ 

合計 ある ない 不明・
無回答

全体 94 0 93 1

100.0 0.0 98.9 1.1

n=94 

n=94 

n=94 
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ⅲ）賃貸借契約における転貸借のルール 

・「転貸借ルールがあり、転貸借を禁止している」マンションは 54.3％で過半を占めていま

す。ルールを設けて転貸借を許容しているマンションもあります。 

・一方、「転貸借のルールがない」マンションは 26.6％あります。 

図表 5-4-22 賃貸借契約における転貸借ルールの有無と内容 

 
 

ⅳ）入居者の状況 

・主な入居世帯は、若年単身世帯（20～30 歳代）が 45.7％と最も高く、中年・高齢単身世帯

を合わせると半数以上を占めています。次いで夫婦世帯が 18.1％となっており、ファミリ

ー世帯は 4.3％と低くなっています。 

・賃貸借契約の平均年数は３～５年程度が 55.3％であり、２年契約で更新は１回（計４年居

住）という形が主流と考えられます。 

・平均的な月額家賃（共益費含む）は 10 万円以上 15 万円未満が最も高く 36.2％となってい

ます。４万円以上６万円未満の住宅は 3.2％と少数で、６万円以上 15 万円未満の住宅が

88.4％を占めます。 

図表 5-4-23 主な入居世帯  

 

図表 5-4-24 入居者の平均的な契約年数 

 
  

合計 転貸借の
ルールが
あり、転貸
借を許容し
ている

転貸借の
ルールが
あり、転貸
借を禁止し
ている

転貸借の
ルールがな
い

不明・
無回答

全体 94 16 51 25 2

100.0 17.0 54.3 26.6 2.1

若年単身

（20～30歳代）

43(45.7%)

中年・高齢単身

（40歳以上）

9(9.6%)

若年夫婦

（20～30歳代）

13(13.8%)

中年・高齢夫婦

（40歳以上）

4(4.3%)

ファミリー世帯

4(4.3%)

様々な

タイプの世帯

が混在

19(20.2%)

その他

2(2.1%)

n=94

合計 １～２年
程度

３～５年
程度

６～９年
程度

10年以上 不明・
無回答

全体 94 11 52 21 6 4

100.0 11.7 55.3 22.3 6.4 4.3

単身 

55.3％ 

夫婦 

18.1％ 

n=94 
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図表 5-4-25 平均的な月額家賃（共益費含む） 

 

 

ⅴ）性能面での特徴 

・オートロックなどの防犯性能への配慮が 61.7％で最も高く、次いでインターネット設備の

設置が 55.3％、耐震性能が 48.9％となっています。水廻り設備が分譲マンションと同等以

上の水準となっているマンションが 36.2％、断熱性能や遮音性能、建物調査の実施等は

30％程度となっています。住宅性能評価等の第三者評価を取得している物件は 10％に満た

ない状況です。 

図表 5-4-26 性能面での特徴（複数回答） 

 
 

  

４万円以上

６万円未満

3(3.2%)

６万円以上

８万円未満

26(27.7%)

８万円以上

10万円未満

23(24.5%)

10万円以上

15万円未満

34(36.2%)

15万円以上

6(6.4%)

不明・無回答

2(2.1%)

全体

合計 94 100.0

バリアフリーに配慮している（手すりや段差解消など） 14 14.9

耐震性能を備えている 46 48.9

省エネ性能に配慮している（太陽光パネルや高効率給湯器など） 9 9.6

断熱性能に配慮している（高性能の断熱材やサッシなど） 27 28.7

遮音性能に配慮している（防音性の高い床・壁の建材など） 28 29.8

防犯性能に配慮している（オートロック、モニタ付インターホン、防犯カメラ（建物出入口）など） 58 61.7

台所や浴室などの水廻り設備が分譲マンションに近い、または同等以上の水準 34 36.2

子育てのしやすさに配慮をしている（子どもを見守りやすい間取り、危険防止措置など） 1 1.1

光回線やWi-Fiなど、インターネット設備を備えている 52 55.3

劣化状況について建物調査（インスペクション）を実施し、改修を行っている 26 27.7

住宅性能評価を取得するなど、第三者評価を受けている 7 7.4

長期優良住宅認定や長期優良住宅化リフォームの補助等を受けている 2 2.1

その他 2 2.1

特徴といえるものはない 13 13.8

不明・無回答 2 2.1

６万円以上 

15 万円未満 

88.4％ 

n=94 
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➁空室の状況について 

ⅰ）３か月以上の空室の有無 

・３か月以上の空室は「ない」との回答が 63.8％です。 

・空室率は「10～20％未満」が最も高く、34.4％となっています。 

図表 5-4-27 ３か月以上の空室の有無 

 
 

図表 5-4-28 ３か月以上の空室率 

 
 

ⅱ）空室となっている理由 

・３か月以上空室となっている理由としては、「市場の悪化のため（供給過剰、需要減退など）」

との回答が 34.4％と最も高く、次いで、「入居条件を厳しくしているため」、「ペット不可と

しているため」、「設備などが古く、時代に合わないため」等が回答されています。 

図表 5-4-29 空室となっている理由（複数回答） 

 
  

ある

32(34.0%)

ない

60(63.8%)

不明・無回答

2(2.1%)

合計 0% 5％未満 5～10％
未満

10～20％
未満

20～30％
未満

30％以上 不明・
無回答

全体 32 0 2 7 11 5 7 0

100.0 0.0 6.3 21.9 34.4 15.6 21.9 0.0

全体

合計 32 100.0

現在は入居者を募集していないため 5 15.6

家賃が周辺相場に比べ高いため 2 6.3

入居条件を厳しくしているため 6 18.8

ペット不可としているため 6 18.8

住戸面積が狭小なため 4 12.5

エレベーターがないため 5 15.6

１階住戸のため 3 9.4

設備などが古く、時代に合わないため 6 18.8

建物・設備が古く、傷んでいるため 5 15.6

駐車場・駐輪場が不十分なため 1 3.1

交通の便や買い物などが不便な立地にあるため 0 0.0

日照条件が悪いため 0 0.0

近隣環境が良くないため（騒音、振動など） 0 0.0

治安が良くないため 0 0.0

市場の悪化のため（供給過剰、需要減退など） 11 34.4

その他 7 21.9

不明・無回答 12 37.5

非該当 62

n=94 
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ⅲ）近年の空室の推移について 

・近年の空室状況は「あまり変わらない」と回答しているマンションが 58.5％あり、「増加し

ている」という回答は 21.3％でした。 

・高経年であるほど、「増加している」の回答比率が高い傾向がみられます。 

図表 5-4-30 建築時期別近年の空室状況 

 
 

➂修繕計画、修繕工事について 

ⅰ）建物や設備の不具合・問題点等 

・「特に問題はない」との回答が 36.2％と最も高い状況ですが、バリアフリー関係の問題も認

識されています。 

図表 5-4-31 建物や設備の不具合・問題点等（複数回答） 

 
 

  

合計 増加して
いる

あまり
変わらない

減少して
いる

わからない 不明・
無回答

全体 94 20 55 7 8 4

100.0 21.3 58.5 7.4 8.5 4.3

昭和55（1980）年以前 19 7 9 0 2 1

100.0 36.8 47.4 0.0 10.5 5.3

昭和56（1981）～ 30 9 14 5 2 0

平成12（2000）年 100.0 30.0 46.7 16.7 6.7 0.0

平成13（2001）年以降 44 4 32 2 3 3

100.0 9.1 72.7 4.5 6.8 6.8

不明・無回答 1 0 0 0 1 0

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

全体

合計 94 100.0

屋上防水の劣化など　 8 8.5

外壁のひび割れ、剥離、鉄筋の露出など 7 7.4

バルコニー裏の鉄筋の露出、漏水など 0 0.0

手すりなどの鉄部の錆び 10 10.6

給排水管の詰まり、錆び、漏水など 8 8.5

エレベーターの不具合 0 0.0

道路から各住戸の玄関まで、車いすで到達できない 25 26.6

住戸内がバリアフリー化されていない 19 20.2

気密性が低く寒い 3 3.2

室内の結露やカビ 8 8.5

住戸内の床、壁、設備などの劣化 12 12.8

外構の劣化や傷み（舗装、フェンスなど） 4 4.3

植栽の繁茂 3 3.2

その他 7 7.4

特に問題はない 34 36.2

不明・無回答 4 4.3
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ⅱ）劣化診断の実施状況 

・「劣化診断を受けていない」マンションが 57.4％と過半を占めます。 

図表 5-4-32 劣化診断の実施状況 

 
 

ⅲ）長期修繕計画の作成状況 

・「作成していない」マンションが 61.7％あります。 

・未作成の理由としては、「必要に応じて修繕工事を行えばよく、長期的な計画は不要なため」

との回答が最も多くなっています。 

図表 5-4-33 長期修繕計画の作成状況 

 

図表 5-4-34 長期修繕計画を未作成の理由 

 
 

ⅳ）大規模修繕工事の実施状況 

・「実施している」マンションと「実施していない」マンションが約 40％ずつあります。 

・過去の工事履歴は「全部ある」マンションが 41.5％ですが、保管されて「ない」や「わか

らない」とする所有者もいます。 

・次回の大規模修繕工事費用を、自己資金や借入金で賄える見通しがあるマンションは

49.0％です。 

図表 5-4-35 大規模修繕工事の実施状況 

 

図表 5-4-36 これまでの修繕工事履歴の保管の有無 

 
  

合計 劣化診断を
受け、修繕
を行った

劣化診断
を受けた
が、修繕を
行っていな
い

劣化診断を
受けていな
い

わからない 不明・
無回答

全体 94 19 6 54 8 7

100.0 20.2 6.4 57.4 8.5 7.4

合計 作成して
いる

作成してい
ないが、今
後作成予
定である

作成して
いない

わからない 不明・
無回答

全体 94 13 14 58 4 5

100.0 13.8 14.9 61.7 4.3 5.3

合計 必要に応じ
て修繕工
事を行えば
よく、長期
的な計画
は不要なた
め

長期修繕
計画の作
成を誰に
相談したら
よいかわ
からないた
め

作成する費
用がないた
め

長期修繕
計画の必
要性につい
て知らな
かったため

その他 不明・
無回答

全体 58 38 2 1 4 8 5

100.0 65.5 3.4 1.7 6.9 13.8 8.6

合計 実施して
いる

実施してい
ないが、予
定がある

実施して
いない

わからない 不明・
無回答

全体 94 39 8 36 7 4

100.0 41.5 8.5 38.3 7.4 4.3

合計 全部ある 一部ある ない わからない 不明・
無回答

全体 94 39 23 19 7 6

100.0 41.5 24.5 20.2 7.4 6.4
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図表 5-4-37 次回に予定する大規模修繕工事の資金的見込み 

 

図表 5-4-38 大規模修繕工事の実施に当たっての課題（複数回答） 

 
 

➃耐震化状況について 

・以下は昭和 56（1981）年以前に建築されたマンションに対する設問です。 

ⅰ）耐震化の状況について 

・昭和 56（1981）年以前のマンションで、「耐震診断を受けている」物件は３件、うち２件は

「耐震診断を受け耐震性がないことが確認された」結果、「耐震改修を行った」と回答して

います。 

図表 5-4-39 耐震診断の有無 

 

図表 5-4-40 耐震診断を受けたマンションの耐震性の有無 

 

図表 5-4-41 耐震診断を受け耐震性がないことが確認されたマンションの耐震改修の実施の有無 

 

 

  

合計 自己資金
で全費用
負担できる

一部を金
融機関か
ら借り入れ
る必要が
ある

不足するが
補填方法
は決まって
いない

次の修繕
工事が決
まっておら
ずわからな
い

不明・
無回答

全体 94 34 12 5 40 3

100.0 36.2 12.8 5.3 42.6 3.2

合計 大規模修
繕工事に
ついての知
識・経験が
不足してい
る

どこに相談
したらよい
かわから
ない

修繕のた
めの計画
がない

自己資金
が不足して
いる

適切な工
事業者の
選定が難
しい

その他 課題を感じ
ていない

不明・
無回答

全体 94 18 6 12 15 18 4 37 6

100.0 19.1 6.4 12.8 16.0 19.1 4.3 39.4 6.4

合計 耐震診断を
受けている

耐震診断
を受けてい
ない

わからない 不明・
無回答

全体 19 3 10 2 4

100.0 15.8 52.6 10.5 21.1

合計 耐震診断を
受け耐震
性がないこ
とが確認さ
れた

耐震診断
を受け耐
震性があ
ることが確
認された

わからない 不明・
無回答

全体 3 2 1 0 0

100.0 66.7 33.3 0.0 0.0

合計 耐震改修を
行っていな
い

耐震改修
を行った

不明・
無回答

全体 2 0 2 0

100.0 0.0 100.0 0.0

49.0％ 
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➄防災対策について 

ⅰ）設置している防災設備 

・「各居室の住宅用火災警報器」を設置していると回答したマンションは 78.7％となってい

ます。 

・「防火水槽や消火栓」を設置しているマンションは 25.5％ありますが、12.8％のマンション

では「何も設置していない」状況です。 

図表 5-4-42 設置している防災設備（複数回答） 

 
 

ⅱ）防災対策 

・防災に関する取組を行っていないマンションが 80.9％です。 

・防災訓練について半数以上のマンションは何の取組もみられませんが、18.1％のマンショ

ンは「マンションとしての防災訓練はないが、地域の防災活動に参加している」と回答し

ています。 

図表 5-4-43 マンションで行っている防災の取組（複数回答） 

 

図表 5-4-44 防災訓練の実施状況 

 
 

ⅲ）マンション入居者の自主防災組織の結成・参加状況 

・自主防災組織を「マンションで結成している」マンションは１件のみです。 

図表 5-4-45 マンション入居者の自主防災組織の結成・参加状況 

 
 

  

合計 防災用
倉庫

各居室の
住宅用火
災警報器

防火水槽
や消火栓
 

雨水貯留
施設（地下
貯留槽、雨
水利用施
設等）

エレベー
ター内の
備蓄ボック
ス

浸水対策
用設備（止
水板等）

自家発電
設備

通信機器
（無線機
等）

その他
何も設置し
ていない

不明・
無回答

全体 94 3 74 24 3 2 1 1 4 10 12 1

100.0 3.2 78.7 25.5 3.2 2.1 1.1 1.1 4.3 10.6 12.8 1.1

合計 食料や飲
料水等の
備蓄

簡易トイ
レ・携帯ト
イレの備
蓄

防災マニュ
アルの作
成・配布

町会・自治
会との協定
や覚書締
結

マンション
内の避難
行動要支
援者（高齢
者等）の把
握

その他 マンション
としての取
組はない

不明・
無回答

全体 94 4 3 4 1 0 3 76 5

100.0 4.3 3.2 4.3 1.1 0.0 3.2 80.9 5.3

合計 定期的に
防災訓練を
実施してい
る

不定期で
はあるが
防災訓練
を実施して
いる

マンション
としての防
災訓練は
ないが、地
域の防災
活動に参
加している

マンション
としての防
災訓練は
なく、地域
の防災活
動にも参加
していない

わからない 不明・
無回答

全体 94 1 4 17 53 15 4

100.0 1.1 4.3 18.1 56.4 16.0 4.3

合計 マンション
で結成して
いる

マンション
で結成して
いないが、
地域の組
織に参加
している

マンション
で結成して
おらず、地
域の組織
にも参加し
ていない

わからない 不明・
無回答

全体 94 1 9 60 21 3

100.0 1.1 9.6 63.8 22.3 3.2
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➅入居者と地域の関係について 

ⅰ）入居者の町会・自治会への加入状況 

・「マンションとして加入している」マンションが 41.5％あります。 

図表 5-4-46 入居者の町会・自治会への加入状況 

 
 

ⅱ）マンション入居者と近隣住民の交流 

・「交流はほとんど見受けられない」マンションが 52.1％と過半を占め、「わからない」とす

るマンションが 25.5％あります。 

図表 5-4-47 マンション入居者と近隣住民の交流の有無と内容（複数回答） 

 
  

合計 マンション
として加入
している

入居者が
個別に加
入している

加入してい
ない

わからない 不明・
無回答

全体 94 39 11 29 15 0

100.0 41.5 11.7 30.9 16.0 0.0

合計 町会・自治
会活動や、
まつり・地
域イベント
で交流して
いる

環境美化・
リサイクル
活動で交
流している

住民個々
に交流が
見受けられ
る

交流はほと
んど見受け
られない

わからない 不明・
無回答

全体 94 10 6 11 49 24 0

100.0 10.6 6.4 11.7 52.1 25.5 0.0
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Ⅲ．現在の経営状況及び今後の経営意向について 

・以降は、区外も含め所有する全ての賃貸マンションの経営状況についての回答となります。 

①ここ２年間の賃貸マンションの経営状況 

・「以前から良好又は問題ない」が 62.8％を占めていますが、一方で「悪化した」との回答も

26.6％ありました。 

図表 5-4-48 ここ２年間の賃貸マンションの経営状況 

 
 

②経営・管理面の課題 

・「特にない」との回答が 47.9％で約半数、次いで「家賃の値上げが困難になっている」との

回答が 33.0％となっています。 

図表 5-4-49 経営・管理面の課題（複数回答） 

 
 

③入居者に関する課題 

・「特にない」が 87.2％で大半を占めています。 

図表 5-4-50 入居者に関する課題（複数回答） 

 
 

  

合計 以前から
良好又は
問題ない

改善した 悪化した 以前から
悪い状態
が継続

その他 不明・
無回答

全体 94 59 4 25 0 5 1

100.0 62.8 4.3 26.6 0.0 5.3 1.1

全体

合計 94 100.0

周辺を含めて賃貸住宅の需要が低下している　 13 13.8

所有する物件の入居率が低下（空室が増加）している 22 23.4

入居者ニーズに対応する改修ができていない（設備更新、バリアフリー対応等） 7 7.4

建物の不具合の改修ができていない 6 6.4

防災・防犯対策ができていない 11 11.7

新規募集するための空室の修繕ができていない 2 2.1

清掃など日常的な管理が行き届いていない 5 5.3

家賃の値上げが困難になっている 31 33.0

借入金の返済が困難になっている 2 2.1

（所有者が）高齢などのため管理が困難になっている 4 4.3

経営・管理を委託したいが、どの業者を選んだらよいかわからない 3 3.2

その他 5 5.3

特にない 45 47.9

不明・無回答 2 2.1

全体

合計 94 100.0

家賃滞納が増えている　 1 1.1

騒音などの入居者間トラブルが多い、又は増えている 5 5.3

自力で契約等の手続きが困難な入居者が増えている（高齢者・外国人・障害者等） 0 0.0

入居後の見守りや緊急対応が必要な入居者が増えている 2 2.1

その他 2 2.1

特にない 82 87.2

不明・無回答 3 3.2
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④今後の経営意向 

・「現状維持」が 92.6％で大半を占め、拡大・縮小や売却などを予定しているマンションは少

数です。 

図表 5-4-51 今後の経営意向 

 
 

⑤所有する賃貸マンションで、取組を行う意向の有無 

・「既に取り組んでいる」項目としては、「モニタ付インターホンや電子キーなど、セキュリ

ティ性能の向上」や「光回線や Wi-Fi などインターネット設備の充実・更新」が 40％を超

えています。 

・今後「ぜひ取り組みたい」項目として、「宅配ボックスや 24 時間ゴミ置き場など、利便性

の高い設備の設置」や「光回線や Wi-Fi などインターネット設備の充実・更新」が他と比

べてやや高い比率となっています。 

 

  

経営規模拡大

4(4.3%)

現状維持

87(92.6%)

経営規模縮小

1(1.1%)

売却

2(2.1%)

n=94 
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図表 5-4-52 所有する賃貸マンションで、取組を行う意向の有無 

 

  

23.4%

22.3%

44.7%

29.8%

21.3%

44.7%

6.4%

8.5%

6.4%

1.1%

1.1%

1.1%

1.1%

3.2%

7.4%

7.4%

13.8%

5.3%

11.7%

1.1%

2.1%

2.1%

2.1%

1.1%

4.3%

1.1%

1.1%

25.5%

27.7%

16.0%

19.1%

19.1%

9.6%

19.1%

17.0%

8.5%

8.5%

9.6%

7.4%

5.3%

7.4%

12.8%

5.3%

2.1%

27.7%

23.4%

11.7%

16.0%

31.9%

16.0%

51.1%

50.0%

60.6%

66.0%

66.0%

70.2%

73.4%

71.3%

61.7%

72.3%

75.5%

20.2%

19.1%

20.2%

21.3%

22.3%

18.1%

22.3%

22.3%

22.3%

22.3%

22.3%

22.3%

21.3%

21.3%

20.2%

21.3%

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

遮音性・断熱性などの高性能化

（床材・サッシ・ガラスなど）

台所・浴室などの水廻り設備の

高性能化

モニタ付インターホンや電子キーなど、

セキュリティ性能の向上

宅配ボックスや24時間ゴミ置き場など、

利便性の高い設備の設置

空間や外装・内装のデザイン性の

品質向上

光回線やWi-Fiなどインターネット設備の

充実・更新

子育てに適した間取り・設備などへの

対応

壁面緑化や屋上緑化など、

建物を活用したグリーンインフラの創出

ペット飼育可能な賃貸住宅

楽器演奏可能な賃貸住宅

ＤＩＹ可能賃貸住宅

オーダーメイド賃貸住宅

シェアハウス

コレクティブ型賃貸住宅

シニア向け賃貸住宅

民泊

サブスクリプション住宅

住
宅

性
能

の
向

上
商

品
企

画

既に

取り組んでいる

ぜひ

取り組みたい

関心があるが、

所有物件では難しい

取り組むつもりは

ない

不明・

無回答

住
宅
性
能
の
向
上 

商
品
企
画 
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⑥取組を行う上での課題 

・前項の取組みを行うにあたって「特に課題はない」が 47.9％と約半数となっています。 

・課題の内容は「将来の事業性が見込めない」が 22.3％、「資金が捻出できない」が 20.2％

となっています。 

図表 5-4-53 前項の取組を行う上での課題（複数回答） 

 
 

⑦より良い賃貸経営を持続的に行っていくために、文京区や東京都、国に求める支援 

・大規模修繕工事について 45.7％の所有者が支援を求めています。 

・次いで設備や機能更新、耐震診断・改修、空室化防止や空室活用、劣化診断、建替え等への

支援について、それぞれ 30％以上の回答があります。バリアフリー化や省エネ改修への支

援ニーズは約 20％です。 

・子育て世帯や高齢者世帯が居住するための所有者への支援に関するニーズは比較的低い状

況です。 

図表 5-4-54 文京区や東京都、国に求める支援（複数回答 n＝94） 

 

合計 将来の事
業性が見
込めない

入居希望
者のニー
ズがない

入居希望
者のニーズ
が把握でき
ないため、
新たな取組
に踏み出
せない

資金が捻
出できない

適切な事
業者の選
定方法が
分からない

事業の進
め方が分
からない

適切な相
談先やアド
バイザー
が見つか
らない

その他 特に課題
はない

不明・
無回答

全体 94 21 15 13 19 5 5 5 4 45 5

100.0 22.3 16.0 13.8 20.2 5.3 5.3 5.3 4.3 47.9 5.3

18.1%

45.7%

33.0%

35.1%

18.1%

23.4%

31.9%

36.2%

5.3%

13.8%

23.4%

34.0%

17.0%

7.4%

17.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

長期修繕計画の作成への支援

大規模修繕工事への支援

劣化診断への支援

耐震診断・改修への支援

バリアフリー化への支援

省エネ改修工事への支援

建替え等への支援

設備や機能更新に関する支援

（セキュリティ設備や利便性向上設備など）

子育て世帯に選ばれ、住み続けられる

ための支援

高齢者等の居住の安定に関する支援

賃貸マンション独自に行う防災対策

・防犯対策への支援

空室化防止や空室活用に関する支援

相談窓口の設置

その他

特にない

不明・無回答
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Ⅳ．施策について 

①文京区や東京都、国が実施する施策の利用意向 

・国・都・区の既存事業を「既に利用」している所有者はごく少数です。 

・「利用したい」意向が比較的高い施策は、区の「マンション劣化診断調査費助成」が 37.2％

で最も高く、「マンション長期修繕計画作成費助成」「耐震診断費用の助成」「補強設計の費

用助成」「耐震改修工事助成」がそれぞれ 25～30％となっています。助成金関係の施策に利

用意向がみられます。 

・全ての施策において「どちらともいえない」が２～４割程度あり、明確な意向が示されて

いない状況です。 

図表 5-4-55 文京区や東京都、国が実施する施策の利用意向（項目ごとに１つ回答） 

 

3.2%

1.1%

1.1%

2.1%

2.1%

1.1%

2.1%

1.1%

3.2%

20.2%

14.9%

7.4%

4.3%

23.4%

37.2%

26.6%

26.6%

28.7%

27.7%

23.4%

14.9%

20.2%

6.4%

12.8%

12.8%

7.4%

21.3%

29.8%

38.3%

38.3%

22.3%

16.0%

24.5%

23.4%

21.3%

22.3%

28.7%

29.8%

25.5%

35.1%

24.5%

36.2%

30.9%

31.9%

33.0%

29.8%

34.0%

28.7%

25.5%

27.7%

25.5%

26.6%

26.6%

24.5%

30.9%

29.8%

34.0%

38.3%

24.5%

37.2%

23.4%

22.3%

23.4%

22.3%

23.4%

21.3%

21.3%

22.3%

22.3%

21.3%

23.4%

24.5%

24.5%

24.5%

23.4%

26.6%

21.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長期優良住宅化リフォーム推進事業

マンションアドバイザー制度

東京都子育て支援住宅認定制度

セーフティネット住宅

（東京ささエール住宅）

マンション共用部分改修費助成

マンション劣化診断調査費助成

マンション長期修繕計画作成費助成

耐震診断費用の助成

補強設計の費用助成

耐震改修工事助成

耐震化アドバイザー派遣

耐震セミナー及び個別相談会

中高層マンション防災対策パンフレット

防災訓練の実施に関する支援

防災備蓄品に関する支援

エレベーターの閉じ込め防止対策に

関する支援

文京すまいる住宅登録事業

国
東

京
都

文
京

区

既に利用 利用したい 利用したいと

思わない

どちらとも

いえない

不明・

無回答

明
確
な
意
向
が
示
さ
れ
て
い
な
い 

助
成
金
関
連
施
策
は 

利
用
意
向
あ
り 

国 

東
京
都 

文
京
区 
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Ⅴ．その他・自由意見 

➀コロナ禍における、賃貸住宅経営等の変化 

・若い勤労者や学生の入居が減少した、テレワークのスペースを求めて郊外への転居があっ

た、退去が続いた、経営が厳しくなった、などの意見がありました。 

➁その他のご意見 

・改修や省エネ化を進めるにあたり助成・補助を求める意見が７件、まちづくりに関する意

見が２件ありました。 

・助成・補助に関する情報や建替えに関する相談受付などを求める意見もありました。 
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５－５ マンション管理状況届出内容の分析 

５－５－１ 管理状況届出制度について 

・東京都は、分譲マンション（以下「マンション」という。）の管理不全を予防し、適正な管

理を促進するため、「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例」を平成 31

（2019）年３月に制定しました。 

・この条例に基づき、マンションの管理組合からの管理状況に関する事項の届出、届け出た

管理状況に応じた助言や専門家の派遣などの支援からなる「管理状況届出制度」を令和２

（2020）年４月から開始しました。 

・条例により届出が必要なマンション（要届出マンション）及び届出事項は次のとおりです。

（届出書様式をＰ278 に掲載） 

 

◆要届出マンション 

  昭和 58（1983）年 12 月 31 日以前に新築されたマンションのうち、居住の用に供す

る独立部分が６戸以上のもの 

・要届出マンションの管理組合は、５年ごとに届出が必要です。 

・要届出マンション以外のマンションであっても、都が、管理不全の兆候があると思わ

れると判断した場合には、その管理組合は、管理状況を届け出なければなりません。 

・要届出マンション以外のマンションであっても、任意に届出を行うことができます。 
 

◆届出事項 

・管理組合は、管理組合の運営体制の整備、管理規約の設定、総会の開催、管理費及び

修繕積立金の額の設定、修繕の計画的な実施などの管理状況に関する事項のほか、マ

ンションの概要（所在地・マンション名）や連絡先を届け出ます。 

・それぞれの事項について、有無のチェックのほか、管理規約の最新改正年など簡単な

数字の記入を行います。添付資料等は必要ありません。 
 

 

５－５－２ 届出状況 

・本区の届出対象マンションは 357 件、令和５（2023）年３月までに 350 件（98.0％）が届

出済となっています。 

・本項では、届出済の 350 件について、必要に応じ 23 区全体（以下「特別区」とする）の傾

向と比較しながら分析を行います。 
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５－５－３ 届出内容の分析   

（１）建物の状況 

①新築年 

・昭和 55（1980）～58（1983）年のマンションが

44.6％を占めています。昭和 44（1969）年以前

のマンションは築 52 年超となりますが、22 件

（6.3％）あります。 

・概ね特別区とほぼ同じ傾向ですが、昭和 54

（1979）年以前に建築されたマンションの比率

が特別区よりも若干低い状況です。 

図表5-5-1 新築年（特別区、文京区） 

 
②土地の権利 

・所有権が 81.7％と大半を占めています。借地権や定期借地権のマンションが 20 件あるほ

か、所有権と借地権が混在するなど土地の権利が複雑なマンションもみられます。 

図表 5-5-2 土地の権利 図表 5-5-3 左記のその他の内容 

 

③併設用途 

・住宅のみのマンション（併設用途「なし」）は

30.3％で、併設用途があるマンションが 61.7％

あります。 

・併設用途は店舗、その他、事務所の順です。

28.0％のマンションに店舗が併設されていま

す。 

・特別区と比較すると併設用途ありのマンション

の比率が 15.2 ポイント高くなっています。 

図表 5-5-4 併設用途（特別区、文京区） 

 

④階数 

・「４～５階」「６～７階」「８～９階」が約 20％ず

つの比率となっています。届出対象のマンショ

ンには 20 階以上はありません。 

・「10～19 階」の比率が特別区よりも高く、都心ら

しい傾向を示しています。 

図表 5-5-5 階数（特別区、文京区） 

 

  

2.0%

1.6%

4.3%

7.1%

19.7%

21.1%

29.4%

29.8%

44.6%

39.7% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

昭和39（1964）年以前 昭和40（1965）～44（1969）年

昭和45（1970）～49（1974）年 昭和50（1975）～54（1979）年

昭和55（1980）～58（1983）年 不明

件数 割合 借地権・転貸借地権 1

所有権 286 81.7% 所有権、借地権 4

借地権 18 5.1% 所有権・借地権（一部） 1

定期借地権 2 0.6% 所有権と借地権が混在･複合 2

その他 15 4.3% 地上権 5

不明・無回答 29 8.3% 地役権 1

計 350 100.0% 転借権、占有面積割合による準共有 1

30.3%

43.4%

14.0%

9.8%

28.0%

26.0%

19.7%

10.7%

8.0%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

なし 事務所 店舗 その他 不明・無回答

6.6%

9.4%

18.9%

27.5%

21.7%

22.5%

21.7%

16.3%

31.1%

23.9%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

2～

3階

4～

5階

6～

7階

8～

9階

10～

19階

20階

以上

無回答

6.3％ 

61.7％ 
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⑤戸数規模 

・29 戸以下が 51.8％と過半を占めています。100

戸以上の大規模マンションは少数です。 

・特別区に比べ、小規模なマンションが多いこと

が分かります。 

図表 5-5-6 戸数規模（特別区、文京区） 

 

（２）管理の状況 

①管理形態 

・維持管理の業務を全て管理会社に任せる「全部

委託」が最も高く 65.4％です。次いで、会計業

務や清掃等を自ら行う（管理組合から直接発注

する形式を含む）「自主管理」が 22.0％となって

います。 

・特別区と同じ傾向です。 

図表 5-5-7 管理形態（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-8 新築年別管理形態  

 

②管理組合の有無 

・管理組合が「ある」マンションは 90.0％です。 

・管理組合が「ない」マンションが 10.0％あり、特別区（5.0％）の２倍の比率となっていま

す。 

図表 5-5-9 管理組合の有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-10 管理形態別管理組合の有無 

 

 

 

  

8.9%

6.1%

22.3%

21.2%

20.6%

19.6%

13.4%

13.2%

8.6%

10.0%

19.4%

18.9%

5.4%

8.5%

1.4%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

9戸

以下

10～

19戸

20～

29戸

30～

39戸

40～

49戸

50～

99戸

100戸

以上

無回答

65.4%

64.9%

9.1%

11.2%

22.0%

18.5%

0.6%

0.4%

2.9%

4.9%

0% 50% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

全部委託 一部委託 自主管理 その他 不明・

無回答

65.4%

28.6%

53.3%

46.4%

65.0%

76.9%

9.1%

13.3%

11.6%

9.7%

7.7%

22.0%

42.9%

26.7%

39.1%

21.4%

13.5%

0.6%

14.3%

1.4%

2.9%

14.3%

6.7%

1.4%

3.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

昭和39年以前

（～1964）(n=7)

昭和40～44年

（1965～1969）(n=15)

昭和45～49年

（1970～1974）(n=69)

昭和50～54年

（1975～1979）(n=103)

昭和55～58年

（1980～1983）(n=156)

全部委託 一部委託 自主管理 その他 不明・無回答

51.8％ 

90.0%

98.7%

96.9%

64.9%

10.0%

1.3%

3.1%

35.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

90.0%

95.0%

10.0%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない
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③管理者の有無 

・管理者が「いる」マンションは 95.7％です。 

・管理組合がなくても管理者がいるマンションがあることが分かります。 

図表 5-5-11 管理者の有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-12 管理形態別管理者の有無 

 

④管理規約の有無 

・管理規約が「ある」マンションは 91.7％です。 

・管理規約が「ある」マンションのうち、最終改正を「平成 30（2018）年以降」とするマン

ションは 51.7％となっています。 

図表 5-5-13 管理規約の有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-14 管理形態別管理規約の有無 

 

図表 5-5-15 管理規約の最終改正年  

 

⑤総会開催 

・総会を年１回以上開催しているマンションは 88.3％です。 

・年１回以上の開催が「ない」とするマンションの比率が特別区よりも高い状況です。 

図表 5-5-16 総会年 1回以上開催（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-17 管理形態別総会年 1回以上開催 

  

95.7%

96.1%

4.3%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

いる いない

95.7%

100.0%

96.9%

83.1%

4.3%

3.1%

16.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

いる いない

91.7%

95.1%

8.3%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない

91.7%

99.1%

96.9%

71.4%

8.3%

0.9%

3.1%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

件数 割合

昭和57（1982）年以前 6 1.9%

昭和58（1983)～平成9（1997）年 4 1.2%

平成10（1998）～29（2017）年 63 19.6%

平成30（2018）年以降 166 51.7%

無回答 82 25.5%

計 321 100.0%

88.3%

98.7%

93.8%

57.1%

11.7%

1.3%

6.3%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

88.3%

92.7%

11.7%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない
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⑥管理費の有無 

・管理費が「ある」マンションは 336 件（96.0％）、管理費が「ない」マンションは 14 件（4.0％）

あります。 

図表 5-5-18 管理費の有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-19 管理形態別管理費の有無 

 

 

⑦修繕積立金の有無 

・修繕積立金が「ある」マンションが 317 件（90.6％）、修繕積立金が「ない」マンションが

33 件（9.4％）あります。自主管理マンションで「ない」の比率が高くなっています。 

・修繕積立金の㎡当たり月額をみると、37.1％のマンションが 151～300 円／㎡の間で設定し

ています。 

図表 5-5-20 修繕積立金の有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-21 管理形態別修繕積立金の有無 

 

 

図表 5-5-22 修繕積立金㎡当たり月額 

 
 

  

96.0%

98.4%

4.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない

96.0%

99.6%

96.9%

87.0%

4.0%

0.4%

3.1%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

90.6%

94.6%

9.4%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない

90.6%

97.8%

96.9%

68.8%

9.4%

2.2%

3.1%

31.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

100円/㎡以下

22(6.3%)
101～150円/㎡

28(8.0%)

151～200円/㎡

39(11.1%)

201～250円/㎡

51(14.6%)

251～300円/㎡

40(11.4%)

301円/㎡以上

56(16.0%)

無回答

114(32.6%)

（n=350）

151～300 円/㎡ 

37.1％ 
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図表 5-5-23 ［参考］計画期間全体における修繕積立金の平均額の目安（機械式駐車場を除く） 

地上階数/建築延床面積 月額の専有面積当たりの修繕積立金額 

事例の 2/3 が包含される幅 平均額 

【20階未満】 

5,000 ㎡未満 235 円～430 円／㎡・月 335円／㎡・月 

5,000 ㎡以上～10,000 ㎡未満 170 円～320 円／㎡・月 252円／㎡・月 

10,000 ㎡以上～20,000 ㎡未満 200 円～330 円／㎡・月 271円／㎡・月 

20,000 ㎡以上 190 円～325 円／㎡・月 255円／㎡・月 

【20 階以上】 240 円～410 円／㎡・月 338円／㎡・月 
出典：国土交通省「マンションの修繕積立金に関するガイドライン（令和３（2021）年９月改訂） 

 

 

⑧修繕の実施の有無 

・計画的に修繕を実施しているマンションは 87.7％です。 

図表 5-5-24 修繕の計画的な実施の有無 

（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-25 管理形態別修繕の計画的な実施の有無 

 

 

 

⑨長期修繕計画の有無 

・長期修繕計画が「ある」マンションが 210 件（60.0％）、「ない」マンションが 118 件（33.7％）

あります。 

・国土交通省の「長期修繕計画作成ガイドライン（令和３年９月改訂）」では、長期修繕計画

の期間を「30 年以上で、かつ大規模修繕工事が２回含まれる期間以上」としており、計画

期間「30 年以上」のマンションは 113 件（長期修繕計画のあるマンションの 53.8％）とな

っています。 

 

図表 5-5-26 管理形態別長期修繕計画の有無 

 

図表 5-5-27 長期修繕計画期間（長期修繕計画が 

「ある」210 マンションのうち） 

 

 

  

87.7%

88.2%

12.3%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない

87.7%

92.1%

93.8%

71.4%

12.3%

7.9%

6.3%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない

60.0%

75.1%

59.4%

23.4%

33.7%

21.8%

37.5%

68.8%

6.3%

3.1%

3.1%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない 無回答

件数 割合

15年未満 12 5.7%

15～29年 51 24.3%

30年以上 113 53.8%

無回答 34 16.2%

計 210 100.0%



 

234 

⑩滞納対応ルールの有無 

・管理費・修繕積立金の滞納に関するルールが「ある」マンションが 237 件（67.7％）、「な

い」マンションが 82 件（23.4％）となっています。 

・自主管理マンションでは「ない」が 61.0％となっています。 

図表 5-5-28 滞納対応ルールの有無（特別区、文京区） 

 

図表 5-5-29 管理形態別滞納対応ルールの有無 

 

⑪区分所有者名簿の有無 

・区分所有者名簿は「ある」マンションが 81.7％

です。 

・自主管理のマンションでは、他の管理形態より

「ない」の比率が高くなっています。 

図表 5-5-30 管理形態別区分所有者名簿の有無 

 

⑫空き住戸割合 

・空き住戸がない（「０％」）マンションが 50.9％となっています。空き住戸がある場合でも

「～５％」のマンションが比較的多い状況です。 

・管理形態別にみると、「自主管理」マンションの方が他の管理形態より空き住戸割合が低い

傾向がみられます。 

図表 5-5-31 新築年別空き住戸割合  

   

67.7%

70.3%

23.4%

17.6%

8.9%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

ある ない 不明・無回答

67.7%

83.0%

68.8%

29.9%

23.4%

9.6%

28.1%

61.0%

8.9%

7.4%

3.1%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない 無回答

81.7%

86.0%

87.5%

74.0%

7.4%

3.5%

6.3%

18.2%

10.9%

10.5%

6.3%

7.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない 無回答

50.9%

28.6%

33.3%

58.0%

49.5%

51.3%

18.9%

42.9%

40.0%

11.6%

19.4%

18.6%

8.6%

6.7%

17.4%

7.8%

5.8%

2.3%

1.9%

3.8%

19.4%

28.6%

20.0%

13.0%

21.4%

20.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

昭和39年以前

（～1964）(n=7)

昭和40～44年

（1965～69）(n=15)

昭和45～49年

（1970～74）(n=69)

昭和50～54年

（1975～79）(n=103)

昭和55～58年

（1980～83）(n=156)

0% ～5％ ～10％ 10％超 不明・無回答
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図表 5-5-32 管理形態別空き住戸割合 

 

 

⑬賃貸化住戸割合 

・賃貸化住戸割合が「20％超」のマンションが 52.0％あります。 

・届出マンションの中ではより新しいマンションの方が賃貸化が進んでいます。 

・管理形態別にみると、「全部委託」マンションの方が賃貸化割合が高い傾向にあります。 

図表 5-5-33 新築年別賃貸化住戸割合  

 
 

 

図表 5-5-34 管理形態別賃貸化住戸割合 

 
  

50.9%

48.9%

50.0%

59.7%

18.9%

23.6%

15.6%

7.8%

8.6%

7.4%

12.5%

11.7%

2.3%

2.2%

3.1%

2.6%

19.4%

17.9%

18.8%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

0% ～5％ ～10％ 10％超 不明・無回答

3.1%

4.3%

3.9%

2.6%

5.1%

14.3%

5.8%

8.7%

2.6%

7.4%

14.3%

20.0%

7.2%

8.7%

5.1%

11.7%

28.6%

20.0%

15.9%

8.7%

10.3%

52.0%

28.6%

46.7%

47.8%

43.7%

60.9%

20.6%

14.3%

13.3%

18.8%

26.2%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=350)

昭和39年以前

（～1964）(n=7)

昭和40～44年

（1965～69）(n=15)

昭和45～49年

（1970～74）(n=69)

昭和50～54年

（1975～79）(n=103)

昭和55～58年

（1980～83）(n=156)

0% ～5％ ～10％ ～20％ 20％超 不明・無回答

3.1%

1.3%

6.3%

6.5%

5.1%

4.4%

6.3%

6.5%

7.4%

9.6%

6.3%

11.7%

12.7%

12.5%

10.4%

52.0%

57.6%

43.8%

46.8%

20.6%

14.4%

25.0%

29.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

0% ～5％ ～10％ ～20％ 20％超 不明・無回答
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⑭耐震化の状況   

・本項目の回答対象となる、新築年月日が昭和 56（1981）年５月 31 日以前のマンションは

243 件あります。 

・この 243 件のうち、耐震診断が実施済のマンションは 74 件（30.5％）で、未実施のマンシ

ョンの方が多くなっています。 

・耐震診断実施済のマンションのうち耐震性のないマンションが 41 件（55.4％）あり、その

うち 73.2％は耐震改修が実施されていない状況です。 

 

図表 5-5-35 耐震診断の実施状況 

 

図表 5-5-36 耐震診断実施済の場合の耐震性の有無 

 

図表 5-5-37 耐震性なしの場合の耐震改修の実施状況 

 

 

 

⑮設計図書や修繕履歴の有無 

・設計図書が「ある」マンションは 72.0％、修繕履歴が「ある」マンションは 73.7％と多数

です。 

図表 5-5-38 設計図書の有無 

 

図表 5-5-39 修繕履歴の有無 

 

 

  

件数 割合

実施済 74 30.5%

未実施 144 59.3%

不明・無回答 25 10.3%

計 243 100.0%

件数 割合

耐震性あり 20 27.0%

耐震性なし 41 55.4%

不明・無回答 13 17.6%

計 74 100.0%

件数 割合

実施済 9 22.0%

未実施 30 73.2%

不明・無回答 2 4.9%

計 41 100.0%

件数 割合

ある 252 72.0%

ない 63 18.0%

不明・無回答 35 10.0%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 258 73.7%

ない 47 13.4%

不明・無回答 45 12.9%

計 350 100.0%
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（３）マンションの社会的機能の向上に資する取組に関する事項 

①防災への取組 

・自主防災組織が「ある」マンションは 47 件

（13.4％）で、「ない」マンションが 74.6％と

大半を占めます。 

・管理形態別にみると、「自主管理」マンションで

「ない」が他より多くなっています。 

・５地域別にみると、都心地域のマンションで比

較的「ある」と回答した比率が高い状況です。 

・防災マニュアル、防災用品備蓄、避難行動要支

援者名簿、防災訓練の定期実施の項目はどれも

60～80％が「ない」としています。 

 

図表5-5-40 管理形態別自主防災組織の有無 

 

図表 5-5-41 ５地域別自主防災組織の有無 

 
 

図表 5-5-42 防災マニュアル 

 
 

図表 5-5-44 避難行動要支援者名簿 

 

図表 5-5-43 防災用品備蓄 

 
 

図表 5-5-45 防災訓練定期実施 

 

  

13.4%

12.2%

25.0%

11.7%

74.6%

76.0%

65.6%

80.5%

12.0%

11.8%

9.4%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない 無回答

13.4%

18.7%

10.9%

8.3%

15.7%

15.6%

74.6%

73.3%

71.9%

80.2%

72.3%

71.9%

12.0%

8.0%

17.2%

11.5%

12.0%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=350)

都心地域

(n=75)

下町隣接地域

(n=64)

山の手地域東部

(n=96)

山の手地域中央

(n=83)

山の手地域西部

(n=32)

ある ない 不明・無回答

件数 割合

ある 71 20.3%

ない 234 66.9%

不明・無回答 45 12.9%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 29 8.3%

ない 278 79.4%

不明・無回答 43 12.3%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 96 27.4%

ない 215 61.4%

不明・無回答 39 11.1%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 79 22.6%

ない 229 65.4%

不明・無回答 42 12.0%

計 350 100.0%
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②バリアフリー化への取組又は実施 

・エントランスのバリアフリー化（スロープ設置など）が行われているマンションは 24.0％

です。 

・新築年別にみると、昭和 55（1980）～58（1983）年のマンションは、エントランスのバリ

アフリー化率が比較的低い状況です。 

・共用廊下等に手すりが設置されているマンションは 36.0％となっており、約半数は共用廊

下等の手すりが「ない」状態です。 

・新築年別にみると、昭和 55（1980）～58（1983）年のマンションで、手すりの設置率が比

較的低くなっています。 

・エレベーターが「ある」マンションは 75.1％となっています。 

・３～４階のマンションではエレベーターの「ない」マンションが多いですが、５階建てで

は 55.0％のマンションに、６階以上では 90.0％のマンションにエレベーターが「ある」状

況です。 

図表5-5-46 新築年別エントランスバリアフリー化  

 
 

図表5-5-47 新築年別共用廊下等手すり設置  

 
  

24.0%

42.9%

33.3%

26.1%

30.1%

17.3%

65.7%

42.9%

66.7%

65.2%

60.2%

70.5%

10.3%

14.3%

8.7%

9.7%

12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=350)

昭和39年以前

（～1964）(n=7)

昭和40～44年

（1965～69）(n=15)

昭和45～49年

（1970～74）(n=69)

昭和50～54年

（1975～79）(n=103)

昭和55～58年

（1980～83）(n=156)

ある ない 不明・無回答

36.0%

42.9%

40.0%

49.3%

42.7%

25.0%

54.3%

42.9%

60.0%

42.0%

49.5%

62.8%

9.7%

14.3%

8.7%

7.8%

12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=350)

昭和39年以前

（～1964）(n=7)

昭和40～44年

（1965～69）(n=15)

昭和45～49年

（1970～74）(n=69)

昭和50～54年

（1975～79）(n=103)

昭和55～58年

（1980～83）(n=156)

ある ない 不明・無回答
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図表5-5-48 階数別エレベーター設置 

 

 

③環境への取組又は実施 

・共用部分のＬＥＤ化は 54.3％のマンションが

「ある」と回答しています。 

・開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等）

を実施しているマンションは 19 件（5.4％）で、

多くは「ない」と回答しています。 

・電気自動車等の充電設備の設置が「ある」のは

１件です。 

図表 5-5-49 共用部分ＬＥＤ化 

 

図表 5-5-50 開口部遮熱性能向上 

 

図表 5-5-51 電気自動車等用充電設備設置 

 
 

 

  

75.1%

12.2%

55.0%

90.0%

16.9%

79.6%

30.0%

3.1%

8.0%

8.2%

15.0%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=350)

3～4階

(n=49)

5階

(n=40)

6階以上

(n=261)

ある ない 不明・無回答

件数 割合

ある 190 54.3%

ない 127 36.3%

不明・無回答 33 9.4%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 19 5.4%

ない 287 82.0%

不明・無回答 44 12.6%

計 350 100.0%

件数 割合

ある 1 0.3%

ない 317 90.6%

不明・無回答 32 9.1%

計 350 100.0%
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④地域コミュニティの形成等の取組 

・町会・自治会との共催事業や協力イベント（祭り、運動会、防災訓練、清掃活動等）などの

地域コミュニティ形成の取組を行っているマンションは 36.9％、行っていないマンション

は 50.0％となっています。 

・管理形態別にみると、「自主管理」マンションで「ある」が他より多くなっています。 

・５地域別にみると、山の手地域西部で実施率が高く、下町隣接地域で低い傾向がありまし

た。 

図表 5-5-52 管理形態別地域コミュニティ形成等の取組 

 

図表 5-5-53 ５地域別コミュニティ形成等の取組 

 
 

  

36.9%

36.2%

34.4%

41.6%

50.0%

52.4%

53.1%

46.8%

13.1%

11.4%

12.5%

11.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=350)

全部委託(n=229)

一部委託(n=32)

自主管理(n=77)

ある ない 無回答

36.9%

42.7%

21.9%

32.3%

43.4%

50.0%

50.0%

49.3%

59.4%

54.2%

43.4%

37.5%

13.1%

8.0%

18.8%

13.5%

13.3%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=350)

都心地域(n=75)

下町隣接地域

(n=64)

山の手地域東部

(n=96)

山の手地域中央

(n=83)

山の手地域西部

(n=32)

ある ない 不明・無回答
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（４）管理不全の兆候有マンションとそれ以外の比較 

・管理状況届出制度による「管理不全を予防するための必須事項」は次の７項目です。 

・管理組合がある 

・管理者等がいる 

・管理規約がある 

・総会の年１回以上の開催がある 

・管理費がある 

・修繕積立金がある 

・修繕の計画的な実施（大規模な修繕工事）がある 

 

①管理不全を予防するための必須事項（７項目）の回答状況 

・「管理不全兆候有マンション」に該当しないマンションが 80.3％で、19.7％のマンションが

１項目以上に「ない」と回答しています。 

・７項目全てに「ない」と回答したマンションは４件ありました。回答状況は、特別区の傾向

と大きな違いはありません。 

図表 5-5-54 管理不全を予防するための必須事項（７項目） 

のうち「ない」の回答数 

 

図表 5-5-55 ７項目のうち「ない」の回答数 

（特別区、文京区） 

 

 

・この７項目の中でも、管理組合の有無や管理

規約の有無などの４項目は、管理組合の活動

状況を端的に表しており、特に重要な項目で

す。 

・この４項目全てに「ない」と回答したマンショ

ンは 10 件あります。 

図表 5-5-56 特に重要な４項目への該当状況 

 

 

②併設用途 

・「管理不全兆候有マンション」では事務所と

その他の併設用途の割合が「管理不全兆候無

マンション」より若干高くなっています。 

 

図表 5-5-57 併設用途の有無 

 

281

29
5 6 8 9 8 4

0

50

100

150

200

250

300

該
当
な
し

１
項
目

２
項
目

３
項
目

４
項
目

５
項
目

６
項
目

７
項
目

（件）

80.3%

81.5%

8.3%

10.3%

1.1%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文京区

(n=350)

特別区

(n=7,672)

該当

なし

１項目 ２項目 ３項目 ４項目 ５項目 ６項目 ７項目

件数

管理組合がない 35

管理者等がいない 15

管理規約がない 29

総会の年１回以上の開催がない 41

上記４項目すべてに該当 10

32.4%

21.7%

12.1%

21.7%

29.2%

23.2%

19.2%

21.7%

7.1%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理不全

兆候無

(n=281)

管理不全

兆候有

(n=69)

なし 事務所 店舗 その他 不明・無回答

１項目以上に「ない」又は「い

ない」と回答したマンションを

「管理不全兆候有マンション」

とし、全ての項目に「ある」又

は「いる」と回答したマンショ

ンと比較分析を行う 
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③戸数 

・「管理不全兆候有マンション」の方が「６～

10 戸」や「11～20 戸」などの小規模なマン

ションの比率が高くなっています。 

 

図表 5-5-58 戸数 

 
 

④長期修繕計画 

・「管理不全兆候有マンション」のうち、長期修繕計画の「ある」マンションは 10.1％です。 

図表 5-5-59 長期修繕計画の有無 

 
 

 

図表 5-5-60 長期修繕計画の有無と管理不全兆候の

有無のボリュームイメージ 

  
長期修繕計画の有無 
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な
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⑤空き住戸 

・「管理不全兆候有マンション」であっても過

半は空き住戸割合が「０％」となっており、

「管理不全兆候無マンション」のほうが空

き住戸割合がやや高い傾向がみられます。 

 

図表 5-5-61 空き住戸割合  

 
 

⑥賃貸化住戸 

・「管理不全兆候有マンション」より「管理不

全兆候無マンション」のほうが賃貸化住戸

割合が高い結果となっています。 

・「管理不全兆候有マンション」では、不明・

無回答が多くなっています。 

 

図表 5-5-62 賃貸化住戸割合 
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５－６ アンケート調査票等 

文京区住宅マスタープランの見直しに向けた区民意識調査 調査票 

※紙回答の方は二重回答を避けるため、下記についてチェック（レ）してください。 

□ 本アンケートについて、ＷＥＢ回答していません。 
 
Ⅰ．現在の住宅について 

問１．現在の住宅の概要について伺います。 

（１）住所を教えてください。〔丁目までを記入〕 

町名（        ） （     ）丁目       【例１】春日１  など 

（２）住宅の所有関係・建て方を教えてください。〔○は１つ〕  

１．持ち家（戸建て） 

２．持ち家（共同住宅） 

３．民営借家（戸建て） 

４．民営借家（共同住宅） 

５．公営借家（都営、区営） 

６．公的借家（区立、公社、ＵＲなど） 

７．給与住宅（社宅など） 

８．その他（学生寮、シェアハウスなど） 

（３）建築の時期を教えてください。〔○は１つ〕  
１．昭和 45（1970）年以前 

２．昭和 46（1971）～55（1980）年 

３．昭和 56（1981）～平成 2（1990）年 

４．平成 3（1991）～12（2000）年 

５．平成 13（2001）～22（2010）年 

６．平成 23（2011）～30（2018）年 

７．平成 31（2019）年以降 

８．わからない 

（４）延べ床面積（居住部分の床面積の合計）を教えてください。〔数字を記入〕 

（                ）㎡      

（５）バリアフリーの状況について教えてください。〔○はいくつでも〕 

１．手すり（トイレ、浴室） 

２．手すり（玄関、廊下、階段） 

３．手すり（居室） 

４．段差のない屋内 

５．廊下などが車いすで通行可能な幅 

６．またぎやすい高さの浴槽 

７．道路から玄関まで車いすで通行可能 

８．これらの設備はない 

（６）住宅の環境対応について教えてください。〔○はいくつでも〕 

１．窓の断熱（複層ガラス、内窓等） 

２．躯体の断熱（壁、屋根、床等） 

３．太陽光発電設備、蓄電池 

４．電球のＬＥＤ化 

５．エコジョーズ、エコキュート、エネファームなど 

６．節水型水栓（台所、浴室等） 

７．壁面緑化、屋上緑化 

８．雨水タンク 

９．その他の環境対応設備 

10．環境対応設備はない 

（７）その他の設備について教えてください。〔○はいくつでも〕 

１．防犯カメラ（建物の出入口） 

２．ホームセキュリティの契約 

３．テレビモニタ付インターホン 

４．インターネット設備 

５．宅配ボックス 

６．オートロック（マンションの場合） 

７．その他の設備 

８．特筆すべき設備はない 
  

（１）区民意識調査 
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Ⅱ．現在の住宅・住環境の評価について 

問２．現在の住宅の評価について伺います。 

（１）満足度について教えてください。      〔ア～タの項目ごとに○は１つ〕 

 満足 
やや 

満足 

どちら

でも 

ない 

やや 

不満 
不満 

（記入例） ア 住宅の広さ、間取り １ ２ ３ ４ ５ 

ア 住宅の広さ、間取り １ ２ ３ ４ ５ 

イ 収納の多さ、使い勝手 １ ２ ３ ４ ５ 

ウ 水回りの住宅設備（台所や浴室など） １ ２ ３ ４ ５ 

エ 住宅の外周りの劣化状況（屋根や外壁など） １ ２ ３ ４ ５ 

オ 維持管理のしやすさ １ ２ ３ ４ ５ 

カ 日照・通風・採光 １ ２ ３ ４ ５ 

キ 断熱性や気密性（カビや結露の有無） １ ２ ３ ４ ５ 

ク 省エネ性能（光熱費の節約、ＣＯ２削減など） １ ２ ３ ４ ５ 

ケ バリアフリー性能（手すり設置や段差解消など） １ ２ ３ ４ ５ 

コ 遮音性（外部、隣戸、上下階からの騒音に対して） １ ２ ３ ４ ５ 

サ 安全性（地震や火災等に対しての耐震性や防火性など） １ ２ ３ ４ ５ 

シ 安全性（風水害に対しての飛散防止や浸水対策など） １ ２ ３ ４ ５ 

ス 防犯性 １ ２ ３ ４ ５ 

セ 在宅勤務のしやすさ（仕事スペースの確保など） １ ２ ３ ４ ５ 

ソ 子育てのしやすさ（間取り、設備など） １ ２ ３ ４ ５ 

タ 住宅の総合評価 １ ２ ３ ４ ５ 

（２）上のア～ソの項目の中で重要と思うものを最大３つまで選び、その記号を記入してください。 
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問３．住宅周辺の住環境の評価について伺います。 

（１）満足度について教えてください。      〔ア～タの項目ごとに○は１つ〕 

 満足 
やや 

満足 

どちら

でも 

ない 

やや 

不満 
不満 

（記入例） ア 交通利便性  １ ２ ３ ４ ５ 

ア 交通利便性 １ ２ ３ ４ ５ 

イ 買い物利便性（身近に利用しやすい店があるなど） １ ２ ３ ４ ５ 

ウ 閑静な住宅地 １ ２ ３ ４ ５ 

エ 公園、緑地、水辺などの自然環境 １ ２ ３ ４ ５ 

オ 歴史・文化資源の充実（魅力的なまち並み、歴史を感じる景

観など） 
１ ２ ３ ４ ５ 

カ 大学や教育機関の充実 １ ２ ３ ４ ５ 

キ 医療・福祉施設の充実 １ ２ ３ ４ ５ 

ク 子育て支援施設の充実（幼稚園、保育所、ぴよぴよひろば、

子育てサロンなど） 
１ ２ ３ ４ ５ 

ケ 安全性（地震や火災等に対して） １ ２ ３ ４ ５ 

コ 安全性（風水害に対して） １ ２ ３ ４ ５ 

サ 治安の良さ １ ２ ３ ４ ５ 

シ 歩行時の道路の安全性 １ ２ ３ ４ ５ 

ス まちや道路の清潔さ １ ２ ３ ４ ５ 

セ コミュニティ活動の充実 １ ２ ３ ４ ５ 

ソ 自宅や職場以外で仕事のできる環境（コワーキングスペース

など） 
１ ２ ３ ４ ５ 

タ 住宅周辺の住環境の総合評価 １ ２ ３ ４ ５ 

（２）上のア～ソの項目の中で重要と思うものを最大３つまで選び、その記号を記入してください。 

   

  



 

246 

Ⅲ．今後１０年程度の住宅について 

問４．今後１０年程度の間の、住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画を教えてください。

〔○は１つ〕 

１．意向や計画がある  ⇒問５へ     ２．意向や計画はない  ⇒問６へお進みください 

問５．問４で「１．意向や計画がある」と回答した方に伺います。 

（１）具体的な内容について教えてください。  
①住み替えの有無〔○は１つ〕 

１．住み替える              

２．住み替えない 

       ②住み替え先〔○は１つ〕 

１．文京区内 

２．文京区外（23区内） 

３．東京都の市部 

４．他の道府県 

５．海外 

 
       ③具体的な内容〔○は１つ〕           ④左記③で１～４を回答の方 

１．借家に住み替える 

２．新築住宅を取得する 

３．中古住宅を取得する 

４．新築・中古にこだわらず住宅を取得する 

５．相続した家に住み替える 

６．親・子・親族等の家に住み替える 

７．高齢者向け住宅・施設に住み替える 

８．その他 

 希望する住宅の建て方 

〔○は１つ〕 

１．戸建て 

２．共同住宅（アパート、

マンションなど） 

３．戸建て、共同住宅にこ

だわらない 

 

     ⑤住み替えずに行う具体的な内容〔○は１つ〕 

１．現在の家をリフォームする   ３．その他 

２．現在の家を建て替える 
     

（２）住み替えやリフォーム・建て替えを行う理由を教えてください。 

①理由〔○はいくつでも〕    

１．仕事の都合（就職、転職、転勤等）のため  

２．ライフステージの変化（結婚、子の誕生や進学、退職など）のため 

３．親（又は子）との近居又は同居のため   

②近居又は同居の目的〔○は１つ〕 

１．親の介護    ２．子育てへの支援    ３．その他 

４．高齢期に備えるため（段差解消、介護しやすい間取りに直すなど） 

５．ゆとりある郊外で生活したいため 

６．現在の住宅に不満があるため  

７．現在の住環境に不満があるため 

８．経済的理由のため 

９．その他(１～８以外の理由) （                            ） 
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（３）住み替えやリフォーム・建て替えを行うに当たり、住宅に関して重視する点を教えてください。 

①住宅に関して重視する点〔○は３つまで〕 

１．部屋の広さや間取り 

２．新しさや清潔感 

３．住宅の機能性  

②重視する機能の内容〔○は２つまで〕 

１．省エネ性能が高い 

２．バリアフリー性能が高い 

３．防犯性能が高い 

４．防音・遮音性能が高い 

５．インターネット環境が整っている 

６．テレワークを行えるスペースがある 

７．その他（             ） 

４．住宅のデザイン性 

５．適切な住居費 

６．自分の好みに合わせた内装や設備が選択できる 

７．その他(１～６以外) （                               ） 

（４）住み替えやリフォーム・建て替えを行うに当たり、住環境に関して重視する点を教えてくだ

さい。〔○は３つまで〕 

１．交通や買い物の利便性（駅やバス停が近い、身近に利用しやすい店舗があるなど） 

２．子育て施設、教育施設、医療施設、文化・娯楽施設等との近接性 

３．公園、緑地、水辺などの自然環境やまち並み、景観など 

４．閑静な住宅地 

５．防災・防犯の安全性 

６．地域コミュニティ（知り合いが住んでいる、魅力的な地域活動があるなど） 

７．親・子・親族等との近接性 

８．まちのブランド力や資産性  

９．その他(１～８以外) （                             ） 

（５）住み替えやリフォーム・建て替えを行う上での課題を教えてください。〔○はいくつでも〕 

資金の不足 １．資金・収入等が不足している ２．現在の住宅の売却・賃貸が上手くいかない 

物件の不足 ３．予算の範囲で気に入る物件がない ４．魅力的な物件がない 

情報の不足 
５．住宅の性能に関する情報を得にくい 

６．周辺環境などの情報を得にくい 

７．相談できる専門家がいない 

８．信頼できる業者がいない 

その他 

９．高齢や障害などを理由に民間賃貸住宅 

への入居を拒否される 

10．家財が多く処理に困っている 

11．特に問題はない 

12．その他（             ） 
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問６．問４で「２．意向や計画はない」と回答した方に伺います。 

住み替えやリフォーム・建て替えの意向や計画がない理由について教えてください。 

〔○は３つまで〕 

１．現在の住宅に満足しているため 

２．住み慣れている、思い入れがあるため 

３．家族や仕事の都合で住み替えやリフォーム

などが困難なため 

４．費用の都合がつかないため 

５．雇用や家計の先行きが不安なため 

６．住み替えやリフォームが面倒なため 

７．住み替えやリフォームを行う理由がないた

め 

８．その他 

 

※問１（２）で現在の住宅が「１．持ち家（戸建て）」  とご回答の方は問７へお進みください。 

問１（２）で現在の住宅が「１．持ち家（戸建て）」以外とご回答の方は問９へお進みください。 

問７．住宅の管理状況について伺います。 

（１）点検・修繕の状況について教えてください。 

①点検・修繕の有無〔○は１つ〕 

１．点検・修繕をしている 

②点検・修繕の内容 〔○はいくつでも〕 

１．定期的に点検をしている 

２．修繕計画にのっとり修繕等をしている 

３．不具合が出た際に修繕をしている 

４．その他（                 ） 

２．点検・修繕はしていない   

（２）点検・修繕に関する備えについて教えてください。〔○はいくつでも〕  

１．新築時・購入時の図面や仕様書などを保管している  

２．住宅設備（風呂や給排水管など）や部位（屋根や外壁など）について、修繕サイクルや更新時

期を把握している  

３．点検や修繕等の履歴情報を保管している  

４．修繕費を確保している  

５．その他（                                     ） 

６．点検・修繕に対する備えは何もない 

 

問８．現在の持ち家を、将来どのように活用しようとお考えか教えてください。〔○は１つ〕 

１．子・親族等に相続する（相続人が住むと思う） 

２．子・親族等に相続する（相続人は住まないと思う） 

３．相続せず、自分の代で処分する 

４．未定 
 
 

Ⅳ．持ち家の維持管理や将来について 
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問９．ご自身と親、ご自身と子との住まい方について、①現状と②将来望ましいと考える住まい方

について、それぞれ選択して記入してください。 

親
と
の
住
ま
い
方 

①現状 
(１～８のいずれか１つを記入) 

 

 
子
と
の
住
ま
い
方 

①現状 
(１～８のいずれか１つを記入) 

 

②将来 
(１～８のいずれか１つを記入) 

 

 
②将来 

(１～８のいずれか１つを記入) 

 

 

１．同居（２世帯住宅含む）    

２．隣居（同一敷地内又は隣接地。同じマンション内の別住戸などを含む） 

３．徒歩５分程度の場所に住む 

４．交通手段を用いて片道 15 分未満の場所に住む  

５．交通手段を用いて片道 15 分以上１時間未満の場所に住む 

６．交通手段を用いて片道１時間以上の場所に住む 

７．親、子はいない 

８．その他（                                   ） 

 
Ⅵ．地域活動について 

問 10．地域活動などの状況や意向について伺います。 

（１）町会・自治会への加入状況を教えてください。〔○は１つ〕 
１．加入している  ⇒（２）へ    ２．加入していない  ⇒（３）へお進みください 

（２）町会・自治会に「１．加入している」方に伺います。 

町会・自治会活動において、あなた及びご家族の方が現在参加している活動、及び今後参加

したいと思う活動を教えてください。   〔○は①②それぞれ３つまで〕 

 ①現在 
参加し
ている 

②今後 
参加 

したい 
１．役員など町会・自治会の運営全般に係る活動    
２．教養・文化のための活動（盆踊り大会、もちつき大会、ラジオ体操、長寿を

祝う敬老会、バス旅行など） 
  

３．防犯・防火・防災のための活動（防犯パトロールや、児童・生徒の登下校時

のパトロール、全国交通安全運動、防災訓練など） 
  

４．生活環境向上のための活動（清掃、リサイクル事業、資源分別回収など）   
５．福祉のための活動（日赤の募金、赤い羽根共同募金、歳末助け合い募金、高

齢者の見守りなど） 
  

６．その他（                             ）   

７．参加している活動・今後参加したい活動はない   

Ⅴ．ご自身と親及び子との住まい方について 
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（３）すべての方に伺います。 

町会・自治会以外の地域活動で、あなた及びご家族の方が現在参加している活動、及び今後

参加したいと思う活動を教えてください。  〔○は①②それぞれ３つまで〕 

 ①現在 
参加し
ている 

②今後 
参加 

したい 
１．学習活動に対する支援や指導にかかわる活動   

２．まちづくりなど地域の活性化にかかわる活動   

３．芸術・文化・スポーツなどの趣味にかかわる活動   

４．環境美化、環境保全など環境にかかわる活動   

５．災害救援や交通安全・防犯・防火などの地域の安全にかかわる活動   

６．子育て支援や青少年の育成にかかわる活動   

７．高齢者や障害者の支援など福祉にかかわる活動   

８．その他（                             ）   

９．参加している活動・今後参加したい活動はない   

 

問 11．地域に住み続けるために必要と考える施策について教えてください。〔○は２つまで〕 

１．住宅を長く使い続けるための維持管理に対する支援 

２．より快適な住宅にするためのリフォームに対する支援 

３．断熱改修や太陽光パネル設置など住宅の省エネ性能改善に対する支援 

４．若年世帯に魅力的な民間賃貸住宅の供給の促進 

５．ファミリー世帯の定住に資する優良な持ち家の供給の促進 

６．高齢者・障害者等の民間賃貸住宅への円滑な入居支援 

７．高齢者・障害者等に対する見守りや相談等の居住支援 

８．耐震改修や不燃化促進などまちや住宅の防災対策に対する支援 

９．街灯や防犯カメラなどのまちや住宅の防犯対策に対する支援 

10．まちづくりなどの地域活性化に対する支援 

11．その他（                                      ） 

 
  

Ⅶ．必要な施策について 
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問 12．ご自身について伺います。 

（１）年齢を教えてください。〔○は１つ〕  

１．18～19 歳 

２．20～29 歳 

３．30～39 歳 

４．40～49 歳 

５．50～59 歳 

６．60～64 歳 

７．65～69 歳 

８．70～74 歳 

９．75 歳以上 

（２）性別を教えてください。〔○は１つ〕  

１．男性 ２．女性 ３．その他 ４．無回答 

（３）職業を教えてください。〔○は１つ〕  
１．自営業・事業主 

２．自由業 

３．会社員・公務員 

４．パート・アルバイト 

５．家事（専業） 

６．学生 

７．無職 

８．その他 

（          ） 

（４）ご自身の文京区での居住年数を教えてください。〔○は１つ〕 

１．２年未満 

２．２～５年未満 

３．５～10 年未満 

４．10～20 年未満 

５．20～30 年未満 

６．30 年以上 

問 13．世帯について伺います。 

（１）世帯人数（ご自身を含む）を教えてください。〔数字を記入〕 

（               ）人 

（２）世帯構成を教えてください。〔○は１つ〕 

１．単身 

２．夫婦 

３．夫婦と子（第一子が乳幼児） 

４．夫婦と子（第一子が小中高校生） 

５．夫婦と子（第一子が大学生、社会人等） 

６．ひとり親と子（第一子が乳幼児） 

７．ひとり親と子（第一子が小中高校生） 

８．ひとり親と子（第一子が大学生、社会人等） 

９．親・子・孫の三世代 

10．その他（             ） 

（３）世帯年収を教えてください。〔○は１つ〕 
１．100 万円未満 

２．100～200 万円未満 

３．200～300 万円未満 

４．300～400 万円未満 

５．400～500 万円未満 

６．500～600 万円未満 

７．600～700 万円未満 

８．700～800 万円未満 

９．800～900 万円未満 

10．900～1,000 万円未満 

11．1,000～1,500 万円未満 

12．1,500～2,000 万円未満 

13．2,000 万円以上 

14．わからない 

※ボーナス、残業手当など臨時収入や、配当金など財産収入、年金、仕送り金なども含む。 

※自営業の場合は、売上高ではなく営業利益を記入してください。 

（４）家賃や住宅ローンなど、毎月の住居費を教えてください。〔数字を記入〕 

（               ）万円／月 

※借家の場合は、１か月当たりの住宅の家賃額（管理費、共益費を含まない）。 

※持ち家の場合は、月々の住宅ローン返済額（管理費、修繕積立金、リフォーム費用を含まない）。  

Ⅷ．ご自身や世帯について 
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Ⅸ．自由意見 

問 14．コロナ禍によって住まいや住環境に関して変化等はありましたか。ある場合、その内容をご

記入ください。 

 

 

問 15．文京区に居住している感想や、その他のご意見があれば、自由にご記入ください。 

 

 
アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 

※令和４年１０月２１日（金）までに投函をお願いします。 

 
 



 

253 

文京区 分譲マンションアンケート調査 調査票 

Ⅰ．マンションの概要について 

問１．マンションの所在地・名称について教えてください。 

(1)所在地 

（住居表示） 

〒   ― 

 

 

 

(2)マンション名 

フリガナ 

 

 

 

問２．マンションの概要について教えてください。 

(1)建築年月 和暦（昭・平・令     ）年（   ）月  ※複数棟の場合、最も古い建築年月 

(2)棟数 全（        ）棟 

(3) 

住戸 

①全住戸数 全（        ）戸           ※複数棟の場合、全棟の合計戸数 

②タイプ別

住戸数 

・40㎡未満   ：（      ）戸 

・40～50㎡未満 ：（      ）戸 

・50～60㎡未満 ：（      ）戸 

・60～70㎡未満 ：（      ）戸 

・70～80㎡未満 ：（      ）戸 

・80㎡以上   ：（      ）戸 

(4)階数（地上） （      ）階                  ※複数棟の場合、最も高い階数 

(5)構造 
〔１つに○〕 

１．鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）   

２．鉄骨造（Ｓ造）          

３．鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造） 

４．その他 

※複数棟の場合、主な構造 

(6)敷地面積 約（          ）㎡         ※百単位未満は四捨五入して記入 

(7)土地の権利 
〔１つに○〕 

１．所有権             

２．借地権 

３．定期借地権            

４．その他 

問３．住宅以外の併設用途について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．店舗 （    区画） 

２．事務所（    区画） 

３．その他（    区画）（具体的な用途：              ） 

４．住宅以外の用途はなし 

問４．マンションが不動産投資信託物件（いわゆる投資用マンション）か否かについて、教えてく

ださい。〔１つに○〕 

１．マンション全体が不動産投資信託物件である 

２．マンション全体が不動産投資信託物件ではない 

（２）分譲マンション管理組合調査 
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問５．付属施設・設備等について記入してください。 

(1)エレベーター 

〔１つに○〕 
１．ある（合計      基） ２．ない 

(2)平面駐車場 
①（       ）区画 うち、空き区画数：②（       ）区画 

※該当区画がない場合は「０」と記入 

(3)機械式駐車場 
①（       ）区画 うち、空き区画数：②（       ）区画 

※該当区画がない場合は「０」と記入 

(4)自転車駐輪場 

〔１つに○〕 
１．ある（合計      台） ２．ない 

(5)バイク駐輪場 

〔１つに○〕 
１．ある（合計      台） ２．ない 

(6)電気室の位置 

〔１つに○〕 
１．地下 ２．１階 ３．２階以上 

(7)その他の附属 

施設・設備 

〔あてはまるもの

全てに○〕 

１．管理事務室 

２．集会室              

３．管理組合用郵便受け       

４．ゴミ置き場           

５．宅配ボックス 

６．来訪者用宿泊施設 

７．共用広場 

８．インターネット設備        

９．テレワークスペースやライブラリー等 

10．電気自動車用充電設備 

11．カーシェアリング用駐車場 

12．その他 

（具体的に：           ） 

 
Ⅱ．管理状況について 

問６．管理組合の状況について教えてください。 

(1)管理組合の有無〔１つに○〕 

１．ある 

 

 

 

２．ない 

        
        

問７．管理に関する活動について教えてください。 

(1)管理者の属性 
〔１つに○〕 

※管理者：区分所有者の代表者として 

管理を実行する者（理事長など） 

※管理人とは異なります 

１．理事長等の役員 

２．役員以外の区分所有者 

３．管理会社の職員 

４．外部の専門家 

５．選任していない 

 

(2)管理規約〔１つに○〕 
１．ある    最終改正年   和暦（昭・平・令       ）年  

２．ない 

(3) 

役員 
①役員数 （        ）人 

②役員の範囲 

１．区分所有者のみで構成  

２．区分所有者以外（外部の専門家等）も含めている 

３．区分所有者以外のみで構成 

(2)管理組合の法人化〔１つに○〕 

１．法人化している          

２．法人化していない 

(3)管理や修繕などの意志決定〔１つに○〕 

１．区分所有者による集会等を開催し意思決定する 

２．特定の区分所有者が代表となり意志決定する 

３．管理会社に全て一任している 

４．特に何もしていない 
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(3) 

役員 ③役員の選任方法 
〔１つに○〕 

１．輪番制 

２．立候補制 

３．推薦制 

４．抽選 

５．特に定めがない 

６．その他 

④現理事長の継続 

年数〔１つに○〕 

１．２年未満 

２．２年以上５年未満 

３．５年以上10年未満 

４．10年以上 

(4) 

理事会 
※下部解説

をご参照

ください 

①開催頻度 

（昨年度実績） 
〔１つに○〕 

１．毎月開催 

２．２か月に１回程度（年６回） 

３．３か月に１回程度（年４回） 

４．年に１～２回程度 

５．開催していない 

②コロナ禍による 

理事会開催への 

影響(昨年度実績) 
〔１つに○〕 

１．影響はなく、対面により、例年どおりの頻度で開催している 

２．web会議や書面開催等により、例年どおりの頻度で開催している 

３．感染拡大状況等により、開催頻度を減らしている 

４．開催できていない 

③議事録の周知状況 
〔あてはまるもの 

全てに○〕 

１．各戸配布 

２．掲示 

３．回覧 

４．インターネットやSNSで配信 

５．作成しても周知は特に行わない 

６．議事録を作成していない 

(5) 

総会 
※下部解説

をご参照

ください 

①年１回以上の開催

(昨年度実績) 
〔１つに○〕 

１．ある ２．ない 

②直近の総会の 

出席率 

Ａ）実出席率        約（       ）割 

Ｂ）委任状等を含む出席率  約（       ）割 

③コロナ禍による 

総会開催への影響 

(昨年度実績) 
〔１つに○〕 

１．影響はなく、対面により、例年どおりの頻度で開催している 

２．web会議や書面開催等により、例年どおりの頻度で開催している 

３．感染拡大状況等により、開催頻度を減らしている 

４．開催できていない 

④議事録の周知状況 
〔あてはまるもの 

全てに○〕 

１．各戸配布 

２．掲示 

３．回覧 

４．インターネットやSNSで配信 

５．作成しても周知は特に行わない 

６．議事録を作成していない 

(6)特定のテーマに取り組む 

専門委員会の設置 
※現在の設置状況、過去の 

設置経験について、ご回答 

ください 

〔あてはまるもの全てに○〕 

１．大規模修繕 

２．建替え・改修 

３．管理規約の改正 

４．防災やコミュニティ形成 

５．その他 

（具体的に：       ） 

６．設置したことがない 

(7)管理会社への 

管理業務の委託 
〔１つに○〕 

１．全部を管理会社に委託 

２．一部を管理会社に委託 

３．自主管理 

４．その他 

【解説】・理事会：役員で構成される組織で、建物の管理状況、会計の確認等の日常的な維持管理業務や、総

会に提案する議案の検討などを行う会議を指します。 

・総会 ：管理組合の決算・活動報告、予算の審議、役員の選任などの決議事項に関し、区分所有

者全体の意志決定を行う会議を指します。  
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問８．管理費、修繕積立金について教えてください。 

(１)現在の管理費について教えてください。 

①管理費の有無〔１つに○〕 

１．ある           ②管理費 

２．ない 

(２)現在の修繕積立金について教えてください。 

①修繕積立金の有無〔１つに○〕 

１．ある            ②修繕積立金 

 

③設定の根拠〔１つに○〕 

 

 

 

２．ない 

１．長期修繕計画に基づいている 

２．分譲時の設定金額のままである 

３．管理費の一定割合としている 

４．特に根拠はない 

(３)現在の管理費と修繕積立金の滞納や経理について教えてください。 

１)管理費又は修繕積立金を

現在３か月以上滞納して

いる住戸 

①滞納住戸の有無〔１つに○〕 

１．ある      ②滞納住戸の戸数 （          ）戸 

２．ない 

２)管理費又は修繕積立金の

滞納対応に関するルール
〔１つに○〕 

１．ある ２．ない 

３)管理費と修繕積立金の 

区分会計〔１つに○〕 
１．区分して会計管理 ２．同一に会計管理 

問９．設計図書などの保管状況について教えてください。 

(1)設計図書の保管〔１つに○〕 １．ある ２．ない  ３．わからない 

(2)修繕履歴の保管〔１つに○〕 １．ある ２．ない  ３．わからない 

問 10．管理上の問題点について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

(1)管理運営上

の問題点 

１．管理規約の見直しの難しさや手間 

２．管理組合の役員等のなり手不足 

３．管理組合活動等に無関心な区分所有者の増加 

４．居住ルールを守らない居住者の増加 

５．管理会社との契約継続、適正な業務内容の判断の難しさ等 

６．役員の知識や経験不足 

７．管理費・修繕積立金の未納 

８．所在不明な区分所有者の存在 

９．その他（具体的に：                            ） 

10．問題はない 

戸当たり平均（        ）円/月  

又は ㎡当たり平均（        ）円/月  

 

戸当たり平均（        ）円/月  

又は ㎡当たり平均（        ）円/月 
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(2)施設管理上

の問題点 

１．清掃・設備点検等の日常点検の不備 

２．防火・避難設備の検査等の不備 

３．防犯・防災に対応した設備の不足 

４．駐車場、自転車やバイク駐輪場の余剰・設備維持の負担 

５．駐車場、自転車やバイク駐輪場の不足 

６．建物・設備の修繕等ができていない 

７．その他（具体的に：                            ） 

８．問題はない 

  
Ⅲ．居住状況について 

問 11．区分所有者と居住者（賃貸で居住する者を含む）の名簿について教えてください。 

(1)区分所有者名簿の管理 
〔１つに○〕 

１．名簿があり、概ね最新に更新されている 

２．名簿はあるが、更新が滞っている 

３．名簿はない 

(2)居住者名簿の管理 
〔１つに○〕 

１．名簿があり、概ね最新に更新されている 

２．名簿はあるが、更新が滞っている 

３．名簿はない 

問 12．区分所有者や居住者の状況について教えてください。 

※ここでは 60 歳以上の方を高齢者としています 

(1)区分所有者のうち、 

高齢者の割合 
約（        ）割 

※該当しない場合は「０」と記入 

※複数棟の場合、全体の割合 

(2) 

居住者 
※賃貸で居

住する者

も含む 

①主な世帯 
〔あてはまる 

もの２つまで

○〕 

１．若年単身世帯（20～30歳代） 

２．若年夫婦世帯（20～30歳代） 

３．中年単身世帯（40～50歳代） 

４．中年夫婦世帯（40～50歳代） 

５．高齢単身世帯（60歳代以上） 

６．高齢夫婦世帯（60歳代以上） 

７．ファミリー世帯(末子が未成年) 

８．ファミリー世帯（末子が成人） 

②高齢者のみの 

世帯が占める

割合 
〔１つに○〕 

１．１割未満 

２．１～２割未満 

３．２～３割未満 

４．３～４割未満 

５．４割以上 

６．わからない 

問 13．空き住戸や賃貸化住戸、事務所等で利用する住戸について教えてください。 

※該当住戸がない場合は「０」、複数棟の場合は合計戸数をご記入ください 

(1)1年以上居住者がいない

空き住戸 
（        ）戸            

(2)区分所有者が住まず 

賃貸化されている住戸 
（        ）戸            

(3)事務所や店舗等の用途

で利用する住戸 
（        ）戸     ※専用で設けられた事務所や店舗等の区画は除く 
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問 14．民泊への対応・現状について教えてください。 

(1)民泊に関するルール 
〔１つに○〕 

１．管理規約において民泊を容認 

２．管理規約において民泊を禁止 

３．管理規約での位置付けはない 

４．検討中・検討予定 

(2)現在、民泊で 

使用されている住戸 
（        ）戸 

※該当住戸がない場合は「０」と記入 

※複数棟の場合、合計戸数 

 

Ⅳ．修繕の計画について 

問 15．長期修繕計画について教えてください。 

(1)長期修繕計画の有無〔１つに○〕 

１．ある    (2)直近の作成（改訂）時期 

 

(3)計画期間 

 

２．ない 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．作成中 

和暦（昭・平・令        ）年 

和暦（昭・平・令        ）年度 

～和暦（昭・平・令        ）年度まで 

問 16．大規模修繕工事（規模の大きい修繕工事を計画的に実施するもの）について教えてください。 

(1)大規模修繕工事実施の有無〔１つに○〕 

１．実施したことがある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．実施したことがないが、予定している 

３．実施予定がない 

(4)長期修繕計画を作成していない理由〔あてはまるもの全てに○〕 

１．竣工当初から作成されていなかった 

２．作成が必要という意見が少ない 

３．作成の方法や相談相手がわからない 

４．作成する費用を捻出できない 

５．区分所有者の合意形成を図れない 

６．その他（具体的に：                     ） 

 

(2)これまでの大規模修繕工事実施回数 

（         ）回 実施 

 
(3)直近の実施年 

和暦（昭・平・令         ）年 

(4)直近の実施内容〔あてはまるもの全てに○〕 

１．外壁修繕工事       ４．給水管・排水管工事 

２．屋上防水工事       ５．エレベーターの更新工事 

３．鉄部塗り替え工事     ６．その他 

（具体的に：            ） 

(5)実施時期の適切性〔１つに○〕 

１．概ね計画周期どおり実施  ３．急な必要性が生じ、計画と関係なく実施 

２．計画周期より遅れて実施  ４．わからない 
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問 17．次回の大規模修繕工事に関するお考えについて教えてください。 

(1)次回実施する 

大規模修繕工事 

の資金的見込み 
〔あてはまるもの 

全てに○〕 

１．修繕積立金で負担する 

２．修繕積立金の金額を見直す 

３．一時徴収金を集める 

４．金融機関から借り入れる 

５．工事時期をずらし、対応する 

６．明らかに不足するが、補填方法は決まっていない 

７．次の大規模修繕工事が決まっていないため、わからない 

８．その他（具体的に：                        ） 

(2)次回の大規模 

修繕工事の実施 

に当たっての課題 
〔あてはまるもの 

全てに○〕 

１．知識や経験が少なく、技術的な判断ができない 

２．適切な修繕工事業者の選定が難しい 

３．とりまとめを行う役員等がいない 

４．相談できる専門家等がいない 

５．修繕工事の必要性を区分所有者が十分認識していない 

６．区分所有者間での合意形成が難しい 

７．その他（具体的に：                        ） 

８．特に課題はない 

 

Ⅴ．マンション再生について 

※以下は、昭和 56（1981）年以前に建築されたマンションについて教えてください。 

昭和 57 (1982)年以後に建築されたマンションは問 20 へお進みください。 

問 18．耐震診断や耐震性の状況について教えてください。 

(1)耐震診断実施の有無〔１つに○〕 

１．実施済み                   ２．未実施 

(2)診断結果と耐震補強工事〔１つに○〕 

１．耐震性あり 

２．耐震性なしのため、耐震補強工事を実施 

３．耐震性なしだが、耐震補強工事を未実施 

(3)耐震補強工事の未実施の理由 

〔あてはまるもの全てに○〕 

１．建替えを予定している 

２．工事費用が不足している 

３．適切な工事業者の選定が難しい 

４．とりまとめを行う役員等がいない 

５．相談できる専門家等がいない 

６．区分所有者間での合意形成が難しい 

７．補強工事の実施が法的・技術的に難しい 

８．その他 
 

(4)耐震診断の未実施の理由 

〔あてはまるもの全てに○〕 

１．建物が新耐震基準に適合している 

２．建替えを予定している 

３．診断費用が不足している 

４．適切な調査業者の選定が難しい 

５．とりまとめを行う役員等がいない 

６．相談できる専門家等がいない 

７．区分所有者間での合意形成が難しい 

８．耐震性がなくても、補強工事の実施が 

費用的に難しい 

９．耐震性がなくても、補強工事の実施が 

法的・技術的に難しい 

10．耐震性がない場合、資産価値低下が心配 

11．その他 
 

 

問

19 

へ
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問 19．マンションの建替えや改修、敷地売却の検討状況について教えてください。 

※改修及び敷地売却について、下部解説をご参照ください 

(1)検討の状況について教えてください。 

①検討の状況〔１つに○〕 

１．決議が成立している  

２．現在検討中である 

３．今後検討する予定である 

４．検討の必要はあるが、当面予定はない 

５．かつて検討したが問題が多く進んでいない 

６．特に検討していない                                 問 20 へ 

(2)検討の内容について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．建替え 

２．改修 

３．敷地売却 

(3)検討する上での課題について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．検討する専門委員会等の設置が難しい 

２．建替えや改修、敷地売却のどの手法がよいのか技術的な判断ができない 

３．区分所有者間での合意形成が難しい 

４．事務所・店舗等の住宅以外の所有者との合意形成が難しい 

５．相談のできる専門家等がいない 

６．調査や計画作成の進め方がわからない 

７．調査や計画作成のための費用を準備できない 

８．建替えや改修、敷地売却事業の費用を準備できない 

９．検討したが、採算が合わず、事業の実施が難しい 

10．法的な制限のため、望んでいるような再生ができない 

11．その他（具体的に：                        ） 

12．特に課題はない 

【解説】・改修：大規模修繕工事とは異なり、エレベーターの新設や耐震補強工事などの形状又は効用の著し

い変更を伴う工事のことを指します。 

・敷地売却：耐震性等が不足するマンションについて、買受人（デベロッパー等）に土地と建物を

一括して売却する手法。買受人は、マンションの再建、代替住居のあっせん等により

希望する区分所有者に対して、新たな住まいを提供します。 

 

②事業開始予定年 令和（       ）年 
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Ⅵ．社会的機能の向上に資する取組 

問 20．マンション内の自治組織の有無、町会・自治会への加入について教えてください。 

※自治組織：区分所有者のみで構成された管理を目的とする管理組合とは異なり、賃貸居住者も含めたマ

ンション住民の組織のことを指します。親睦を図るなどのコミュニティ活動を行います。 

(1)自治組織の有無 
〔１つに○〕 

１．マンション内に自治組織がある ２．マンション内に自治組織はない 

(2)マンション居住

者と近隣住民と

の交流 

〔あてはまるもの

全てに○〕 

１．町会・自治会活動や、まつり・地域イベントで交流している 

２．環境美化・リサイクル活動で交流している 

３．住民個々の交流が見受けられる 

４．その他（具体的に：                         ） 

５．交流はほとんど見受けられない 

問 21．地域の町会・自治会への加入状況について教えてください。 

(1)加入の有無〔１つに○〕 

１．マンションの管理組合として加入 

２．マンション内の自治組織として加入 

３．居住者が個別に加入 

４．誰も加入していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22．防犯対策について教えてください。 

(1)防犯設備の設置状況について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．防犯カメラ（建物の出入口） 

２．住戸玄関モニタ付きインターホン 

３．エントランスのオートロックシステム 

４．その他（具体的に：                ） 

５．何も設置していない 

(2)地域の防犯パトロールについて教えてください。〔１つに○〕 

１．役員等の代表者が参加している 

２．居住者に個別参加を呼び掛けている 

３．自治組織や管理組合等として関与していない 

４．わからない 

(2)マンションとしての今後の加入に対する考え〔１つに○〕 

１．加入したくない 

２．加入したい 

３．わからない 

(3)加入したくない理由〔あてはまるもの全てに○〕 

１．活動内容をよく知らない 

２．活動への参加を負担に感じる 

３．加入メリットを感じられない 

４．会費が高い 

５．地域に縛られたくない 

６．加入する方法がわからない 

７．その他 

 

問 22 へ 
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問 23．防災対策について教えてください。 

(1)防災設備の設置状況について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．防災用倉庫           

２．各居室の住宅用火災警報器 

３．防火水槽や消火栓 

４．雨水貯留施設（地下貯留槽、雨水利用施設等） 

５．浸水対策として止水板や土のう 

６．エレベーター内の備蓄ボックス 

７．その他（具体的に：                ） 

８．何も設置していない 

(2)災害時のための備蓄や設備の設置状況について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．食料・飲料水 

２．簡易トイレ・携帯トイレ 

３．救出・救急用具 

４．自家発電設備 

５．通信機器（無線機等） 

６．その他（具体的に：                ） 

７．何も設置していない 

(3)自主防災組織の結成・参加状況について教えてください。〔１つに○〕 

１．マンションで結成している  

２．マンションで結成していないが、地域の組織に参加している  

３．マンションで結成しておらず、地域の組織にも参加していない 

４．わからない 

(4)防災訓練の実施について教えてください。〔１つに○〕 

１．定期的に防災訓練を実施している  

２．不定期ではあるが防災訓練を実施している 

３．マンションとしての防災訓練はないが、地域の防災活動に参加している 

４．マンションとしての防災訓練はなく、地域の防災活動にも参加していない 

５．わからない 

(5)その他の防災対策について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．居住者向けの災害時の行動マニュアルを作成・配布している 

２．安否確認や施設設備点検などの管理組合等向けのマニュアルを作成している 

３．避難行動要支援者（高齢者等）名簿を作成し、支援体制を整えている 

４．居住者に避難場所やハザードマップ等を周知している 

５．防災設備の定期的な確認や、備蓄の入替えや補充をしている 

６．その他（具体的に：                                    ） 

７．特にない 
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問 24．バリアフリー化、省エネ・環境配慮に関する取組の実施状況について教えてください。 

〔あてはまるもの全てに○〕 

(1)共用部分の 

バリアフリー

化の状況 

１．エントランスや共用廊下には段差がない（段差があってもスロープを設置）  

２．共用廊下や階段には、手すりが設置されている 

３．共用廊下等は、車いすが通れる幅が確保されている 

４．エントランスには、自動ドアが設置されている 

５．エレベーターが設置されている 

６．その他（具体的に：                         ） 

(2)省エネや環境

配慮の状況 

１．共用廊下等の照明をLED化している 

２．開口部の遮熱性能の向上（二重窓・外断熱等）に取り組んでいる 

３．電気自動車用充電設備を設置している 

４．省エネ設備（蓄電池、太陽光パネル等）を設置している 

５．断熱性の向上を図るため、外断熱改修工事を実施している 

６．屋上緑化や壁面緑化など、建物を活用したグリーンインフラを整備している 

７．その他（具体的に：                         ） 

問25．マンションの維持管理や修繕等を円滑に行うために、行政に求める支援について教えてください。 

〔あてはまるもの全てに○〕 

１．長期修繕計画の作成への支援    

２．大規模修繕工事への支援      

３．劣化診断への支援         

４．耐震診断・改修への支援 

５．バリアフリー改修への支援 

６．省エネ改修への支援 

７．建替え等への支援 

８．専門家等のアドバイザーの派遣 

９．相談体制の強化 

10．講演会・セミナーなどの開催   

11．管理組合間のネットワークづくり 

12．管理マニュアルやガイドブックなどの情報提供の充実 

13．適切な維持管理を実施するマンションの認定 

14．その他（具体的に：                                    ） 

15．特にない 
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Ⅶ．マンション施策について 

問 26．文京区や東京都、国が実施する施策の利用について教えてください。 

〔選択肢から番号を１つ記入〕 

【回答の選択肢】 

１．既に利用 

２．利用したい 

 

３．利用したいと思わない 

４．どちらともいえない 
 

 施策 内容 回答 

国 
長期優良住宅化 
リフォーム推進事業 

・建物調査（インスペクション）や性能向上を伴う改修（耐

震性、省エネ、高齢者等対策等）、子育て世帯向け改修等の

費用について、対象経費の 1/3 を助成（上限額 100～200

万円） 

 

東京都 

マンション改良工事
助成 

・共用部分の外壁塗装やバリアフリー化などの改良・修繕工

事、耐震性向上のための工事を行う管理組合に対し、(独)

住宅金融支援機構と連携した助成（利子補給）を実施 

 

マンション 
アドバイザー制度 

・管理アドバイザー：基本的なマンション管理についての講

座や個別具体的な相談に対するアドバイスを行う 

・建替え・改修アドバイザー：建替え・改修の検討に向けた

制度説明等の入門編アドバイス、比較検討書を作成しての

説明等を行う 

（区で税抜き派遣料を助成。回数制限あり） 

 

文京区 

マンション共用部分
改修費助成 

・共用部分のバリアフリー改修費用（段差解消、手すり設置

等）の 1/10 を助成（上限 100 万円） 
 

マンション劣化診断
調査費助成 

・劣化診断調査費用（住宅本体、鉄製品、防水、給水管、設

備等）の 1/2 を助成（上限 50 万円） 
 

マンション長期修繕
計画作成費助成 ・長期修繕計画を作成する費用の 1/2 を助成（上限 50 万円）  

マンション管理士 
派遣 

・維持管理、大規模修繕などについて助言・提案等を行うマ

ンション管理士を、管理組合の理事会・勉強会等に無料で

派遣（１団体につき４回まで／年度） 

 

分譲マンション管理
個別相談 

・管理組合の運営、管理会社との関係など分譲マンションの

管理上の様々な問題について、マンション管理士が相談に

応じる 

 

分譲マンション管理
組合設立支援 

・管理組合の設立、管理規約の制定などについて助言・提案

等を行うマンション管理士を会合等に無料で派遣 

（１団体につき４回まで／年度） 

 

マンション管理 
セミナー 

・マンション管理に役立つ情報を専門家が解説するセミナ

ー。You Tube 公式チャンネルで昨年度の講演を配信中 
 

耐震診断費用の助成 
・一定の要件を満たす分譲マンションについて耐震診断に

要する費用の 1/2 を助成（上限 150 万円） 
 

次頁へ続きます 
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【回答の選択肢】 

１．既に利用 

２．利用したい 

 

３．利用したいと思わない 

４．どちらともいえない 
 

 施策 内容 回答 

文京区 

補強設計の費用
助成 

・一定の要件を満たす分譲マンションについて、耐震設計に要す

る費用の 1/2 を助成（上限 250 万円） 
 

耐震改修工事 
助成 

・一定の要件を満たす分譲マンションについて耐震改修工事等に

要する費用の 1/2 を助成（上限 2,000 万円） 
 

耐震化 
アドバイザー 
派遣 

・区内にある一定の要件を満たす建築物について耐震化アドバイ

ザーを派遣し、耐震改修工法の事例紹介や耐震化の進め方など

のアドバイスを行う。回数は３回まで、費用は無料 

 

耐震セミナー 
及び個別相談会 

・建築物の耐震化の促進及び区民の防災意識の向上を図るため、

耐震セミナーを年に１回開催、建築士等による個別相談会を年

に３回開催 

 

中高層マンショ
ン防災対策 
パンフレット 

・中高層マンションに対する防災対策をまとめたパンフレット 

・区役所窓口や防災訓練等での配布のほか、区ホームページに掲

載 

 

防災訓練の実施
に関する支援 

・地震体験車や煙ハウス等の出張を無料で実施（参加予定者数が

40 名以上に限る） 

・一定規模以上の中高層マンションに、防災訓練の実施経費の一

部を助成（上限３万円） 

 

防災備蓄品に 
関する支援 

・一定規模以上の中高層マンションが防災訓練を実施する場合

に、備蓄品購入経費の一部を助成（上限３万円、区民防災組織

と共同で訓練を実施する場合には上限５万円） 

 

エレベーターの
閉じ込め防止対
策に関する支援 

・一定規模以上の中高層マンションに対し、エレベーター閉じ込

め対策用品（トイレ、飲料水等）の購入経費の一部を助成 

（上限３万円） 

 

 

Ⅷ．その他 自由意見 

問 27．コロナ禍において、マンション管理等に変化はありましたか。ある場合、その内容をご記入

ください。 
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問 28．その他のご意見があれば、自由にご記入ください。 

 

 

 

※ ご回答内容に不明な点等があった場合、調査委託業者からお問い合わせする場合があります。

差し支えない範囲で連絡先をご記入ください。 

属性 
１．管理組合理事長 

２．管理組合役員等 

３．マンション管理業者 

４．その他（             ） 

日中ご連絡可能な

電話番号 
（     －      －      ） 

ＦＡＸ （     －      －      ） 

住所 

〒   － 

 

 

会社名・所属等  

氏名 

フリガナ 

 

 

 
アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。  
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文京区 賃貸マンションアンケート調査 調査票 

問１．回答者のお立場について教えてください。〔１つに○〕 
１．所有者 ２．所有者のご家族等 ３．所有者から依頼を受けた管理者等 

問２．所有者について教えてください。〔それぞれ１つに○〕 

(1)経営主体 
１．個人（単独） ３．不動産所有・管理会社 

２．個人（複数） ４．不動産投資法人 

(2)賃貸経営 

(事業)の種別 
１．専業  ２．兼業（賃貸経営が主な収入源）  ３．兼業（賃貸経営は副業） 

(3)年齢 
１．39歳以下 

２．40～49歳 

３．50～64歳 

４．65～74歳 

５．75歳以上 

問３．賃貸経営（事業）を始めた経緯について教えてください。〔最もあてはまるもの１つに○〕 

１．相続で賃貸住宅を所有したため 

２．節税対策のため 

３．投資目的、副収入獲得のため 

４．賃貸住宅事業を本業とするため 

５．その他 

（具体的に              ） 

問４．所有する賃貸マンションについて教えてください。〔数字を記入〕 

(1)所有棟数 ①総棟数 （     ）棟 ②文京区内の棟数 （     ）棟 

(2)所有戸数 ①総戸数 （     ）戸 ②文京区内の戸数 （     ）戸 

(3)空室数 ①総戸数 （     ）戸 ②文京区内の戸数 （     ）戸 

 

 
※以下は文京区内に所有する賃貸マンションのうち１棟当たりの住戸数が最も多い物件について
の状況を教えてください。 

問５．物件の概要について教えてください。〔(1)～(3)は記入、(4)～(10)はそれぞれ１つに○〕 

(1)所在町丁目 町名（        ） （     ）丁目    【例】春日１  など 

(2)住戸数 （         ）戸 

(3)階数（地上） （         ）階 

(4)建築時期 

１．昭和 45（1970）年以前 

２．昭和 46（1971）～55（1980）年 

３．昭和 56（1981）～平成 2（1990）年 

４．平成 3 （1991）～12（2000）年 

５．平成 13（2001）～22（2010）年 

６．平成 23（2011）～30（2018）年 

７．平成 31（2019）年以降 

８．わからない 

(5)電気室の位置 １．地下 ２．１階 ３．２階以上 

(6)構造 
１．鉄筋コンクリート造（ＲＣ造） 

２．鉄骨造（Ｓ造） 

３．鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造） 

４．その他 

Ⅰ．所有する賃貸マンションの概要について 

Ⅱ．１棟当たりの住戸数が最も多い物件の状況について 

Ⅱ-1．物件の概要について 

（３）賃貸マンション所有者調査 



 

268 

(7)土地の権利 １．所有権 ２．借地権 ３．定期借地権 

(8)賃貸借契約 

の形式 
１．普通借家契約 ２．定期借家契約 ３．その他 

(9)最も多い 

住戸タイプ 

１．25 ㎡未満 

２．25 ㎡以上 30 ㎡未満 

３．30 ㎡以上 40 ㎡未満 

４．40 ㎡以上 50 ㎡未満 

５．50 ㎡以上 60 ㎡未満 

６．60 ㎡以上 70 ㎡未満 

７．70 ㎡以上 

(10)民泊用住戸 １．ある ２．ない 

(11)住宅以外の 

併設用途 

〔あてはまるもの

全てに○〕 

１．店舗 

２．事務所 

３．その他（具体的に：        ） 

４．住宅以外の用途はなし 

(12)所有者の 

お住まい 

〔１つに○〕 

１．物件と同一のマンション内 

２．物件と同じ町内（１以外） 

３．文京区内（１、２以外） 

４．文京区外（23区内） 

５．東京都の市部 

６．他の道府県 

７．海外 

問６．現在の管理形態について教えてください。〔１つに○〕 

１．直接管理（自ら実施） 

２．部分委託（一部を管理会社等に委託） 

３．全部委託 

４．サブリース（物件を事業者等に貸し、その者が転貸） 

問７．賃貸借契約における転貸借のルールについて教えてください。〔１つに○〕 

１．転貸借のルールがあり、転貸借を許容している 

２．転貸借のルールがあり、転貸借を禁止している 

３．転貸借のルールがない 

問８．入居者の状況について教えてください。〔(1)～(3)のそれぞれ１つに○〕 

(1)主な入居世帯 

１．若年単身世帯（20～30 歳代） 

２．若年夫婦世帯（20～30 歳代） 

３．中年単身世帯（40～50 歳代） 

４．中年夫婦世帯（40～50 歳代） 

５．高齢単身世帯（60 歳代以上） 

６．高齢夫婦世帯（60 歳代以上） 

７．ファミリー世帯(末子が未成年) 

８．ファミリー世帯（末子が成人） 

９．様々なタイプの世帯が混在 

10．その他 

(2)入居者の平均 

的な契約年数 

１．１～２年程度 

２．３～５年程度 

４．６～９年程度 

５．10年以上 

(3)平均的な月額 

家賃 

（共益費含む） 

１．４万円未満 

２．４万円以上６万円未満 

３．６万円以上８万円未満 

４．８万円以上10万円未満 

５．10万円以上15万円未満 

６．15万円以上20万円未満 

７．20万円以上25万円未満 

８．25万円以上 
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問９．性能面での特徴について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．バリアフリーに配慮している（手すりや段差解消など） 

２．耐震性能を備えている 

３．省エネ性能に配慮している（太陽光パネルや高効率給湯器など） 

４．断熱性能に配慮している（高性能の断熱材やサッシなど） 

５．遮音性能に配慮している（防音性の高い床・壁の建材など） 

６．防犯性能に配慮している（オートロック、モニタ付インターホン、防犯カメラ（建物出入口）など） 

７．台所や浴室などの水廻り設備が分譲マンションに近い、または同等以上の水準 

８．子育てのしやすさに配慮をしている（子どもを見守りやすい間取り、危険防止措置など） 

９．光回線やWi-Fiなど、インターネット設備を備えている 

10．劣化状況について建物調査（インスペクション）を実施し、改修を行っている 

11．住宅性能評価を取得するなど、第三者評価を受けている 

12．長期優良住宅認定や長期優良住宅化リフォームの補助等を受けている 

13．その他（具体的に：                                 ） 

14．特徴といえるものはない 

 

問 10．３か月以上の空室の有無について教えてください。 

(1)空室の有無〔１つに○〕 

１．ある 

２．ない    

問 11．空室となっている理由について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

募集停止 １．現在は入居者を募集していないため 

入居条件関連 

２．家賃が周辺相場に比べ高いため 

３．入居条件を厳しくしているため 

４．ペット不可としているため 

建物・設備関連 

５．住戸面積が狭小なため 

６．エレベーターがないため 

７．１階住戸のため 

８．設備などが古く、時代に合わないため 

９．建物・設備が古く、傷んでいるため 

10．駐車場・駐輪場が不十分なため 

周辺環境関連 

11．交通の便や買い物などが不便な立地にあるため 

12．日照条件が悪いため 

13．近隣環境が良くないため（騒音、振動など） 

14．治安が良くないため 

その他 
15．市場の悪化のため（供給過剰、需要減退など） 

16．その他（具体的に：                         ） 

  

Ⅱ-2．空室の状況について 

(2)空室数〔記入〕 

（         戸） 

 問 12 へ 
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問 12．近年の空室の推移について教えてください。〔１つに○〕 

１．増加している ２．あまり変わらない ３．減少している ４．わからない 

 

問 13．建物や設備の不具合・問題点等について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．屋上防水の劣化など  

２．外壁のひび割れ、剥離、鉄筋の露出など 

３．バルコニー裏の鉄筋の露出、漏水など 

４．手すりなどの鉄部の錆び 

５．給排水管の詰まり、錆び、漏水など 

６．エレベーターの不具合 

７．道路から各住戸の玄関まで、車いすで到達

できない 

８．住戸内がバリアフリー化されていない 

９．気密性が低く寒い 

10．室内の結露やカビ 

11．住戸内の床、壁、設備などの劣化 

12．外構の劣化や傷み（舗装、フェンスなど） 

13．植栽の繁茂 

14．その他（具体的に：         ） 

15．特に問題はない 

問 14．劣化診断の実施状況について教えてください。〔１つに○〕 
１．劣化診断を受け、修繕を行った 

２．劣化診断を受けたが、修繕を行っていない 

３．劣化診断を受けていない 

４．わからない 

問 15．長期修繕計画※の作成状況について教えてください。 

※マンションの大規模修繕や定期点検などの予定を 10～20 年の長期的な期間を見据えて作成

した計画のこと  

(1)計画作成の有無〔１つに○〕 

１．作成している  

２．作成していないが、今後作成予定である 

３．作成していない 

４．わからない 

 

 

 

 

１．必要に応じて修繕工事を行えばよく、長期的な計画は不要なため 

２．長期修繕計画の作成を誰に相談したらよいかわからないため 

３．作成する費用がないため 

４．長期修繕計画の必要性について知らなかったため 

５．その他（具体的に：                    ）

問 16．大規模修繕工事※の実施について教えてください。 

※マンションの快適な居住環境を確保し、資産価値を維持するために行う修繕工事や、必要に

応じて建物及び設備の性能向上を図るために行う改修工事のうち、工事内容が大規模、工事

費が高額、工事期間が長期間にわたるものなどをいう 

(1)実施状況について教えてください。〔１つに○〕 

１．実施している 

２．実施していないが、予定がある 

３．実施していない 

４．わからない 

(2)これまでの修繕工事の履歴情報の保管について教えてください。〔１つに○〕 

１．全部ある ２．一部ある ３．ない ４．わからない 

  

Ⅱ-3．修繕計画、修繕工事について 

(2)未作成の理由〔最もあてはまるもの 1 つに〇〕 
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(3)次回に予定している大規模修繕工事の資金的見込みについて教えてください。〔１つに○〕 

１．自己資金で全費用負担できる 

２．一部を金融機関から借り入れる必要がある 

３．不足するが補填方法は決まっていない  

４．次の修繕工事が決まっておらずわからない 

(4)大規模修繕工事の実施に当たっての課題について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．大規模修繕工事についての知識・経験が不

足している 

２．どこに相談したらよいかわからない 

３．修繕のための計画がない 

４．自己資金が不足している 

５．適切な工事業者の選定が難しい 

６．その他（具体的に：         ） 

７．課題を感じていない 

 

※以下は昭和 56（1981）年以前に建築されたマンションについて教えてください。 

昭和 57 年（1982）年以後に建築されたマンションは問 18 へお進みください。 
 
 

問 17．耐震化の状況について教えてください。 

(1)耐震診断の有無〔１つに○〕 

１．耐震診断を受けている   ２．耐震診断を受けていない   ３．わからない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．耐震診断を受け耐震性がないことが確認された 

２．耐震診断を受け耐震性があることが確認された 

３．わからない 

１．耐震改修を行っていない 

２．耐震改修を行った 

１．耐震改修を行う予定である 

２．耐震改修を行いたいが、具体的な予定を立てられない 

３．耐震改修を行わず、建替える予定である 

４．未定 

  

Ⅱ-4．耐震化状況について 

(2)耐震性の有無〔１つに○〕 
問 18 へ 

(3)耐震性なしの場合の耐震改修の有無〔１つに○〕 

(4)耐震改修を行っていないマンションの今後の予定〔１つに○〕 

問 18 へ 

問 18 へ 
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問 18．設置している防災設備について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．防災用倉庫 

２．各居室の住宅用火災警報器 

３．防火水槽や消火栓  

４．雨水貯留施設（地下貯留槽、雨水利用施設等） 

５．エレベーター内の備蓄ボックス 

６．浸水対策用設備（止水板等） 

７．自家発電設備 

８．通信機器（無線機等） 

９．その他（具体的に：          ） 

10．何も設置していない 

問 19．防災対策について教えてください。 

(1)マンションで行っている取組について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．食料や飲料水等の備蓄 

２．簡易トイレ・携帯トイレの備蓄 

３．防災マニュアルの作成・配布 

４．町会・自治会との協定や覚書締結 

５．マンション内の避難行動要支援者（高齢者等）

の把握 

６．その他（具体的に：           ） 

７．マンションとしての取組はない 

(2)防災訓練の実施について教えてください。〔１つに○〕 
１．定期的に防災訓練を実施している 

２．不定期ではあるが防災訓練を実施している 

３．マンションとしての防災訓練はないが、地域の防災活動に参加している 

４．マンションとしての防災訓練はなく、地域の防災活動にも参加していない 

５．わからない 

問 20．マンション入居者の自主防災組織の結成・参加状況について教えてください。〔１つに○〕 

１．マンションで結成している  

２．マンションで結成していないが、地域の組織に参加している  

３．マンションで結成しておらず、地域の組織にも参加していない 

４．わからない 

 

問 21．入居者の町会・自治会への加入状況について教えてください。〔１つに○〕 

１．マンションとして加入している 

２．入居者が個別に加入している 

３．加入していない 

４．わからない 

問 22．マンション入居者と近隣住民の交流について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．町会・自治会活動や、まつり・地域イベン

トで交流している 

２．環境美化・リサイクル活動で交流している 

３．住民個々に交流が見受けられる 

４．交流はほとんど見受けられない 

５．わからない  
 
 

Ⅱ-５．防災対策について 

Ⅱ-６．入居者と地域の関係について 
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※所有する全ての賃貸マンションの経営状況について伺います。 

問 23．ここ２年間の賃貸マンションの経営状況全般について教えてください。〔１つに○〕 

１．以前から良好又は問題ない 

２．改善した 

３．悪化した 

４．以前から悪い状態が継続 

５．その他 

問 24．経営・管理面の課題について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．周辺を含めて賃貸住宅の需要が低下している  

２．所有する物件の入居率が低下（空室が増加）している 

３．入居者ニーズに対応する改修ができていない（設備更新、バリアフリー対応等） 

４．建物の不具合の改修ができていない 

５．防災・防犯対策ができていない 

６．新規募集するための空室の修繕ができていない 

７．清掃など日常的な管理が行き届いていない 

８．家賃の値上げが困難になっている 

９．借入金の返済が困難になっている 

10．（所有者が）高齢などのため管理が困難になっている 

11．経営・管理を委託したいが、どの業者を選んだらよいかわからない 

12．その他（具体的に：                                ） 

13．特にない 

問 25．入居者に関する課題について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．家賃滞納が増えている  

２．騒音などの入居者間トラブルが多い、又は増えている 

３．自力で契約等の手続きが困難な入居者が増えている（高齢者・外国人・障害者等） 

４．入居後の見守りや緊急対応が必要な入居者が増えている 

５．その他（具体的に：                                ） 

６．特にない 

問 26．今後の経営意向について教えてください。〔１つに○〕 

１．経営規模拡大 ２．現状維持 ３．経営規模縮小 ４．売却 

 

  

Ⅲ．現在の経営状況及び今後の経営意向について 
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問 27．近年、入居希望者のニーズは多様化し、様々な住まい方が模索されるようになっています。

所有する賃貸マンションで、以下の取組を行う意向や関心について教えてください。 

〔選択肢から番号を１つ記入〕 

【回答の選択肢】 

１．既に取り組んでいる 

２．ぜひ取り組みたい 

 

３．関心があるが、所有物件では難しい 

４．取り組むつもりはない 
 

取組 回答 

住
宅
性
能
の
向
上 

遮音性・断熱性などの高性能化（床材・サッシ・ガラスなど）  

台所・浴室などの水廻り設備の高性能化  

モニタ付インターホンや電子キーなど、セキュリティ性能の向上  

宅配ボックスや 24 時間ゴミ置き場など、利便性の高い設備の設置  

空間や外装・内装のデザイン性の品質向上  

光回線や Wi-Fi などインターネット設備の充実・更新  

子育てに適した間取り・設備などへの対応  

壁面緑化や屋上緑化など、建物を活用したグリーンインフラの創出  

商
品
企
画 

ペット飼育可能な賃貸住宅 ―  

楽器演奏可能な賃貸住宅 ―  

ＤＩＹ可能賃貸住宅 
入居者が自ら負担して間取りや内装、設備などを自分

好みに改造できる賃貸住宅 
 

オーダーメイド賃貸住宅 
入居者の希望に合わせて間取りや内装、設備などをオ

ーナー負担により整備する賃貸住宅 
 

シェアハウス 
独立した個室と、共用のトイレ・浴室・台所・リビング

などがある賃貸住宅 
 

コレクティブ型賃貸住宅 
独立した住戸に加え、共同のキッチンや食堂、談話室

などの共同スペースを設けた賃貸住宅 
 

シニア向け賃貸住宅 
元気なシニア向けに、バリアフリーかつ軽めの見守り

が付帯した賃貸住宅 
 

民泊 住宅を旅行者向けの宿泊施設として転用  

サブスクリプション住宅 定額で複数の住まいに居住可能な多拠点型賃貸住宅  
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問 28．問 27 の取組を行う上での課題について教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

１．将来の事業性が見込めない 

２．入居希望者のニーズがない 

３．入居希望者のニーズが把握できないため、新たな取組に踏み出せない 

４．資金が捻出できない  

５．適切な事業者の選定方法が分からない 

６．事業の進め方が分からない 

７．適切な相談先やアドバイザーが見つからない 

８．その他（具体的に：                                ） 

９．特に課題はない 

問 29．より良い賃貸経営を持続的に行っていくために、文京区や東京都、国に求める支援につ

いて教えてください。〔あてはまるもの全てに○〕 

修繕・改修・建替え

等ハードに関する

こと 

１．長期修繕計画の作成への支援 

２．大規模修繕工事への支援  

３．劣化診断への支援 

４．耐震診断・改修への支援 

５．バリアフリー化への支援 

６．省エネ改修工事への支援 

７．建替え等への支援 

８．設備や機能更新に関する支援（セキュリティ設備や利便性向上設備など） 

入居者や空室等ソ

フトに関すること 

９．子育て世帯に選ばれ、住み続けられるための支援 

10．高齢者等の居住の安定に関する支援 

11．賃貸マンション独自に行う防災対策・防犯対策への支援 

12．空室化防止や空室活用に関する支援 

その他 

13．相談窓口の設置 

14．その他（具体的に                        ） 

15．特にない 
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問 30．文京区や東京都、国が実施する以下の施策の利用について教えてください。 

〔選択肢から番号を１つ記
入〕 

 

 

 

Ⅳ．施策について 

【回答の選択肢】 

１．既に利用 

２．利用したい 

 

３．利用したいと思わない 

４．どちらともいえない 

 施策 内容 回答 

国 

長期優良住宅化リフ

ォーム推進事業 

・建物調査（インスペクション）や性能向上を伴う改修（耐震性、

省エネ、高齢者等対策等）、子育て世帯向け改修等の費用につい

て、対象経費の 1/3 を助成（上限額 100～200 万円） 

 

東
京
都 

マンションアドバイ

ザー制度 

・管理アドバイザー：基本的なマンション管理についての講座や個別

具体的な相談に対するアドバイスを行う 

・建替え・改修アドバイザー：建替え・改修の検討に向けた制度説明

等の入門編アドバイス、比較検討書を作成しての説明等を行う 

 

東京都子育て支援住

宅認定制度 

・居住者の安全性や家事のしやすさなどに配慮された住宅で、かつ、

子育てを支援する施設やサービスの提供など、子育てしやすい環境

づくりのための取組を行っている優良な住宅を東京都が認定する

制度。認定住宅は都のＨＰで公表 

 

セーフティネット住

宅（東京ささエール

住宅） 

・高齢者、障害者、子育て世帯等の入居を拒まない賃貸住宅として都

道府県等に登録された住宅。登録された住宅は所在地や戸数、家賃

等の情報が専用のインターネットサイトで周知される（都内のセー

フティネット住宅が東京ささエール住宅である） 

 

文
京
区 

マンション共用部分

改修費助成 

・共用部分のバリアフリー改修費用（段差解消、手すり設置等）の 1/10

を助成（上限 100 万円） 
 

マンション劣化診断

調査費助成 

・劣化診断調査費用（住宅本体、鉄製品、防水、給水管、設備等）の

1/2 を助成（上限 50 万円） 
 

マンション長期修繕

計画作成費助成 
・長期修繕計画を作成する費用の 1/2 を助成（上限 50 万円）  

耐震診断費用の助成 
・一定の要件を満たす住宅について耐震診断に要する費用の一部を助

成 
 

補強設計の費用助成 
・一定の要件を満たす住宅について補強設計に要する費用の一部を助

成 
 

耐震改修工事助成 
・一定の要件を満たす住宅について耐震改修に要する費用の一部を助

成 
 

耐震化アドバイザー

派遣 

・区内にある一定の要件を満たす建築物について耐震化アドバイザー

を派遣し、耐震改修工法の事例紹介や耐震化の進め方などのアドバ

イスを行う。回数は 3回まで、費用は無料 

 

耐震セミナー及び個

別相談会 

・建築物の耐震化の促進及び区民の防災意識の向上を図るため、耐震

セミナーを年に 1 回開催、建築士等による個別相談会を年に 3回開

催 

 

次頁へ続きます 
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 施策 内容 回答 

文
京
区 

中高層マンション防

災対策パンフレット 

・中高層マンションに対する防災対策をまとめたパンフレット 

・区役所窓口や防災訓練等での配布のほか、区ホームページに掲載 
 

防災訓練の実施に関

する支援 

・地震体験車や煙ハウス等の出張を無料で実施（参加予定者数が 40 名

以上に限る） 

・一定規模以上の中高層マンションに、防災訓練の実施経費の一部を

助成（上限 3万円） 

 

防災備蓄品に関する

支援 

・一定規模以上の中高層マンションが防災訓練を実施する場合に、備

蓄品購入経費の一部を助成（上限 3万円、区民防災組織と共同で訓

練を実施する場合には上限 5 万円） 

 

エレベーターの閉じ

込め防止対策に関す

る支援 

・一定規模以上の中高層マンションに対し、エレベーター閉じ込め対

策用品（トイレ、飲料水等）の購入経費の一部を助成（上限 3 万円） 
 

文京すまいる 

住宅登録事業 

・高齢者等の住まいの確保を図るため、高齢者、障害者、ひとり親世

帯の入居を拒まない民間賃貸住宅を区に登録し、区が資格認定した

高齢者等に紹介する制度 

・区が資格認定した高齢者等が入居している期間中、区がオーナーに

謝礼金を支払うほか、区の負担で居住者（原則、高齢者のみ）の見

守りや、住居内での不慮の事故に対する費用補償を実施 

 

問 31．コロナ禍において賃貸住宅経営等に変化はありましたか。ある場合、その内容をご記入

ください。 

 

問 32．その他のご意見があれば、自由にご記入ください。 

 

 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 
※令和４年 11 月 25 日（金）までに投函をお願いします。 

  

【回答の選択肢】 

１．既に利用 

２．利用したい 

 

３．利用したいと思わない 

４．どちらともいえない 

Ⅴ．その他 自由意見 
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  （４）東京都マンション管理状況届出書 
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